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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基板間に挟持された液晶性物質からなる
物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行う表示素子であって
、
　上記物質層は、外場無印加時に光学的等方性を示し、外場を印加することによって光学
的異方性を示す媒質からなり、かつ、上記物質層には、上記媒質が光学的異方性を示して
いる状態のときに当該媒質を構成する分子の配向方向に配向している配向補助材が形成さ
れており、
　上記一対の基板のうち少なくとも一方の基板に、上記媒質を構成する分子を所望の方向
に配向させるための配向膜が形成されていることを特徴とする表示素子。
【請求項２】
　上記配向補助材は、上記両基板間における基板面法線方向の全域に分散するように配置
されていることを特徴とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項３】
　上記配向補助材は、上記媒質の秩序構造を安定化することを特徴とする請求項１に記載
の表示素子。
【請求項４】
　上記配向補助材は、構造的異方性を有することを特徴とする請求項１または２に記載の
表示素子。
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【請求項５】
　上記物質層には、液晶性を示す媒質が封入されており、
　上記配向補助材は、上記媒質に液晶相を発現させた状態で形成されたものであることを
特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項６】
　上記配向補助材は、上記物質層を多数の小領域に分割し、上記媒質を構成する分子の配
向秩序構造を固定化することを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の表示素
子。
【請求項７】
　上記配向補助材は水素結合体からなることを特徴とする請求項１から６のいずれか１項
に記載の表示素子。
【請求項８】
　上記配向補助材は微粒子からなることを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記
載の表示素子。
【請求項９】
　上記微粒子は、平均粒子径が０．２μｍ以下であることを特徴とする請求項８に記載の
表示素子。
【請求項１０】
　上記微粒子の含有量は、当該微粒子および上記物質層を構成する媒質の総重量に対して
０．０５重量％以上２０重量％以下であることを特徴とする請求項８または９に記載の表
示素子。
【請求項１１】
　上記配向補助材は重合性化合物からなることを特徴とする請求項１から６のいずれか１
項に記載の表示素子。
【請求項１２】
　上記重合性化合物の含有量は、当該重合性化合物および上記物質層を構成する媒質の総
重量に対して、０．０５重量％以上、１５重量％以下であることを特徴とする請求項１１
に記載の表示素子。
【請求項１３】
　上記重合性化合物は、高分子からなることを特徴とする請求項１１または１２に記載の
表示素子。
【請求項１４】
　上記高分子は、鎖状高分子、網目状高分子、環状高分子のいずれかからなることを特徴
とする請求項１３に記載の表示素子。
【請求項１５】
　上記重合性化合物は、構造的異方性を有することを特徴とする請求項１１から１４のい
ずれか１項に記載の表示素子。
【請求項１６】
　上記物質層には、液晶性を示す媒質が封入されており、
　上記重合性化合物は、上記媒質に液晶相を発現させた状態で重合されたものであること
を特徴とする請求項１１から１５のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項１７】
　上記重合性化合物は、上記物質層を多数の小領域に分割し、上記媒質を構成する分子の
配向秩序構造を固定化することを特徴とする請求項１１から１６のいずれか１項に記載の
表示素子。
【請求項１８】
　上記配向補助材は多孔質構造体からなることを特徴とする請求項１から６のいずれか１
項に記載の表示素子。
【請求項１９】
　上記多孔質構造体は、多孔質無機材料からなることを特徴とする請求項１８に記載の表
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示素子。
【請求項２０】
　上記多孔質構造体は、微小細孔フィルムであることを特徴とする請求項１８に記載の表
示素子。
【請求項２１】
　上記多孔質構造体は、構造的異方性を有することを特徴とする請求項１８から２０のい
ずれか１項に記載の表示素子。
【請求項２２】
　上記光学的異方性は、上記媒質を構成する分子の配向方向が変化することによって発現
することを特徴とする請求項１から２１のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項２３】
　上記媒質は、電界を印加することによって光学的異方性が発現することを特徴とする請
求項１から２２のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項２４】
　上記物質層は、電界の２次に比例して屈折率が変化する媒質が封入されてなることを特
徴とする請求項２３に記載の表示素子。
【請求項２５】
　上記物質層は、有極性分子を含有する媒質が封入されてなることを特徴とする請求項２
３に記載の表示素子。
【請求項２６】
　上記媒質を構成する分子は、
　外場無印加時に光学波長未満の秩序構造を有し、外場を印加することによって秩序構造
が変化することを特徴とする請求項１から２５のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項２７】
　上記媒質は、４００ｎｍ以下の選択反射波長域または螺旋ピッチを持つことを特徴とす
る請求項１から２６のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項２８】
　上記配向膜は、水平配向膜であることを特徴とする請求項１に記載の表示素子。
【請求項２９】
　上記配向膜は、ラビング処理または光照射を施されてなることを特徴とする請求項１に
記載の表示素子。
【請求項３０】
　上記両基板に、
　互いのラビング方向が異なる方向となるようにラビング処理が施された配向膜がそれぞ
れ形成されていることを特徴とする請求項１から２９のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項３１】
　上記両基板の基板面法線方向に電界を発生する電極を備えていることを特徴とする請求
項２３に記載の表示素子。
【請求項３２】
　上記一対の基板の一方にのみ、スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが形成
されており、
　上記物質層には、光照射によって重合した重合性化合物が形成されていることを特徴と
する請求項３１に記載の表示素子。
【請求項３３】
　少なくとも一方の基板における、基板面平行方向に電界を発生する電極を備えているこ
とを特徴とする請求項２３に記載の表示素子。
【請求項３４】
　上記物質層には、光照射によって重合した重合性化合物が形成されており、上記電極は
透明であることを特徴とする請求項３３に記載の表示素子。
【請求項３５】
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　上記物質層には、光照射によって重合した重合性化合物が形成されており、
　上記電極は、スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが形成された基板上に形
成されていることを特徴とする請求項３３に記載の表示素子。
【請求項３６】
　上記物質層に、カイラル剤が添加された媒質が封入されていることを特徴とする請求項
１から３５のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項３７】
　上記物質層に、カイラル性を示す媒質が封入されていることを特徴とする請求項１から
３５のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項３８】
　上記媒質を構成する分子の、光学的異方性が発現している状態における配向方向が、一
方向の掌性のみの捩れ構造をなすことを特徴とする請求項１から３７のいずれか１項に記
載の表示素子。
【請求項３９】
　上記物質層に、添加濃度８重量％以上のカイラル剤が添加された媒質が封入されている
ことを特徴とする請求項３６に記載の表示素子。
【請求項４０】
　上記配向補助材、または上記水素結合体、または上記微粒子、または上記重合性化合物
、または上記多孔質構造体は、上記物質層を多数の小領域に分割することを特徴とする請
求項１から３９のいずれか１項に記載の表示素子。
【請求項４１】
　上記分割された各小領域の大きさが、可視光波長以下であることを特徴とする請求項４
０に記載の表示素子。
【請求項４２】
　請求項１から４１のいずれか１項に記載の表示素子を備えていることを特徴とする表示
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、駆動に必要な外場の強度が小さく、高速応答特性および広視野角特性を備え
た表示素子および表示装置、ならびに表示素子の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は、各種表示素子のなかでも薄型で軽量かつ消費電力が小さいといった利
点を有している。このため、テレビやモニター等の画像表示装置や、ワープロ、パーソナ
ルコンピュータ等のＯＡ（Office Automation）機器、ビデオカメラ、デジタルカメラ、
携帯電話等の情報端末などに備えられる画像表示装置に広く用いられている。
【０００３】
　液晶表示素子の液晶表示方式としては、従来、例えば、ネマチック（ネマティック）液
晶を用いたツイステッドネマチック（ＴＮ）モ－ドや、強誘電性液晶（ＦＬＣ）あるいは
反強誘電性液晶（ＡＦＬＣ）を用いた表示モード、高分子分散型液晶表示モ－ド等が知ら
れている。
【０００４】
　これらの液晶表示方式のうち、例えば、ＴＮモードの液晶表示素子は、従来から実用化
されている。しかしながら、ＴＮモードを用いた液晶表示素子には、応答が遅い、視野角
が狭い等の欠点があり、これらの欠点は、ＣＲＴ（cathode ray tube）を凌駕する上で大
きな妨げとなっている。
【０００５】
　また、ＦＬＣあるいはＡＦＬＣを用いた表示モ－ドは、応答が速く、視野角が広いとい
った利点を有してはいるものの、耐ショック性、温度特性等の面で大きな欠点があり、広
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く実用化されるまでには至っていない。
【０００６】
　さらに、光散乱を利用する高分子分散型液晶表示モ－ドは、偏光板を必要とせず、高輝
度表示が可能であるが、本質的に位相板による視角制御ができない上、応答特性の面で課
題を有しており、ＴＮモードに対する優位性は少ない。
【０００７】
　これら表示方式は、何れも、液晶分子が一定方向に整列した状態にあり、液晶分子に対
する角度によって見え方が異なるため、視角制限がある。また、これら表示方式は、何れ
も、電界印加による液晶分子の回転を利用するものであり、液晶分子が整列したまま揃っ
て回転するため、応答に時間を要する。なお、ＦＬＣやＡＦＬＣを用いた表示モードの場
合、応答速度や視野角の面では有利であるが、外力による非可逆的な配向破壊が問題とな
る。
【０００８】
　一方、電界印加による液晶分子の回転を利用するこれらの表示方式に対して、二次の電
気光学効果を利用した電子分極による表示方式が提案されている。
【０００９】
　電気光学効果とは、物質の屈折率が外部電界によって変化する現象である。電気光学効
果には、電界の一次に比例する効果と二次に比例する効果とがあり、それぞれポッケルス
効果、カー効果と呼ばれている。特に、二次の電気光学効果であるカー効果は、高速の光
シャッターへの応用が早くから進められており、特殊な計測機器において実用化されてい
る。
【００１０】
　カー効果は、１８７５年にJ. Kerr（カー）によって発見されたものであり、これまで
に、カー効果を示す材料としては、ニトロベンゼンや二硫化炭素等の有機液体が知られて
いる。これら材料は、例えば、前記した光シャッター、光変調素子、光偏光素子、あるい
は、電力ケーブル等の高電界強度測定等に利用されている。
【００１１】
　その後、液晶材料が大きなカー定数を有することが示され、光変調素子、光偏向素子、
さらには光集積回路応用に向けての基礎検討が行われ、前記ニトロベンゼンの２００倍を
越えるカー定数を示す液晶化合物も報告されている。
【００１２】
　このような状況において、カー効果の表示装置への応用が検討され始めている。カー効
果は、電界の二次に比例するため、電界の一次に比例するポッケルス効果と比較して、相
対的に低電圧駆動を見込むことができる上、本質的に、数マイクロ秒～数ミリ秒の応答特
性を示すため、高速応答表示装置への応用が期待される。
【００１３】
　ところで、カー効果を表示素子へ応用展開するにあたっての、実用上の大きな問題の一
つは、従来の液晶表示素子と比較して駆動電圧が大きいことである。この問題に対して、
例えば特許文献１では、基板表面にあらかじめ配向処理を施しておき、カー効果が発現し
やすいような状態を作り出す手法が提案されている。
【００１４】
　また、特許文献２には、高分子により液晶材料を小区域に分割することにより、高速で
広視野角の液晶光学スイッチ素子を実現するための手法が提案されている。特許文献２で
は、液晶材料を平均直径が０．１μｍ以下の小区域に分割することで、電圧の非印加時に
光学的等方性を示す液晶のカー定数の温度依存性を抑制することが提案されている。
【特許文献１】特開２００１－２４９３６３号公報（公開日２００１年９月１４日）
【特許文献２】特開平１１－１８３９３７号公報（公開日１９９９年７月９日）
【特許文献３】１０－９２９７２５
【非特許文献１】斉藤　一弥、徂徠　道夫,「光学的に等方性である珍しいサーモトロピ
ック液晶の熱力学」,液晶,第５巻,第１号,ｐ.２０－２７,２００１年
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【非特許文献２】山本　潤,「液晶マイクロエマルション」,液晶,第４巻,第３号,ｐ.２４
８－２５４,２０００年
【非特許文献３】白石　幸英、外４名,「液晶分子で保護したパラジウムナノ粒子－調製
とゲスト-ホストモード液晶表示素子への応用」,高分子論文集,Ｖｏｌ.５９,Ｎｏ.１２,
ｐ.７５３－７５９,２００２年１２月
【非特許文献４】「Handbook of Liquid Crystals」, Vol.1, p.484-485, Wiley-VCH ,19
98
【非特許文献５】米谷　慎,「分子シミュレーションでナノ構造液晶相を探る」,液晶,第
７巻,第３号,ｐ.２３８－２４５,２００３年
【非特許文献６】「Handbook of Liquid Crystals」, Vol.2B, p.887-900, Wiley-VCH,19
98
【非特許文献７】山本　潤,「液晶科学実験講座第１回：液晶相の同定：（４）リオトロ
ピック液晶」,液晶,第６巻,第１号,ｐ.７２－８３
【非特許文献８】Eric Grelet、外３名「Structural Investigations on Smectic Blue P
hases」,PHYSICAL REVIEW LETTERS, The American Physical Society,23 APRIL 2001,VOL
UME 86,NUMBER 17,p.3791-3794
【非特許文献９】Shiro Matsumoto、外３名「Fine droplets of liquid crystals in a t
ransparent polymer and their response to an electric field」,1996,Appl. Phys. Le
tt., Vol.69, p.1044-1046
【非特許文献１０】Norihiro Mizoshita、Kenji Hanabusa、Takashi Kato「Fast and Hig
h-Contrast Elecro-optical Switching of Liquid-Crystalline Physical Gels:Formatio
n of Oriented Microphase-Separated Structures」,Advanced Functional Materials, A
PRIL 2003,Vol.13, No.4, p313-317)
【非特許文献１１】Hirotsugu kikuchi、外４名，「Polymer-stabilized liquid crystal
 blue phases」，ｐ．６４－６８，[online]，２００２年９月２日，Nature Materials，
ｖｏｌ．１，[２００３年７月１０日検索]，インターネット〈ＵＲＬ：http://www.natur
e.com/naturematerials〉
【非特許文献１２】Michi Nakata、外３名「Blue phases induced by doping chiral nem
atic liquid crystals with nonchiral molecules」,PHYSICAL REVIEW E, The American 
Physical Society,29 October 2003,VOLUME 68,NUMBER 4,p.04710-1～04701-6
【非特許文献１３】チャンドラセカール著、木村初男、山下護 共訳，「液晶の物理学(原
書第２版)」, 1995, 吉岡書店, p.330
【非特許文献１４】物理学辞典編集委員会編　「物理学辞典」, 1992, 培風館, p.631
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　しかしながら、特許文献１に開示されている方式では、カー効果が発現しやすくなる範
囲は基板界面近傍に限られる。すなわち、特許文献１の技術では、配向処理が施された基
板界面近傍の分子しか配向させられない。このため、特許文献１の技術では、駆動電圧を
わずかしか低減できない。
【００１６】
　これは、電界印加によって発生する分子の配向、すなわちカー効果による分子の配向は
、長距離秩序が小さいためである。つまり、例えばＴＮモードなどの液晶表示装置では、
基板法線方向のほぼ全域において液晶分子の配向方向が変化するが、カー効果を用いた液
晶表示装置では、基板近傍の分子配向秩序が、セル内部（バルク領域）へと伝播しにくい
。このため、特許文献１の方式によって得られる駆動電圧の低減効果は、実用上の問題を
解決するには至っていない。
【００１７】
　さらに、基板法線方向に電界を発生させることによってネガ型液晶性を有する分子を配
向させる表示素子に、特許文献１の技術を適用する場合、バルク領域における分子長軸方
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向の方位が一方向に定まらないという問題がある。すなわち、ラビング処理が施された基
板近傍では電界印加により液晶分子がラビング方向に配列しようとするが、基板から離れ
たバルク領域では分子長軸方向の方位が基板面内方向のあらゆる方位を向く。これは、分
子の分極が配列したとしても、分極がおおむね分子短軸方向に存在するためである。すな
わち、電界印加により分極が配向していても、バルク領域を正面方向（基板面法線方向）
から見ると、光学的には等方であり光学応答に寄与できない。したがって、この表示素子
に特許文献１の技術を適用しても、実用レベルの電圧で得られる光学応答は基板近傍のみ
であり、実用レベルをはるかに上回る駆動電圧を印加しない限り、バルク領域において光
学応答を得られない。
【００１８】
　また、基板面内方向の電界により、ポジ型液晶を配向させる表示素子では、バルク領域
の配向方位は、電界方向とほぼ同一方向に決められる。しかしながら、ポジ型液晶を配向
させる表示素子に特許文献１の技術を適用しても、配向処理によって配向が低電圧化され
る領域は基板界面近傍のみであり、やはり、駆動電圧を実用レベルに低減できない。
【００１９】
　また、特許文献２の技術では、添加モノマーおよび架橋材の割合は１６ｗｔ％～４０ｗ
ｔ％と高いので、駆動電圧の増大を招いてしまう。特許文献２には、分割された小区域は
、必ずしも完全に分割されていなくてもよいことが記載されている。しかしながら、特許
文献２では、小区域に分割する材料で、マイクロカプセルのように各小区域における液晶
材料のほぼ全体を覆って、各小区域を独立的に分割しないと、小区域の平均直径が必然的
に大きくなり、電圧無印加時（電圧非印加時）に光学的等方性を示さなくなる。このため
、小区域をほぼ全体にわたって高分子などで覆う必要があり、添加モノマーの含有量が必
然的に多くなってしまう。
【００２０】
　本発明は、上記の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、外場を印加すること
によって光学的異方性の程度が変化する表示素子であって、駆動電圧が低い（あるいは、
駆動に必要な外場の強度が小さい）表示素子および表示装置、ならびに表示素子の製造方
法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明の表示素子は、上記の課題を解決するために、少なくとも一方が透明な一対の基
板と、上記両基板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによ
って表示を行う表示素子であって、上記物質層は、外場を印加することによって光学的異
方性の程度が変化する媒質からなり、かつ、上記物質層には、配向補助材が形成されてい
ることを特徴としている。
【００２２】
　なお、上記外場は、上記媒質の光学異方性の程度を変化させられるものであればよく、
特に限定されるものではないが、例えば、電界、磁場、光などを用いることができる。
【００２３】
　また、配向補助材とは、バルク領域の分子の配向を安定させるもの、あるいは、バルク
領域の分子を配向しやすくするもの（配向を促進させるもの）である。このような機能を
奏するものであれば、上記配向補助材の形状は、特に限定されるものではない。したがっ
て、上記配向補助材は、例えば特許文献２に記載されている液晶材料を小区域に分割する
材料のように、各小区域をほぼ完全に覆うものでなくてもよい。
【００２４】
　なお、特許文献２には、小区域が必ずしも完全に独立して分割されていなくてもよいこ
とが記載されている。しかしながら、特許文献２の技術では、小区域に分割する材料で、
マイクロカプセルのように液晶材料の各小区域をほぼ全体を覆うことによって、各小区域
を独立的に分割しないと、小区域の平均直径が必然的に大きくなり、光学的等方性を示さ
なくなる。すなわち、特許文献２の技術では、各小区域をほぼ全体にわたって覆う必要が
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ある。
【００２５】
　また、特許文献２に記載されている液晶を小区域に分割する材料は、カー定数の温度依
存性を抑制することだけを目的としている。これに対して、本発明における配向補助材は
、媒質における光学的異方性の程度が変化するときの分子の配向の安定や配向の促進を目
的としている。このため、特許文献２では、本発明のような配向補助材については全く言
及されていない。
【００２６】
　つまり、配向補助材に沿って媒質を構成する分子（例えば液晶分子）あるいは分子の集
合体が並ぶ場合、その配向方向は配向補助材の構造をある程度反映したものになる。例え
ば、配向補助材の配向方向が一軸的である場合、媒質を構成する分子あるいは分子の集合
体の配向も、ある程度一軸的な傾向を示す。一方、特許文献２においては、液晶分子の配
向方向が揃った球状の微小領域が電圧無印加時および電圧印加時に存在している。そして
、この微小領域は、温度依存性を小さくすることを目的として形成されたものであり、光
学的異方性の程度を変化させるときの分子や分子の集合体における配向の安定や促進を目
的とするものではない。
【００２７】
　上記の構成によれば、配向補助材によって、バルク領域の分子の配向を安定させること
、あるいは、バルク領域の分子の配向を促進させることにより、外場印加に伴う、物質層
における光学的異方性の程度の変化を補助できる。これにより、当該表示素子において表
示を行うために必要な外場の強度を小さくすることが可能となる。
【００２８】
　なお、上記物質層は、外場印加時と外場無印加時とで、光学的異方性の程度が変化する
媒質からなる。ここで、光学的異方性の程度が変化するということは、屈折率楕円体の形
状が変わることを意味する。すなわち、本発明の表示素子は、外場無印加時と外場印加時
とにおける屈折率楕円体の形状の変化を利用することで、異なる表示状態を実現するもの
である。
【００２９】
　一方、従来の液晶表示素子では、表示を行うために媒質に電界を印加している。そして
、電界印加時と電界無印加時とで、屈折率楕円体は楕円のまま、その長軸方向が変化する
。すなわち、従来の液晶表示素子では、電界無印加時と電界印加時とにおける屈折率楕円
体の長軸方向が変化することで、異なる表示状態を実現していた。したがって、本発明の
表示素子と、従来の液晶表示素子とでは、表示の原理が大きく異なっている。
【００３０】
　このように、従来の液晶表示素子では、液晶分子の配向方向の変化を利用していたため
、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響していた。これに対して、上記の構成では、媒
質における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行う。したがって、上記の構成によ
れば、従来の液晶表示素子のように、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響するといっ
た問題がないので、高速応答を実現することができる。また、本発明の表示素子は高速応
答性を備えているので、例えば、フィールドシーケンシャルカラー方式の表示装置に利用
することもできる。
【００３１】
　また、従来の電気光学効果を利用した液晶表示素子では、駆動温度範囲が液晶相の相転
移点近傍の温度に制限され、極めて高精度な温度制御が必要であるという問題があった。
これに対して、上記の構成によれば、上記媒質を、外場印加によって光学的異方性が変化
する状態となる温度に保つだけでよいので、温度制御を容易にすることができる。
【００３２】
　また、従来の電気光学効果を利用した液晶表示素子は、高速応答特性および広視野角特
性を示すという利点がある反面、駆動電圧が非常に高いという問題があった。これに対し
て、上記の構成によれば、配向補助材によって、媒質を構成する分子の配向を安定させる
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こと、あるいは、バルク領域の分子の配向を促進することができる。これによって、より
小さな外場で光学的異方性の程度を変化させることが可能となるので、実用レベルの外場
の強度で動作可能であり、高速応答特性および広視野角特性を備えた表示素子を実現する
ことができる。
【００３３】
　また、上記の構成では、媒質における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行うの
で、液晶分子の配向方向を変化させて表示を行う従来の液晶表示素子よりも、広視野角特
性を実現できる。
【００３４】
　また、上記配向補助材は、外場による光学的異方性の程度の変化を促進するものであっ
てもよい。これによって、表示のために必要な外場の強度を小さくすることができる。
【００３５】
　また、上記配向補助材は、上記媒質の秩序構造を安定化するものであってもよい。これ
によって、上記媒質が光学的等方性または光学的異方性を示すときの秩序構造を安定化す
ることが可能になり、表示のために必要な外場の強度を小さくすることができる。

　また、上記配向補助材は、構造的異方性を有するものであってもよい。この構成によれ
ば、上記分子の配向方向の変化を、上記配向補助材との分子間相互作用によって促進させ
ることができる。したがって、構造的異方性を有する配向補助材は、外場印加時における
光学的異方性の程度の変化を促進させるために好適である。
【００３６】
　また、上記物質層には、液晶性を示す媒質が封入されており、上記配向補助材は、上記
媒質に液晶相を発現させた状態で形成されたものであってもよい。
【００３７】
　上記の構成によれば、上記配向補助材は、上記媒質が液晶相を示す状態における、上記
媒質を構成する分子の配向方向に沿う部分の割合が大きくなる。したがって、上記配向補
助材によって、外場印加時に、上記媒質を構成する分子が、上記液晶相状態における配向
方向と同様の方向に配向するように、分子の配向を促進させることができる。したがって
、外場印加時における光学的異方性の程度の変化を、確実に促進させることができる。
【００３８】
　また、上記配向補助材は、外場印加時または外場無印加時に光学的に等方性であること
が好ましい。この構成によれば、上記配向補助材が、少なくとも外場印加時または外場無
印加時に光学的に等方性であるので、外場印加時または外場無印加時における上記媒質の
透過率が低下することがなく、良好な表示を行うことができる。
【００３９】
　また、上記配向補助材は、上記物質層を多数の小領域に分割し、上記媒質を構成する分
子の配向秩序構造を固定化するものであってもよい。
【００４０】
　上記の構成によれば、上記配向補助材によって物質層内に多数の小領域を形成し、上記
物質層に封入されている媒質を構成する分子の配向秩序構造を固定化する。これにより、
上記物質層に外場を印加していない状態または外場を印加している状態において、上記物
質層を光学的に等方的な状態にすることができる。また、上記物質層が光学的等方性を示
す温度範囲を広くすることができる。これにより実用的な温度範囲では小さな強度の外場
で駆動できなかった媒質においても、小さな強度の外場で駆動できる温度範囲拡大を可能
にすることができるので、実用性を飛躍的に向上させることができる。
【００４１】
　本発明の表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基板間に挟持され
た物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行う表示素子であっ
て、上記物質層は、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化する媒質から
なり、かつ、水素結合体を含む構成であってもよい。
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【００４２】
　上記の構成によれば、上記水素結合体によって、上記外場印加による光学的異方性の程
度の変化を促進することができる。
【００４３】
　本発明の表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基板間に挟持され
た物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行う表示素子であっ
て、上記物質層は、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化する媒質から
なり、かつ、微粒子を含む構成であってもよい。
【００４４】
　物質層中に微粒子を分散させた系においては、媒質を構成する分子が微粒子の界面の影
響を受けて配向する。したがって、微粒子が分散された系では、その分散状態に起因して
媒質を構成する分子の配向状態が安定化されるので、上記外場印加による光学的異方性の
程度の変化を促進させることができる。
【００４５】
　また、この場合、上記微粒子は、平均粒子径が０．２μｍ以下であってもよい。平均粒
子径０．２μｍ以下の微小な大きさの微粒子を用いることにより、物質層内における分散
性が安定し、長時間経っても微粒子が凝集したり相が分離しない。したがって、例えば、
微粒子が沈殿して局所的な微粒子のムラが生じることより、表示素子としてムラが生じる
ことを充分に抑制できる。
【００４６】
　また、上記微粒子の含有量は、当該微粒子および上記物質層に封入される媒質の総重量
に対して０．０５重量％～２０重量％であってもよい。物質層における微粒子の含有量が
０．０５重量％～２０重量％となるように調製することにより、微粒子の凝集を抑制する
ことができる。
【００４７】
　本発明の表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基板間に挟持され
た物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行う表示素子であっ
て、上記物質層は、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化する媒質から
なり、かつ、重合性化合物を含む構成であってもよい。
【００４８】
　なお、上記重合性化合物の含有量は、当該重合性化合物および上記物質層を構成する媒
質の総重量に対して、０．０５重量％以上、１５重量％以下であってもよい。上記物質層
における重合性化合物の含有量が０．０５重量％～１５重量％となるように調製すること
により、上記外場印加による光学的異方性の程度の変化を促進することができる。なお、
添加した重合性化合物の濃度が０．０５重量％未満の場合には、配向補助材としての機能
が低下（配向規制力が弱く）する。また、１５重量％より多い場合には、配向補助材に印
加される外場の割合が大きくなって駆動に必要な外場の強度が増大する。
【００４９】
　また、上記重合性化合物は、鎖状高分子、網目状高分子、環状高分子などの高分子であ
ってもよい。また、上記重合性化合物（配向補助材）は、構造的異方性を有するのもので
あってもよい。この場合、上記分子の配向方向の変化を、上記重合性化合物（配向補助材
）との分子間相互作用によって促進させること、あるいは、バルク領域の分子の配向を安
定させることができる。したがって、構造的異方性を有する配向補助材は、外場印加時に
おける光学的異方性の程度の変化を促進させるために好適である。
【００５０】
　また、上記物質層には、液晶性を示す媒質が封入されており、上記重合性化合物は、上
記媒質に液晶相を発現させた状態で重合されたものであってもよい。
【００５１】
　上記の構成によれば、上記重合性化合物（配向補助材）は、上記媒質が液晶相を示す状
態における、上記媒質を構成する分子の配向方向に沿う部分の割合が大きくなる。したが
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って、上記重合性化合物（配向補助材）によって、外場印加時に、上記媒質を構成する分
子が、上記液晶相状態における配向方向と同様の方向に配向するように、分子の配向を促
進させることができる。したがって、外場印加時における光学的異方性の程度の変化を、
確実に促進させることができる。
【００５２】
　また、上記重合性化合物は、外場印加時または外場無印加時に光学的に等方性であるこ
とが好ましい。この構成によれば、上記重合性化合物が、少なくとも外場印加時または外
場無印加時に光学的に等方性であるので、外場印加時または外場無印加時における上記媒
質の透過率が低下することがなく、良好な表示を行うことができる。
【００５３】
　また、上記重合性化合物は、上記物質層を多数の小領域に分割し、上記媒質を構成する
分子の配向秩序構造を固定化するものであってもよい。
【００５４】
　上記の構成によれば、上記重合性化合物によって物質層内に多数の小領域を形成し、上
記物質層に封入されている媒質を構成する分子の配向秩序構造を固定化する。これにより
、上記物質層に外場を印加していない状態または外場を印加している状態において、上記
物質層を光学的に等方的な状態にすることができる。また、上記物質層が光学的等方性を
示す温度範囲を広くすることができる。これにより実用的な温度範囲では小さな強度の外
場で駆動できなかった媒質においても、小さな強度の外場で駆動できる温度範囲拡大を可
能にすることができるので、実用性を飛躍的に向上させることができる。
【００５５】
　本発明の表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基板間に挟持され
た物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行う表示素子であっ
て、上記物質層は、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化する媒質から
なり、かつ、上記物質層には、多孔質構造体が形成されている構成であってもよい。
【００５６】
　上記の構成によれば、上記外場印加による光学的異方性の程度の変化を促進することが
できる。
【００５７】
　また、上記多孔質構造体は、多孔質無機材料であってもよい。あるいは、微小細孔フィ
ルムであってもよい。ここで、微小細孔フィルムとは、可視光の波長の１／４以下の直径
の孔を有するフィルムである。
【００５８】
　上記の構成によれば、物質層に封入された媒質を構成する分子の配向秩序構造を固定化
でき、上記外場印加による光学的異方性の程度の変化を促進させることができる。
【００５９】
　また、上記多孔質構造体は、構造的異方性を有するものであってもよい。
【００６０】
　上記の構成によれば、物質層に封入された媒質を構成する分子の配向秩序構造を固定化
でき、上記外場を印加することによる光学的異方性の程度の変化を促進させることができ
る。
【００６１】
　また、上記多孔質構造体は、外場印加時または外場無印加時に光学的に等方性であるこ
とが好ましい。
この場合、上記多孔質構造体が、少なくとも外場印加時または外場無印加時に光学的に等
方性であるので、外場印加時または外場無印加時における上記媒質の透過率が低下するこ
とがなく、良好な表示を行うことができる。
【００６２】
　また、上記した各表示素子において、上記光学的異方性の程度の変化は、上記媒質を構
成する分子の配向方向が変化することによって発現するものであってもよい。この場合、
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上記した配向補助材、水素結合体、微粒子、重合性化合物、多孔質構造体によって、上記
媒質を構成する分子の配向方向の変化を促進することにより、上記光学的異方性の程度の
変化を促進できる。したがって、上記各表示素子において、表示を行うために必要な外場
の強度を小さくすることが可能となる。
【００６３】
　また、上記媒質は、電界を印加することによって光学的異方性の程度が変化するもので
あることが好ましい。すなわち、上記媒質の光学的異方性の程度を変化させるための外場
としては、表示素子の設計および駆動制御が容易であることから、電界が好ましい。
【００６４】
　また、外場として電界を用いる場合、上記物質層に、電界の２次に比例して屈折率が変
化する媒質が封入されている構成としてもよい。
【００６５】
　このような、電界の２次に比例して発現する屈折率の変化は、応答速度が速いという利
点がある。したがって、上記の構成によれば、高速応答特性を備えた表示素子を実現する
ことができる。また、この表示素子は高速応答性を備えているので、例えばフィールドシ
ーケンシャルカラー方式の表示装置に利用することもできる。
【００６６】
　また、外場として電界を用いる場合、上記物質層に、有極性分子を含有する媒質が封入
されている構成としてもよい。上記の構成によれば、電界印加によって上記有極性分子の
分極が発現する。また、この際、上記した配向補助材、水素結合体、微粒子、重合性化合
物、多孔質構造体によって上記有極性分子の配向を促進させることができるので、小さな
強度の外場で光学的異方性の程度を変化させることができ、駆動に必要な外場の強度を小
さくすることができる。
【００６７】
　また、上記物質層は、外場印加時または外場無印加時に光学的等方性を示す構成であっ
てもよい。
【００６８】
　上記の構成によれば、外場印加時または外場無印加時に光学的に等方性を示す表示素子
において、配向補助材、水素結合体、微粒子、重合性化合物、多孔質構造体のいずれかが
形成されていることにより、外場の変化による光学的異方性の程度の変化を促進すること
ができる。このため、小さな強度の外場で光学的異方性の程度を変化させることが可能と
なり、表示のために必要な外場の強度小さくすることができる。
【００６９】
　また、上記媒質を構成する分子は、外場印加時もしくは外場無印加時に光学波長未満の
秩序構造を有し、外場を印加することによって秩序構造が変化するものであってもよい。
【００７０】
　また、上記媒質は、４００ｎｍ以下の選択反射波長域または螺旋ピッチを持つものであ
ってもよい。
【００７１】
　上記媒質の螺旋ピッチが４００ｎｍ以上の場合、その螺旋ピッチを反映した色に呈色し
てしまう場合がある。このような螺旋ピッチを反映した波長の光を選択的に反射にする現
象は選択反射と呼ばれる。そこで、上記媒質の選択反射波長または螺旋ピッチを、４００
ｎｍ以下とすることにより、このような呈色を防止することができる。
【００７２】
　また、上記媒質は、キュービック対称性を示す秩序構造を有するものであってもよい。
また、上記媒質は、キュービック相またはスメクチックＤ相を示す分子からなるものであ
ってもよい。また、上記媒質は、液晶マイクロエマルションからなるものであってもよい
。また、上記媒質は、ミセル相、逆ミセル相、スポンジ相、キュービック相のいずれかを
示すリオトロピック液晶からなるものであってもよい。また、上記媒質は、ミセル相、逆
ミセル相、スポンジ相、キュービック相のいずれかを示す液晶微粒子分散系からなるもの
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であってもよい。また、上記媒質は、デンドリマーからなるものであってもよい。また、
上記媒質は、コレステリックブルー相を示す分子からなるものであってもよい。また、上
記媒質は、スメクチックブルー相を示す分子からなるものであってもよい。
【００７３】
　上記いずれかの構成によれば、外場印加によって、上記物質層に封入された媒質を構成
する分子の秩序構造に歪みを生じさせ、当該媒質の光学的異方性を変化させることができ
る。したがって、外場無印加時と外場印加時とで、異なる表示状態を実現することができ
る。
【００７４】
　なお、上記いずれかの構成では、媒質を構成する分子の光学的異方性の程度の変化を用
いて表示を行う。このため、液晶固有の粘度が応答速度に及ぼす影響が小さいので、高速
応答を実現することができる。また、上記いずれかの構成からなる表示素子は、高速応答
性を備えているので、フィールドシーケンシャルカラー方式の表示装置に利用することも
できる。
【００７５】
　また、このような外場印加によって分子の秩序構造に生じる歪みは、温度の影響が小さ
いので、温度制御が容易となる。また、上記の構成では、媒質における分子の秩序構造の
歪みによる光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行うので、液晶分子の配向方向を回
転させて表示を行う場合よりも、広視野角特性を実現できる。
【００７６】
　また、外場として電界を用いる場合、上記物質層に、ネガ型ネマチック液晶相を示す媒
質が封入されている構成としてもよい。また、外場として電界を用いる場合、上記物質層
に、ポジ型ネマチック液晶相を示す媒質が封入されている構成としてもよい。
【００７７】
　上記いずれかの構成によれば、電界を印加することによって、上記媒質における光学的
異方性の程度を変化させることができる。
【００７８】
　また、上記一対の基板のうち少なくとも一方の基板に、上記媒質を構成する分子を、所
望の方向に配向させるための配向膜が形成されている構成としてもよい。
【００７９】
　上記の構成によれば、上記物質層の上記配向膜との界面付近における、上記分子の配向
方向を所望の方向に規定することができる。また、上記の構成によれば、上記媒質に液晶
相を発現させた状態において、上記媒質を構成する分子を、所望の方向に配向させること
ができる。したがって、上記配向補助材または上記重合性化合物を、所望の方向に沿う部
分の割合が大きくなるように形成することができる。これにより、上記配向補助材または
上記重合性化合物によって、上記媒質を構成する分子が外場印加時に所望の方向へ配向す
るように、当該分子の配向を促進させることができる。したがって、外場印加時における
光学的異方性の程度の変化を、確実かつ好適に促進させることができる。
【００８０】
　また、上記配向膜は、水平配向膜であってもよい。上記の構成によれば、従来から液晶
表示素子などで使用されており、かつ、液晶材料と非常に相性の良い配向膜材料をそのま
ま転用することができる。また、垂直配向膜を用いる場合とは異なり、水平配向膜が液晶
分子に与える基板面内方向の強い配向規制力を利用することが可能となり、外場印加時の
光学的異方性の程度の変化をより促進させることができる。
【００８１】
　また、上記配向膜は、ラビング処理または光照射を施されてなるものであってもよい。
この構成によれば、上記物質層の上記配向膜との界面付近における、上記分子の配向方向
を所望の方向に確実に規定することができる。また、上記媒質に液晶相を発現させた状態
において、上記媒質を構成する分子を、所望の方向に確実に配向させることができる。ま
た、上記の構成によれば、上記配向膜による配向規制力をさらに強固なものにできる。
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【００８２】
　また、上記両基板に、互いのラビング方向が異なる方向となるようにラビング処理が施
された配向膜がそれぞれ形成されている構成としてもよい。
【００８３】
　上記の構成によれば、外場印加時に、上記媒質を構成する分子を、捩れ構造をなすよう
に配向させることができる。すなわち、分子の長軸方向が、基板面に平行な方向を向くと
ともに、一方の基板側から他方の基板側にかけて、基板面平行方向に順次捩れるように配
向する、捩れ構造となるように、上記分子を配向させることができる。このため、媒質の
波長分散による色付き現象を緩和することができる。
【００８４】
　また、上記両基板の基板面法線方向に電界を発生する電極を備えている構成としてもよ
い。
【００８５】
　上記の構成によれば、上記物質層における両基板との界面付近に限らず、両基板から離
れた領域においても、光学的異方性の程度の変化を促進させることができるので、駆動に
必要な外場の強度を小さくすることができる。
【００８６】
　また、両基板の基板面法線方向に電界が発生する構成とする場合、上記一対の基板の一
方にのみ、スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが形成されており、上記物質
層には、光照射によって重合した重合性化合物が形成されていてもよい。
【００８７】
　上記の構成によれば、スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが一方の基板に
のみ形成されている。このため、他方の基板側から光を照射して上記重合性化合物を重合
させることにより、上記物質層を露光できる領域が広くなり、未反応の重合性化合物が残
ることがなくなるので、表示素子の信頼性悪化を防止できる。また、遮光膜が一方の基板
にのみ形成されているので、開口率を向上させることができる。
【００８８】
　また、上記スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが形成された基板と対向す
る他方の基板、および、当該他方の基板上に形成される電極が、透明であってもよい。こ
れにより、光の照射量を削減できる。また、この場合、上記電極が形成される基板側から
、上記光照射を行う場合でも、上記電極上の領域にも紫外光を照射することができる。し
たがって、表示素子の開口率を向上させることができる。また、未反応の重合性化合物を
削減できるので、電圧保持率低下などの信頼性悪化を防止できる。
【００８９】
　また、少なくとも一方の基板における、基板面平行方向に電界を発生する電極を備えて
いる構成としてもよい。
【００９０】
　上記の構成によれば、上記物質層における基板との界面付近に限らず、基板から離れた
領域においても、光学的異方性の程度の変化を促進させることができるので、駆動に必要
な外場の強度を小さくことができる。
【００９１】
　また、この場合、上記物質層には、光照射によって重合した重合性化合物が形成されて
おり、上記電極は透明であってもよい。これにより、光の照射量を削減できる。また、こ
の場合、上記電極が形成される基板側から、上記光照射を行う場合でも、上記電極上の領
域にも紫外光を照射することができる。したがって、表示素子の開口率を向上させること
ができる。また、未反応の重合性化合物を削減できるので、電圧保持率低下などの信頼性
悪化を防止できる。
【００９２】
　また、上記物質層には、光照射によって重合した重合性化合物が形成されており、上記
電極は、スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが形成された基板上に形成され
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ていてもよい。これにより、光の照射量を削減できる。また、スイッチング素子とカラー
フィルターと遮光膜と電極とが一方の基板にのみ形成されているので、他方の基板側から
光を照射して上記重合性化合物を重合させることにより、上記物質層を露光できる領域が
広くなり、未反応の重合性化合物が残ることがなくなる。このため、表示素子の信頼性悪
化を防止できる。また、遮光膜が一方の基板にのみ形成されているので、開口率を向上さ
せることができる。
【００９３】
　また、上記スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜とが形成された基板と対向す
る基板が透明であってもよい。これにより、光の照射量をさらに削減できる。
【００９４】
　また、上記物質層に、カイラル剤が添加された媒質が封入されていてもよい。あるいは
、上記物質層に、カイラル性を示す媒質が封入されていてもよい。カイラル性を示す媒質
としてその媒質自体がカイラル性を有するものでも良いし、またバナナ型（屈曲型）液晶
のように不斉炭素原子を持たないが（分子自体はカイラル性を持たないが）、分子形状の
異方性とパッキング構造により、系としてカイラル性が発生する分子を含む媒質でも良い
。
【００９５】
　上記いずれかの構成によれば、上記媒質を構成する分子を、左捩れまたは右捩れの、い
ずれか一方向の掌性の捩れ構造のみとすることができる。このため、左捩れと右捩れの双
方の捩れ構造からなるマルチドメインが存在する場合のように、ドメインの境界で透過率
が下がってしまうといった問題がなく、透過率を向上させることができる。
【００９６】
　また、上記物質層に封入されている媒質を構成する分子の、光学的異方性が発現してい
る状態における配向方向が、一方向の掌性のみの捩れ構造をなす構成としてもよい。
【００９７】
　上記の構成によれば、上記物質層に含まれる媒質における分子の配向方向が、一方向の
掌性、すなわち、右捩れあるいは左捩れのいずれか一方の捩れ構造となる。したがって、
各捩れ構造は互いの方位に相関がなくても一定の旋光性を有する。このため、物質層全体
として大きな旋光性を発現することができる。これにより、小さい強度の外場で最大透過
率を得ることができ、駆動に必要な外場の強度を実用可能なレベルにまで低減することが
できる。
【００９８】
　また、上記の構成によれば、上記物質層には外場印加時に光学的異方性の程度の変化を
促進するための配向補助材、水素結合体、微粒子、重合性化合物、多孔質構造体のいずれ
かが形成されていて、外場印加による上記媒質中の分子の配向がアシスト（補助）される
ので、より効率的に光学的異方性の程度を変化させることができる。したがって、小さい
強度の外場で駆動可能であるとともに、光の利用効率も高くて明るい表示が実現できる。
【００９９】
　また、上記物質層に、添加濃度８重量％以上のカイラル剤が添加された媒質が封入され
ていてもよい。また、上記物質層に、カイラル剤が添加された媒質が封入されており、上
記カイラル剤が添加された媒質のカイラルピッチが可視光波長、もしくは、可視光波長以
下であってもよい。
【０１００】
　これらの構成によれば、小さい強度の外場で駆動可能であり、光の利用効率が高く、明
るい表示を実現できる。
【０１０１】
　また、上記配向補助材、または上記水素結合体、または上記微粒子、または上記重合性
化合物、または上記多孔質構造体は、上記物質層に封入される媒質を、多数の小領域に分
割するものであってもよい。
【０１０２】
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　上記の構成によれば、上記媒質の分子がミクロな小領域に閉じ込められているので、各
小領域内の媒質の配向状態を固定でき、外場印加による光学的異方性の程度の変化を広い
温度範囲で発現させることができる。
【０１０３】
　また、上記分割された各小領域の大きさが、可視光波長以下であってもよい。
【０１０４】
　上記の構成によれば、上記小領域のサイズが可視光波長以下であるので、上記物質層を
多数の小領域に分割している配向補助材、または上記水素結合体、または上記微粒子、ま
たは上記重合性化合物、または上記多孔質構造体と上記媒質との屈折率の不一致から生じ
る光散乱を抑制することができ、高コントラストな表示素子を実現できる。
【０１０５】
　本発明の表示装置は、上記の課題を解決するために、上記いずれかの表示素子を備えて
いることを特徴としている。
【０１０６】
　上記の構成によれば、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化する表示
素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を備えている。したがって、表
示のために必要な外場の強度が小さい表示装置を実現できる。
【０１０７】
　本発明の表示素子の製造方法は、上記の課題を解決するために、少なくとも一方が透明
な一対の基板と、上記両基板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場を印加す
ることによって表示を行う表示素子の製造方法であって、上記物質層に、外場を印加する
ことによって光学的異方性の程度が変化する媒質を封入する媒質封入工程と、上記物質層
に封入した媒質に液晶相を発現させる液晶相発現工程と、上記媒質に液晶相を発現させた
状態で、上記物質層に配向補助材を形成する配向補助材形成工程と、を含むことを特徴と
している。
【０１０８】
　上記の製造方法によれば、上記配向補助材の、上記媒質を構成する分子が液晶相を示す
状態において配向している方向に沿う部分の割合を大きくすることができる。このため、
外場印加時に、上記媒質を構成する分子が、上記液晶相状態における配向方向と同様の方
向に配向するように、当該分子の配向を促進させることが可能な配向補助材を備えた表示
素子を実現できる。したがって、上記の製造方法によれば、外場を印加することによって
光学的異方性の程度が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示
素子を製造することができる。
【０１０９】
　また、上記の製造方法によれば、小さな強度の外場で光学的異方性の程度を変化させる
ことでき、実用レベルの強度の外場で動作可能であり、高速応答特性および広視野角特性
を備えた表示素子を実現することができる。
【０１１０】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両
基板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行
う表示素子の製造方法であって、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化
する媒質に、水素結合性材料を添加する工程を含むことを特徴としている。
【０１１１】
　上記の製造方法によれば、上記水素結合性材料によって、上記媒質を構成する分子の、
外場による配向方向の変化を促進させることができる表示素子を製造できる。したがって
、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化する表示素子であって、駆動に
必要な外場の強度が小さい表示素子を製造することができる。
【０１１２】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両
基板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行
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う表示素子の製造方法であって、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化
する媒質に、微粒子を添加する工程を含む。
【０１１３】
　上記の製造方法によれば、上記微粒子によって、上記媒質を構成する分子の、外場によ
る配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化することができ
る表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方性の程度
が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造すること
ができる。
【０１１４】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両
基板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行
う表示素子の製造方法であって、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化
する媒質中に、多孔質構造体を形成する工程を含む。
【０１１５】
　上記の製造方法によれば、上記多孔質構造体によって、上記媒質を構成する分子の、外
場による配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化すること
ができる表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方性
の程度が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造す
ることができる。
【０１１６】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両
基板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場を印加することによって表示を行
う表示素子の製造方法であって、外場を印加することによって光学的異方性の程度が変化
する媒質に、重合性化合物を添加する工程と、上記物質層に、上記媒質を封入する工程と
、上記媒質に添加した重合性化合物を重合させる工程とを含む。
【０１１７】
　上記の製造方法によれば、上記重合性化合物によって、上記媒質を構成する分子の、外
場による配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化すること
ができる表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方性
の程度が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造す
ることができる。
【０１１８】
　また、上記重合性化合物として、光を照射することによって重合するものを用い、上記
重合性化合物を重合させる工程では、上記重合性化合物に光を照射する光照射法によって
上記重合性化合物を重合させてもよい。あるいは、上記重合成化合物として、加熱するこ
とによって重合するものを用い、上記重合性化合物を重合させる工程では、上記重合性化
合物を加熱する加熱法によって上記重合性化合物を重合させてもよい。
【０１１９】
　これらの製造方法によれば、上記重合性化合物を容易に重合させることができる。
【０１２０】
　また、上記重合性化合物として、光を照射することによって重合する官能基と、加熱す
ることによって重合する官能基とを有するものを用い、上記重合性化合物を重合させる工
程では、光照射法および加熱法を併用することによって上記重合性化合物を重合させても
よい。
【０１２１】
　上記の製造方法によれば、光を照射することによって重合する官能基、および、加熱す
ることによって重合する官能基の、少なくともどちらか一方の官能基が反応して重合する
可能性が高い。したがって、未反応部分がより少なくなり、十分な重合を行うことができ
る。
【０１２２】
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　また、上記物質層に封入した媒質に液晶相を発現させる液晶相発現工程をさらに含み、
上記重合性化合物を重合させる工程を、上記媒質に液晶相を発現させた状態で行ってもよ
い。
【０１２３】
　この場合、媒質に液晶相を発現させた状態において、上記重合性化合物を容易に形成す
ることができる。
【０１２４】
　また、上記媒質に、上記重合性化合物の重合を迅速に行わせるための重合開始剤をさら
に添加してもよい。これにより、上記重合性物質を迅速に重合させることができる。
【０１２５】
　また、上記液晶相発現工程では、上記物質層を、当該表示素子の表示を行うときの温度
よりも低温にすることにより、上記媒質に液晶相を発現させてもよい。あるいは、上記液
晶相発現工程では、上記物質層に、電圧を印加することにより、上記媒質に液晶相を発現
させてもよい。
【０１２６】
　上記いずれかの製造方法によれば、上記媒質に、容易かつ確実に液晶相を発現させるこ
とができる。なお、上記媒質の光学的異方性を発現させる手段として電界を用いる場合で
あって、かつ、電圧を印加することによって上記媒質に液晶相を発現させる場合には、液
晶相を発現させるために必要な電圧は、媒質の光学的異方性を発現させるための電圧より
も大きいことが好ましい。
【０１２７】
　また、上記一対の基板のうち少なくとも一方の基板に、上記物質層に封入される媒質を
構成する分子を、所望の方向に配向させるための配向膜を形成する工程を含むようにして
もよい。
【０１２８】
　また、上記媒質は、カイラル剤を示す媒質、または、カイラル剤を添加された媒質、ま
たは、当該媒質を構成する分子の光学的異方性が発現している状態における配向方向が一
方向の掌性のみの捩れ構造をなす媒質であり、上記一対の基板のうち少なくとも一方の基
板に、上記媒質を構成する分子を、所望の方向に配向させるための配向膜を形成する工程
を含んでいてもよい。
【０１２９】
　上記の製造方法によれば、上記媒質に液晶相を発現させた状態において、上記媒質を構
成する分子を、所望の方向に配向させることができる。したがって、上記配向補助材また
は重合性化合物を、所望の方向に沿う部分の割合が大きくなるように形成することができ
る。これにより、上記配向補助材または重合性化合物によって、上記媒質を構成する分子
が外場印加時または外場無印加時に所望の方向へ配向するように、当該分子の配向を促進
させられる表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することにおける光学的異方
性の程度の変化を、確実かつ好適に促進できる表示素子を実現できる。
【０１３０】
　また、光照射法によって重合する重合性化合物を用いる場合、スイッチング素子とカラ
ーフィルターと遮光膜とが上記一対の基板の一方にのみ形成された基板を用い、他方の基
板に透明基板を用いるとともに、上記重合性化合物を重合させる工程では、上記透明基板
側から上記重合性化合物に光を照射することにより、上記重合性化合物を重合させてもよ
い。
【０１３１】
　上記の方法によれば、スイッチング素子とカラーフィルターと遮光膜と電極とが一方の
基板にのみ形成されており、他方の基板には透明基板が用いられている。このため、他方
の基板側から光を照射して上記重合性化合物を重合させることにより、上記物質層を露光
できる領域が広くなり、未反応の重合性化合物が残ることがなくなるので、表示素子の信
頼性悪化を防止できる。また、遮光膜が一方の基板にのみ形成されているので、開口率を
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向上させることができる。
【発明の効果】
【０１３２】
　本発明の表示素子は、以上のように、上記物質層が、外場を印加することによって光学
的異方性の程度が変化する媒質からなり、かつ、上記物質層には、配向補助材が形成され
ている。
【０１３３】
　それゆえ、上記配向補助材によって、物質層における光学的異方性の程度の変化を促進
させることができる。これにより、当該表示素子において、表示を行うために必要な駆動
に必要な外場の強度を小さくすることができる。
【０１３４】
　本発明の表示素子は、上記物質層が、外場を印加することによって光学的異方性の程度
が変化する媒質からなり、かつ、水素結合体、微粒子、重合性化合物、多孔質構造体のい
ずれかを含む。
【０１３５】
　それゆえ、上記水素結合体、または上記微粒子、または上記重合性化合物、または上記
多孔質構造体によって、外場印加に伴う、物質層における光学的異方性の程度の変化を促
進させることができる。これにより、当該表示素子において、表示を行うために必要な駆
動に必要な外場の強度を小さくすることができる。
【０１３６】
　本発明の表示装置は、以上のように、上記いずれかの表示素子を備えてなる。それゆえ
、表示のために必要な外場の強度が小さい表示装置を実現できる。
【０１３７】
　本発明の表示素子の製造方法は、以上のように、上記物質層に、外場を印加することに
よって光学的異方性の程度が変化する媒質を封入する媒質封入工程と、上記物質層に封入
した媒質に液晶相を発現させる液晶相発現工程と、上記媒質に液晶相を発現させた状態で
、上記物質層に配向補助材を形成する配向補助材形成工程と、を含む。
【０１３８】
　それゆえ、上記配向補助材の、上記媒質を構成する分子が液晶相を示す状態において配
向している方向に沿う部分の割合を大きくすることができる。このため、外場印加時また
は外場無印加時に、上記媒質を構成する分子が、上記液晶相状態における配向方向と同様
の方向に配向するように、当該分子の配向を促進させることが可能な表示素子を実現でき
る。したがって、上記の製造方法によれば、外場を印加することによって光学的異方性の
程度が変化する表示素子であって、高速応答特性および広視野角特性を有し、駆動に必要
な外場の強度が小さい表示素子を製造することができる。
【０１３９】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、外場を印加することによって光学的異方性の程
度が変化する媒質に、水素結合性材料を添加する工程を含むようにしてもよい。
【０１４０】
　上記の製造方法によれば、上記水素結合性材料によって、上記媒質を構成する分子の、
外場による配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化するこ
とができる表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方
性の程度が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造
することができる。
【０１４１】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、外場を印加することによって光学的異方性の程
度が変化する媒質に、微粒子を添加する工程を含んでいてもよい。
【０１４２】
　上記の製造方法によれば、上記微粒子によって、上記媒質を構成する分子の、外場によ
る配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化することができ
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る表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方性の程度
が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造すること
ができる。
【０１４３】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、外場を印加することによって光学的異方性の程
度が変化する媒質中に、多孔質構造体を形成する工程を含んでいてもよい。
【０１４４】
　上記の製造方法によれば、上記多孔質構造体によって、上記媒質を構成する分子の、外
場による配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化すること
ができる表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方性
の程度が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造す
ることができる。
【０１４５】
　また、本発明の表示素子の製造方法は、外場を印加することによって光学的異方性の程
度が変化する媒質に、重合性化合物を添加する工程と、上記物質層に、上記媒質を封入す
る工程と、上記媒質に添加した重合性化合物を重合させる工程とを含んでいてもよい。
【０１４６】
　上記の製造方法によれば、上記重合性化合物によって、上記媒質を構成する分子の、外
場による配向方向の変化を促進あるいはバルク領域における分子の配向を固定化すること
ができる表示素子を製造できる。したがって、外場を印加することによって光学的異方性
の程度が変化する表示素子であって、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を製造す
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０１４７】
　〔実施の形態１〕
　本発明の一実施の形態について図に基づいて説明する。なお、本明細書における各実施
の形態では、主に、媒質の光学的異方性の程度を変化させるための手段として電界を用い
る場合について説明するが、本発明はこれに限るものではなく、例えば磁場や光などの他
の外場を用いてもよい。また、本実施の形態では、電界（外場）印加時または電界（外場
）無印加時に光学的等方性（巨視的、具体的には、可視光波長領域、つまり、可視光の波
長スケール、もしくは、それよりも大きなスケールで見て等方であればよい）を示す媒質
を用いて表示を行う場合を中心に説明するが、本発明はこれに限るものではない。すなわ
ち、必ずしも電界（外場）印加時または電界（外場）無印加時に光学的等方性を示す媒質
を用いる必要はなく、電界（外場）無印加時に光学的異方性を示し、電界（外場）を印加
することによって光学的異方性の程度が変化する媒質を用いてもよい。
【０１４８】
　図１は、本実施の形態にかかる表示素子（本表示素子）の概略構成を示す断面模式図で
ある。本表示素子は、駆動回路や信号線（データ信号線）、走査線（走査信号線）、スイ
ッチング素子などとともに表示装置に備えられるものである。なお、本表示素子は、電界
無印加時には等方相を示し、電界印加によって光学的異方性を示す媒質を用いて表示を行
うものである。
【０１４９】
　図２１は、本表示素子を用いる表示装置の要部の概略構成を示すブロック図であり、図
２２は、図２１に示す表示装置に用いられる本表示素子（表示素子１０）の周辺の概略構
成を示す模式図である。
【０１５０】
　図２１に示すように、本実施の形態にかかる表示装置１００は、画素１１０…がマトリ
クス状に配された表示パネル１０２と、駆動回路としてのソースドライバ１０３およびゲ
ートドライバ１０４と、電源回路１０６等とを備えている。
【０１５１】
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　上記各画素１１０には、図２２に示すように、本表示素子（表示素子１０）およびスイ
ッチング素子２１が設けられている。
【０１５２】
　また、上記表示パネル１０２には、複数のデータ信号線ＳＬ１～ＳＬｎ（ｎは２以上の
任意の整数を示す）と、各データ信号線ＳＬ１～ＳＬｎにそれぞれ交差する複数の走査信
号線ＧＬ１～ＧＬｍ（ｍは２以上の任意の整数を示す）とが設けられ、これらデータ信号
線ＳＬ１～ＳＬｎおよび走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍの組み合わせ毎に、上記画素１１０…
が設けられている。
【０１５３】
　上記電源回路１０６は、上記ソースドライバ１０３およびゲートドライバ１０４に、上
記表示パネル１０２にて表示を行うための電圧を供給し、これにより、上記ソースドライ
バ１０３は、上記表示パネル１０２のデータ信号線ＳＬ１～ＳＬｎを駆動し、ゲートドラ
イバ１０４は、表示パネル１０２の走査信号線ＧＬ１～ＧＬｍを駆動する。
【０１５４】
　上記スイッチング素子２１としては、例えばＦＥＴ（電界効果型トランジスタ）あるい
はＴＦＴ（薄膜トランジスタ）等が用いられ、上記スイッチング素子２１のゲート電極２
２が走査信号線ＧＬｉに、ドレイン電極２３がデータ信号線ＳＬｉに、さらに、ソース電
極２４が、表示素子１０に接続されている。また、表示素子１０の他端は、全画素１１０
…に共通の図示しない共通電極線に接続されている。これにより、上記各画素１１０にお
いて、走査信号線ＧＬｉ（ｉは１以上の任意の整数を示す）が選択されると、スイッチン
グ素子２１が導通し、図示しないコントローラから入力される表示データ信号に基づいて
決定される信号電圧が、ソースドライバ１０３によりデータ信号線ＳＬｉ（ｉは１以上の
任意の整数を示す）を介して表示素子１０に印加される。表示素子１０は上記走査信号線
ＧＬｉの選択期間が終了してスイッチング素子２１が遮断されている間、理想的には、遮
断時の電圧を保持し続ける。
【０１５５】
　図１に示すように、本表示素子は、対向する２枚の透明基板（基板１および２）間に、
光学変調層である物質層３が挟持されてなる。また、基板１および基板２における両基板
の対向面（内側）には、物質層３に電界を印加するための電界印加手段である電極（透明
電極）４および５がそれぞれ配置されている。さらに、電極４および５の内側には、配向
膜８および９が備えられている。また、基板１および２における、両基板の対向面とは反
対側の面（外側）には、それぞれ偏光板６および７が備えられている。
【０１５６】
　基板１および２は、ガラス基板で構成されている。また、本表示素子における両基板間
の間隔、すなわち物質層３の厚みは５μｍである。また、電極４および５は、ＩＴＯ（イ
ンジウム錫酸化物）からなる。
【０１５７】
　図２は、配向膜（水平配向膜）８および９のラビング方向と、偏光板６および７の吸収
軸方向とを示している。配向膜８および９は、この図に示すように、互いのラビング方向
がアンチパラレル（逆平行,反平行,平行かつ向きが反対）となるように水平ラビング処理
（ラビング処理）が施されている。なお、配向膜８および９は、ポリイミドからなる。
【０１５８】
　また、偏光板６および７は、この図に示すように、互いの吸収軸が直交するとともに、
偏光板６および７の吸収軸と配向膜８および９のラビング方向とが、互いに４５度の角度
をなすように配置されている。
【０１５９】
　物質層３は、図１に示すように、分子１２を含むネガ型液晶混合物（媒質）および高分
子鎖（配向補助材）１１を含んでいる。このネガ型液晶性混合物は、下記の化合物（１）
（３０ｗｔ％（重量％））、化合物（２）（４０ｗｔ％）、化合物（３）（３０ｗｔ％）
からなる。
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【０１６０】
【化１】

【０１６１】

【化２】

【０１６２】
【化３】

【０１６３】
　また、高分子鎖１１は、光重合性モノマー（重合性化合物）を重合（硬化）させたもの
である。例えば、高分子鎖１１は、下記の構造式（４）
【０１６４】

【化４】

【０１６５】
で示される化合物（液晶（メタ）アクリレート、重合性化合物）が重合することによって
得られる。
【０１６６】
　なお、上記構造式（４）において、Ｘは水素原子またはメチル基を表す。また、ｎは０
または１の整数である。また、６員環Ａ，Ｂ，Ｃは、１，４－フェニレン基、または、１
，４－トランスシクロヘキシル基（trans－１，４－シクロヘキシレン基）等の６員環構
造を有する置換基を示す。ただし、６員環Ａ，Ｂ，Ｃは、これらの置換基にのみ限定され
るものではなく、下記構造
【０１６７】
【化５】

【０１６８】
を有する置換基のうち、何れか一種の置換基を有していればよく、互いに同じであっても
異なっていても構わない。なお、上記置換基において、ｍは１～４の整数を示す。
【０１６９】
　また、上記構造式（４）において、Ｙ１およびＹ２は、それぞれ独立的に、単結合、―
ＣＨ２ＣＨ２―、―ＣＨ２Ｏ―、―ＯＣＨ２―、―ＯＣＯ―、―ＣＯＯ―、―ＣＨ＝ＣＨ
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―、―Ｃ≡Ｃ―、―ＣＦ＝ＣＦ―、―（ＣＨ２）４―、―ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ―、―Ｏ
ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２―、―ＣＨ＝ＣＨＣＨ２ＣＨ２Ｏ―、―ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ―を
表す。すなわち、Ｙ１およびＹ２は、上記したいずれかの構造を有していれば、同じもの
であってもよく、異なるものであってもよい。
【０１７０】
　また、Ｙ３は、単結合、―Ｏ―、―ＯＣＯ―、―ＣＯＯ―を表す。また、Ｒは水素原子
、ハロゲン原子、シアノ基、炭素数１～２０のアルキル基、アルケニル基、アルコキシル
基を表す。なお、この化合物は、室温近傍の温度で液晶相を示すので、配向規制力を付与
する能力が高く、物質層３に封入する媒質として好適である。
【０１７１】
　また、光重合性モノマー（重合性化合物）としては、上述のようなアキラルな物質に限
らず、カイラルな物質を用いてもよい。カイラル性を示す光重合性モノマーとしては、例
えば、下記の構造式（５）からなる重合性化合物を用いることができる。
【０１７２】

【化６】

【０１７３】
　上記構造式（５）において、Ｘは水素原子またはメチル基を表す。また、ｎは０または
１の整数である。また、６員環Ａ，Ｂ，Ｃは、１，４－フェニレン基、または、１，４－
トランスシクロヘキシル基（trans－１，４－シクロヘキシレン基）等の６員環構造を有
する置換基を示す。ただし、６員環Ａ，Ｂ，Ｃは、これらの置換基にのみ限定されるもの
ではなく、下記構造
【０１７４】
【化７】

【０１７５】
を有する置換基のうち、何れか一種の置換基を有していればよく、互いに同じであっても
異なっていても構わない。なお、上記置換基において、ｍは１～４の整数を示す。
【０１７６】
　また、上記構造式（５）におけるＹ１およびＹ２は、それぞれ独立的に、１０個までの
炭素原子を有する直鎖状または分枝鎖状のアルキル基またはアルケニル基であり、この基
中に存在する１個のＣＨ２基または隣接していない２個のＣＨ２基は、－Ｏ－、－Ｓ－、
－ＣＯ－Ｏ－および（または）－Ｏ－ＣＯ－、により置き換えられていてもよく、単結合
、―ＣＨ２ＣＨ２―、―ＣＨ２Ｏ―、―ＯＣＨ２―、―ＯＣＯ―、―ＣＯＯ―、―ＣＨ＝
ＣＨ―、―Ｃ≡Ｃ―、―ＣＦ＝ＣＦ―、―（ＣＨ２）４―、―ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ―、
―ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２―、―ＣＨ＝ＣＨＣＨ２ＣＨ２Ｏ―、―ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ
―を含んでいてもよい。また、キラル炭素を含んでいてもよく、含まなくても良い。すな
わち、Ｙ１およびＹ２は、上記したいずれかの構造を有していれば、同じものであっても
よく、異なるものであってもよい。
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【０１７７】
　また、Ｙ３は、単結合、―Ｏ―、―ＯＣＯ―、―ＣＯＯ―を表す。また、Ｒ１はキラル
炭素を持ちかつ分枝鎖構造を含む炭素数３～２０のアルキル基を表す。Ｒ２は炭素数１～
２０のアルキル基を表し、キラル炭素を含んでいてもよく、含まなくても良い。なお、こ
れらの化合物は、液晶相を示すので、配向規制力を付与する能力が高く、物質層３に封入
する媒質として好適である。このような化合物としては、例えば、下記の化合物（６）が
あげられる。
【０１７８】
【化８】

【０１７９】
なお、この化合物（６）は６９℃から９７℃の範囲でコレステリック相を示す。
【０１８０】
　また、物質層３には、重合を迅速に行わせるための開始剤（重合開始剤、図示せず）で
ある、メチルエチルケトンパーオキサイドが添加されている。
【０１８１】
　ここで、本表示素子の製造方法について説明する。まず、基板１および２の表面に、電
極４および５を形成する。両電極４および５の形成方法は、従来の液晶表示素子に適用で
きる方法と同様の方法を用いることができる。
【０１８２】
　次に、配向膜８を、基板１上に、電極４を覆うように形成する。また、配向膜９を、基
板２上に、電極５を覆うように形成する。なお、配向膜８および９にはあらかじめラビン
グ処理を施しておく。また、配向膜８および９のラビング方向は、互いに逆平行となるよ
うにする。
【０１８３】
　また、基板１および２の、電極４および５を形成した面とは反対側の面に、偏光板６お
よび７を貼り合わせる。この際、偏光板６および７の吸収軸が互いに直交するとともに、
偏光板６および７の吸収軸が配向膜８および９のラビング方向と４５度の角度をなすよう
に貼り合わせる。
【０１８４】
　次に、基板１および２を、プラスチックビーズ等のスペーサ（図示せず）を介して、両
者の間隔（物質層３の厚さ）が５μｍとなるように調整し、シール材（図示せず）で周囲
を封じて固定する。この際、後に注入する媒質（例えば誘電性液体）の注入口（図示せず
）となる部分は封止せずに開口させておく。なお、スペーサおよびシール材の材質は特に
限定されるものではなく、従来の液晶表示素子に用いられているものを用いることができ
る。
【０１８５】
　次に、両基板間に、上記した媒質、すなわち、化合物（１）（３０ｗｔ％）、化合物（
２）（４０ｗｔ％）、化合物（３）（３０ｗｔ％）からなるネガ型液晶性混合物に、光重
合性モノマーである上記の液晶（メタ）アクリレート、重合開始剤であるメチルエチルケ
トンパーオキサイドを添加したものを注入する。ここで、光重合性モノマーの添加量は０
．０５ｗｔ％（重量％）～１５ｗｔ％とする。また、重合開始剤の添加量は１０ｗｔ％以
下とする。
【０１８６】
　次に、外部加温装置（図示せず）によって両基板の温度を１００℃に保った状態で、こ
のセル（本表示素子）に紫外線を照射する。これにより、物質層３に注入された光重合性
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モノマーを重合（硬化）させ、高分子鎖１１を形成する。なお、上記のネガ型液晶性混合
物は、１１３℃未満でネガ型ネマチック液晶相を示し、それ以上の温度では等方相を示す
。すなわち、本実施の形態では、物質層３に封入した媒質が液晶相を示している状態で、
光重合性モノマーを重合させて、高分子鎖１１を形成する。
【０１８７】
　このように、物質層３に封入した媒質が液晶相を示している状態では、この媒質におけ
る液晶分子（分子１２）は、配向膜８および９に施したラビングの影響を受け、ラビング
方向に沿って配向している。したがって、この状態で光重合性モノマーを重合させること
により、重合によって得られる高分子鎖１１は、分子１２の配向方向に沿う部分の割合が
大きくなる（図１参照）。つまり、高分子鎖１１は、ラビングの影響によって配向してい
る分子１２の配向方向に向いている割合が大きくなるように、構造的異方性を有している
。
【０１８８】
　このようにして得られた本表示素子は、外部加温装置によりネマチック－等方相の相転
移点直上近傍の温度（相転移温度よりもわずかに高い温度、たとえば＋０．１Ｋ）に保ち
、両電極４・５間に電圧（電界）を印加することにより、透過率が変化する。すなわち、
物質層３に封入した媒質を、当該媒質の液晶相－等方相の相転移点よりわずかに高い温度
に保つことによって等方相状態とし、両電極４・５間に電圧（電界）を印加することによ
り、物質層３の透過率を変化させることができる。なお、本表示素子では、両電極間に印
加する電圧が１１０Ｖのときに最大透過率を得ることができた。
【０１８９】
　一方、本表示素子と比較するために、光重合性モノマーおよび開始剤を添加せず、また
紫外線照射工程を施さない以外は本表示素子と同様の条件で作成した、比較用セル（比較
用表示素子）を用意した。そして、この比較用表示素子を、本表示素子の場合と同様に、
ネマチック－等方相の相転移直上近傍の温度に保ち、両電極間に電圧（電界）を印加した
。この場合、両電極間に印加する電圧が１５０Ｖのときに最大透過率を得ることができた
。
【０１９０】
　図３（ａ）～図３（ｃ）は、比較用表示素子における、印加電圧と透過率との関係を説
明するための説明図である。なお、図３（ａ）は電圧（電界）無印加の状態、図３（ｂ）
は両電極４・５間に電圧Ｖ１を印加した状態、図３（ｃ）は両電極４・５間に電圧Ｖ２（
＞Ｖ１）を印加した状態を示している。
【０１９１】
　図３（ｂ）に示すように、両基板４・５間に電圧Ｖ１を印加した場合、物質層３中の基
板近傍（領域Ａ）における分子は配向膜８および９に施したラビングの方向に配向する。
しかしながら、バルク領域（領域Ｂ）における分子の配向方向は変化しない。すなわち、
界面の配向処理（ラビング処理）の効果により、界面近傍の分子が配向する電圧が低減さ
れたため、領域Ａにおける分子はラビング方向に配向する。しかしながら、分子間相互作
用はバルク（バルク領域）にまで及ばないため、領域Ｂの分子の配向方向は変化しない。
【０１９２】
　一方、図３（Ｃ）に示すように、両基板４・５間に電圧Ｖ２を印加した場合、領域Ａだ
けでなく領域Ｂにおける分子の配向方向も変化する。しかしながら、領域Ｂの分子は光学
応答にはほとんど寄与しない。この理由について、図４を用いて説明する。
【０１９３】
　図４は、両基板４・５間に電圧Ｖ２を印加した場合の、領域Ａおよび領域Ｂにおける分
子の配向方向を説明するための説明図である。なお、図４の上段は基板面に平行な方向か
ら見た場合の分子の配向方向およびその分極方向を示し、下段は基板面法線方向（電界方
向）から見た場合の分子の配向方向および双極子方向（分極方向）を示している。
【０１９４】
　この図に示すように、両基板４・５間に電圧Ｖ２を印加した場合、領域Ａでは電界によ
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り分子の分極が電界方向に揃うようになり、また界面の配向処理の効果により分子がラビ
ング方向に配向して配向ａの状態となる。一方、領域Ｂでは分子の分極が電界方向に揃う
ようになるが、分子間相互作用がほとんど働かないため、配向処理の効果が領域Ｂには及
ばない。このため、分子の配向方向は基板面内方向（基板面に平行な方向）のあらゆる方
向を向いてしまう（配向ｂの状態）。このため、領域Ｂは光学的には等方であり、光学応
答に寄与しない。
【０１９５】
　このように比較用表示素子では、両基板４・５間に電圧Ｖ２を印加することによって、
物質層３におけるすべての領域（領域ＡおよびＢ）に電界が印加されるものの、光学応答
に寄与するのは基板近傍（領域Ａ）のみである。光学応答に寄与する領域を広げるために
は、両基板４・５間に印加する電圧をさらに高める必要がある。したがって、比較用表示
素子の駆動電圧は高くなる。
【０１９６】
　一方、本表示素子は、図１に示した模式図のように、鎖状高分子（高分子鎖１１）がセ
ル内に形成されている。また、この高分子鎖１１は、媒質（例えば誘電性液体）をあらか
じめ低温にすることによってネマチック相を発現させ、その状態で重合性モノマーを反応
させて形成される。このため、この高分子鎖１１は、ネマチック相の分子配向方向に略平
行に存在している部分の割合が多い。
【０１９７】
　このような状態を有する本表示素子を、ネマチック－等方相の相転移近傍の温度の液体
状態（等方相状態）に保ち、両電極４・５間に電圧Ｖ１を印加すると、界面近傍のみなら
ず、バルク領域を含むすべての領域において分子が配向し始める。さらに電圧を高くして
いくと、物質層３におけるあらゆる領域の分子の配向秩序が上昇し、大きな光学応答を得
られる。
【０１９８】
　これは、比較用表示素子では、分子配向を促す役目を、基板表面（配向膜８および９）
に施した配向処理だけが担っていたのに対して、本表示素子では、あらかじめ望むべき配
向方向に形成された高分子鎖１１がセル内のあらゆる領域に存在するためである。すなわ
ち、本表示素子では、配向膜８および９に施したラビング処理に加えて、このラビング方
向に沿って配向する部分の割合が多くなるように形成した高分子鎖１１が、分子のラビン
グ方向への配向を促す役目を担っている。これにより、本表示素子は、比較用表示素子よ
りも低電圧で最大透過率が得られる。
【０１９９】
　以上のように、本表示素子は、電界無印加時には等方相状態である媒質に対して、電界
を印加することによって媒質を構成する分子を配向させて表示を行うものであり、媒質中
に形成した重合性化合物（配向補助材）によって電界印加時の分子の配向を促進させてい
る。この重合性化合物（配向補助材）は、媒質が液晶相を示す状態、すなわち、媒質を構
成する分子が光学的異方性を発現するように配向している状態で形成される。このような
状態で形成した重合性化合物（配向補助材）は、等方相状態を示す媒質に電界を印加した
場合に、媒質を構成する分子が、重合性化合物（配向補助材）を形成した際の配向状態（
液晶相時の配向状態）となるように分子の配向を促進させる。したがって、本表示素子は
、この重合性化合物（配向補助材）の働きにより、低い電圧で駆動できる。
【０２００】
　なお、本実施の形態では、重合性化合物（配向補助材）を形成する際に液晶相を発現さ
せる方法として、低温にしてネマチック相を出現させたが、この方法に限るものではない
。例えば、低温にせずとも、通常表示には用いない高電圧、すなわち本表示素子の駆動電
圧よりもずっと大きい電圧を印加することによって、強制的に分子を配向させ、液晶相を
発現させてもよい。すなわち、液晶相を発現させるためには、温度（典型的には低温にす
る）、あるいは電界などの外場を与えればよい。なお、液晶相を発現させるために与える
外場は、表示時の環境と異なる環境とするものであることが好ましい。
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【０２０１】
　また、重合性化合物（配向補助材）を形成する際に発現させる液晶相は、ネマチック相
に限るものではない。表示素子の駆動状態とは異なる外場を与えることによって、光学的
異方性を示す状態であればよく、例えば、スメクチック（スメクティック）相、結晶相な
どであってもよい。ただし、良好な重合性化合物（配向補助材）を形成するためには、例
えば、ネマチック相やスメクチックＡ相などのように、配向に柔軟性があり、かつ、配向
欠陥が生じにくいことがより望ましい。
【０２０２】
　物質層３に封入する媒質としては、負の誘電異方性を有する媒質であることが好ましく
、例えば、特許文献１に記載してあるような液晶性物質のうち、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦ
と７ＨＰＦＦとの混合物（１，２－ジフルオロ－４－［トランス－４－（トランス－４－
ｎ－プロピルシクロヘキシル）シクロヘキシル］ベンゼンと、１，２－ジフルオロ－４－
［トランス－４－（トランス－４－ｎ－ペンチルシクロヘキシル）シクロヘキシル］ベン
ゼンと、１，２－ジフルオロ－４－［トランス－４－（トランス－４－ｎ－ヘプチルシク
ロヘキシル）シクロヘキシル］ベンゼン）とよりなる混合物）などを適用してもよい。
【０２０３】
　また、物質層３に封入する媒質は、誘電性を有する媒質に限らず、外場を印がすること
によって光学的異方性の程度が変化するものであればよい。典型的には、電界（外場）無
印加時には光学的に概ね等方であり、電界（外場）印加により光学変調を誘起される媒質
であってもよい。すなわち、典型的には、電界（外場）印加に伴い分子、または分子集合
体（クラスタ）の配向秩序度が上昇する物質であってもよい。
【０２０４】
　また、物質層３に封入する媒質として、例えば、光学波長未満の秩序構造を有し、光学
的には等方的に見える液晶相であって、誘電異方性が負のものを適用することができる。
あるいは、液晶分子が光の波長未満のサイズで放射状に配向している集合体で充填された
、光学的に等方的に見えるような系を用いることもできる。これらに電界を印加すること
により、分子あるいは集合体の微細構造にひずみを与え、光学変調を誘起させることがで
きる。また、これらの媒質を用いる場合にも、重合性化合物（配向補助材）を形成してお
くことによって分子の配向を促進できるので、低電圧（小さい強度の外場）で駆動するこ
とが可能となる。
【０２０５】
　このような媒質として、例えば、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系を用い
ることができる。なお、この混合系は、負の誘電異方性を有する。
【０２０６】
　上記したように、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系は、秩序構造が光学波
長未満であるため透明である。すなわち、電界無印加の場合には光学的に等方性を示す。
したがって、この混合系を本表示素子に適用する場合、直交ニコル下において良好な黒表
示を行うことができる。
【０２０７】
　一方、上記の混合系が電界無印加時に光学的等方性を示す温度範囲に制御しながら、電
極４・５間に電界を印加すると、光学的等方性を示す構造に歪が生じ、光学的異方性が発
現する。すなわち、上記の混合系は、電界無印加状態では光学的に等方性であり、電界印
加により光学的異方性が発現する。
【０２０８】
　このように、上記の構成の本表示装置では、電界を印加することによって光学的等方性
を示す構造に歪が生じ、複屈折が発生するので、良好な白表示を行うことができる。なお
、複屈折が発生する方向は一定であり、その大きさが電界印加によって変化する。また、
電極４・５間に印加する電圧（電界）と透過率との関係を示す電圧透過率曲線は、安定し
た曲線となる。すなわち、上記構成の本表示装置では、電界無印加時に光学的等方性を示
す温度範囲において安定した電圧透過率曲線を得ることができ、温度制御が極めて容易と
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なる。
【０２０９】
　ここで、上記の混合系のように電界印加によって分子の光学的異方性の程度が変化する
媒質を用いた場合の本表示素子と、従来の表示方式の液晶表示素子との、表示原理の相違
点について説明する。
【０２１０】
　図８は、上記の混合系を用いた場合の本表示素子および従来の表示方式の液晶表示素子
における、表示原理の違いを説明するための説明図であり、電界印加時および電界無印加
時における屈折率楕円体の形状および方向を模式的に表したものである。なお、図８では
、従来の表示方式として、ＴＮ方式、ＶＡ（Vertical Alignment、垂直配向）方式、ＩＰ
Ｓ（In Plane Switching、面内応答）方式における表示原理を示している。
【０２１１】
　この図に示すように、ＴＮ方式の液晶表示素子は、対向する基板間に液晶層が挟持され
ており、両基板上にそれぞれ透明電極（電極）が備えられた構成である。そして、電界無
印加時には、液晶層における液晶分子の長軸方向がらせん状に捻られて配向しているが、
電界印加時には、液晶分子の長軸方向が電界方向に沿って配向する。この場合における平
均的な屈折率楕円体は、図８に示すように、電界無印加時には長軸方向が基板面に平行な
方向を向いており、電界印加時には長軸方向が基板面法線方向を向く。すなわち、電界無
印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形状は楕円であり、電界印加によって、その長
軸方向が変化する（屈折率楕円体が回転する）。また、電圧無印加時と電圧印加時とで、
屈折率楕円体の形状は、ほぼ変わらない。
【０２１２】
　また、ＶＡ方式の液晶表示素子は、ＴＮ方式と同様、対向する基板間に液晶層が挟持さ
れており、両基板上にそれぞれ透明電極（電極）が備えられた構成である。ただし、ＶＡ
方式の液晶表示素子では、電界無印加時には、液晶層における液晶分子の長軸方向が、基
板面に対して略垂直な方向に配向しているが、電界印加時には、液晶分子の長軸方向が電
界に垂直な方向に配向する。この場合における平均的な屈折率楕円体は、図８に示すよう
に、電界無印加時には長軸方向が基板面法線を向いており、電界印加時には長軸方向が基
板面に平行な方向を向く。すなわち、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形
状は楕円であり、電界印加によって、その長軸方向（屈折率楕円体の向き）が変化する（
屈折率楕円体が回転する）。なお、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形は
、ほぼ変わらない。
【０２１３】
　また、ＩＰＳ方式の液晶表示素子は、１つの基板上に対向する１対の電極が備えられて
おり、両電極間の領域に液晶層が形成される構成である。そして、電界印加によって液晶
分子の配向方向を変化させ、電界無印加時と電界印加時とで、異なる表示状態を実現でき
るようになっている。したがって、ＩＰＳ方式の液晶表示素子でも、図８に示すように、
電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形状は楕円であり、その長軸方向が変化
する（屈折率楕円体が回転する）。また、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体
の形は、ほぼ変わらない。
【０２１４】
　このように、従来の表示方式の液晶表示素子では、電界無印加時でも液晶分子が何らか
の方向（典型的には一方向）に配向しており、電界を印加することによって、各分子の配
向方向がそろった状態で、その配向方向を一斉に変化させて表示（透過率の変調）を行っ
ている。また、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形はほぼ変わらない。す
なわち、従来の表示方式の液晶表示素子では、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕
円体の形状は楕円であり、電界印加によって、その長軸方向が変化する（屈折率楕円体が
回転する）ことを利用して表示を行っている。このため、屈折率楕円体の長軸方向は電界
印加方向に対して、垂直あるいは平行とは限らない。これに対して、本表示素子では、後
述するように、屈折率楕円体の方向は電界印加方向に対して垂直または平行となる。
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【０２１５】
　このように、従来の表示方式の液晶表示素子では、液晶分子の可視光以上における配向
秩序度はほぼ一定であり、配向方向を変化させることによって表示を行っている。
【０２１６】
　これらの表示方式に対して、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系を用いた本
表示素子では、電界無印加時に分子があらゆる方向を向いている。ただし、これらの分子
は、光の波長スケール未満の秩序（秩序構造、配向秩序）を有しているので、光学的異方
性が発現せず（可視光以上のスケールでの配向秩序度≒０であり）、図８に示すように、
屈折率楕円体が従来の液晶表示素子とは異なり、球状となる。
【０２１７】
　ところが、電界を印加すると、個々の分子が負の誘電異方性を有しているため基板面内
方向（基板面に平行な方向）を向こうとして配向状態が変化する。また、この際、光学波
長未満の秩序構造に歪が生じて光学的異方性（可視光以上のスケールでの配向秩序度＞０
）が発現して、屈折率楕円体が楕円になる。このとき、屈折率楕円体の長軸方向は電界方
向と垂直になる。より詳細には、物質層３に封入する媒質の誘電異方性が負の場合、屈折
率楕円体の長軸方向は電界方向に垂直になり、物質層３に封入する媒質の誘電異方性が正
の場合、屈折率楕円体の長軸方向は電界方向に平行になる。すなわち、上記の混合系を用
いた本表示素子では、電界無印加時には屈折率楕円体の形が等方的（ｎｘ＝ｎｙ＝ｎｚ）
であり、電界印加によって屈折率楕円体の形に異方性（ｎｘ＞ｎｙ）が発現する。ここで
、ｎｘ，ｎｙ，ｎｚは、それぞれ、基板面に平行かつ図８の左右方向、基板面に平行かつ
図８の奥行き方向、基板面に垂直な方向に対する、屈折率を表している。
【０２１８】
　なお、可視光以上における配向秩序度≒０（配向秩序度がほとんど無い）というのは、
可視光より小さいスケールで見た場合には、液晶分子などがある方向に並んでいる割合が
多い（配向秩序がある）が、可視光より大きいスケールで見ると、配向方向が平均化され
ていて配向秩序が無いことを意味している。
【０２１９】
　すなわち、本発明において、可視光波長以上のスケールでの配向秩序度≒０とは、配向
秩序度が可視光波長域、および、可視光波長域より大きい波長の光に対して何ら影響を与
えない程度に小さいことを示す。例えば、クロスニコル下で黒表示を実現している状態を
示す。一方、本発明において、可視光波長以上のスケールでの配向秩序度＞０とは、可視
光波長以上のスケールでの配向秩序度が、ほぼゼロの状態よりも大きいことを示し、例え
ば、クロス二コル下で白表示を実現している状態を示す。（この場合、階調表示であるグ
レーも含まれる）。
【０２２０】
　また、本実施形態にかかる表示素子では、物質層３が負の誘電異方性を有しているので
、上記電界印加時の屈折率楕円体の長軸方向は、電界方向に対して常に垂直となる。（な
お、物質層３が正の誘電異方性を有している場合は、屈折率楕円体の長軸方向は、電界方
向に対して平行になる。）これに対して、従来の液晶表示素子では、電界印加によって屈
折率楕円体の長軸方向を回転させて表示を行うので、屈折率楕円体の長軸方向は、電界方
向に対して常に垂直あるいは平行になるとは限らない。
【０２２１】
　このように、３ＨＰＦＦと５ＨＰＦＦと７ＨＰＦＦの混合系を用いた本表示素子では、
光学的異方性の方向は一定（電界印加方向は変化しない）であり、可視光以上における配
向秩序度を変調させることによって表示を行っている。すなわち、上記の混合系を用いた
本表示素子では、媒質そのものの光学的異方性（または可視光以上における配向秩序）の
程度が変化する。したがって、上記の混合系を用いた本表示素子の表示原理は、他の表示
方式の液晶表示素子と大きく異なっている。
【０２２２】
　また、上記の混合系を用いた本表示素子では、光学的等方性を示す構造に生じる歪、す



(30) JP 4260752 B2 2009.4.30

10

20

30

40

50

なわち、媒質における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行うので、液晶分子の配
向方向を変化させて表示を行う従来の表示方式の液晶表示装置よりも、広視野角特性を実
現できる。さらに、上記の混合系を用いた本表示装置では、複屈折が発生する方向が一定
であり、光軸方向が変化しないため、より広い視野角特性を実現できる。
【０２２３】
　また、上記の混合系を用いた本表示装置では、微小領域の構造（結晶のような格子）の
歪によって発現する異方性を用いて表示を行っている。このため、従来方式の表示原理の
ように、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響するといった問題がなく、１ｍｓ程度の
高速応答を実現することができる。すなわち、従来方式の表示原理では液晶分子の配向方
向の変化を利用していたため、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響していたが、上記
の混合系を用いた本表示装置では、微小領域の構造の歪を利用するため、液晶固有の粘度
の影響が小さく、高速応答を実現することができる。したがって、本表示素子は高速応答
性を備えているので、例えばフィールドシーケンシャルカラー方式の表示装置にも好適で
ある。
【０２２４】
　なお、物質層３に封入する媒質は、単一化合物で液晶性を示すものであってもよく、複
数の物質の混合により液晶性を示すものでもよい。あるいは、これらに他の非液晶性物質
が混入されていてもよい。
【０２２５】
　また、本表示素子では、基板１および２をガラス基板で構成したが、これに限るもので
はない。また、本表示素子における両基板間の間隔は５μｍとしたが、これに限定される
ものではなく、任意に設定すればよい。また、電極４および５はＩＴＯで構成されるもの
としたが、これに限るものではなく、少なくとも一方が透明電極材料であればよい。
【０２２６】
　また、本表示素子では、ポリイミドからなる配向膜８および９を用いたが、これに限る
ものではない。例えば、ポリアミック酸からなる配向膜を用いてもよい。あるいは、ポリ
ビニルアルコール、シランカップリング剤、ポリビニルシンナメートなどを用いてもよい
。
なお、ポリアミック酸やポリビニルアルコールを用いる場合には、基板上にこれらの材料
を塗布して配向膜を形成した後にラビング処理を施せばよい。また、シランカップリング
剤を用いる場合には、ＬＢ膜のように引き上げ法で作成すればよい。また、ポリビニルシ
ンナメートを用いる場合には、基板上にポリビニルシンナメートを塗布した後、ＵＶ（紫
外線）照射すればよい。
【０２２７】
　また、本表示素子では、配向膜８および９に施すラビング方向が互いに逆平行になるよ
うにしたが、これに限るものではない。例えば、両者のラビング方向を平行かつ同じ方向
（パラレル方向）としてよく、あるいは、両者のラビング方向を異なる方向としてもよい
。また、どちらか一方だけをラビングしてもよい。
【０２２８】
　また、本実施の形態では、配向膜８および９として、ラビング処理を施した水平配向膜
を用いているが、これに限るものではない。例えば、光照射を施した水平配向膜を用いて
もよい。この場合、照射光は偏光照射を施しても良いし、または非偏光を斜めから照射し
ても良い。また、水平配向膜に限らず、例えば垂直配向膜を用いてもよい。ただし、水平
配向膜を用いる場合、従来から液晶表示素子などでの使用実績があり、かつ、液晶材料と
非常に相性の良い配向膜材料をそのまま転用することができる。また、垂直配向膜とは異
なり、水平配向膜が液晶分子に与える基板面内方向の強い配向規制力を利用することが可
能となり、電界印加時の光学的異方性発現をより促進することが可能となる。
【０２２９】
　また、光重合性モノマー（重合性化合物）は、上記の化合物に限るものではなく、例え
ば、液晶骨格と重合性官能基とを分子内に有する他の液晶（メタ）アクリレートであって
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もよい。なお、液晶性（メタ）アクリレートとしては、中間調表示と低電圧駆動を両立す
るためには、液晶骨格と重合性官能基との間にメチレンスペーサーがない単官能液晶性ア
クリレートであることが好ましい。すなわち、２つあるいは３つの６員環を有する液晶骨
格を部分構造として有する化合物のアクリル酸またはメタクリル酸エステルである単官能
（メタ）アクリレートなどが好ましい。
【０２３０】
　このような単官能（メタ）アクリレートは、（メタ）アクリロイルオキシ基と液晶骨格
の間に、アルキレン基またはオキシアルキレン基などの柔軟性の連結基がない。このため
、この種の単官能（メタ）アクリレートを重合させて得られる重合体の主鎖は、剛直な液
晶骨格が連結基を介さずに直接統合しており、液晶骨格の熱運動が高分子主鎖により制限
されるので、この主鎖によって影響を与えられる液晶分子の配向をより安定化させられる
。
【０２３１】
　また、物質層３に封入する媒質に添加する光重合性モノマーとして、エポキシアクリレ
ートを用いてもよい。エポキシアクリレートとしては、例えば、ビスフェノールＡ型エポ
キシアクリレート、ブロム化ビスフェノールＡ型エポキシアクリレート、フェノールノボ
ラック型エポキシアクリレートなどを用いることができる。エポキシアクリレートは、１
分子中に光照射により重合するアクリル基と加熱により重合するカルボニル基、水酸基を
併せ持っている。このため、硬化法として光照射法と加熱法とを併せて用いることができ
る。この場合、少なくともどちらか一方の官能基が反応して重合（硬化）する可能性が高
い。したがって、未反応部分がより少なくなり、十分な重合を行うことができる。
【０２３２】
　なお、この場合、必ずしも光照射法と加熱法とを併せて用いる必要はなく、いずれか一
方の方法を用いてもよい。すなわち、本表示素子は、光重合性モノマーを紫外線（光）に
よって重合させて重合性化合物（配向補助材）を形成する方法に限らず、使用する重合性
化合物の特性に合わせて、重合させる方法を適宜選択すればよい。言い換えれば、本表示
素子において重合性化合物（配向補助材）を形成するために媒質に添加する重合性モノマ
ーは、光照射によって重合する光重合性モノマーに限らず、光照射以外の方法で重合する
重合性モノマーであってもよい。例えば熱重合性モノマーであってもよい。
【０２３３】
　また、物質層３に封入する媒質に添加する重合性モノマーとしては、このほかにも、ア
クリレートモノマー（例えば、アルドリッチ社製のＥＨＡ、ＴＭＨＡ）とジアクリレート
モノマー（例えば、メルク社製のＲＭ２５７）との混合物などを用いることもできる。
【０２３４】
　また、上記したいずれの重合性化合物を用いる場合においても、重合性化合物の添加量
は、０．０５ｗｔ％～１５ｗｔ％の範囲内であることが好ましい。これは、硬化した部分
の濃度が０．０５ｗｔ％未満では、配向補助材としての機能が低下し（配向規制力が弱く
）、１５ｗｔ％より多いと、配向補助材に印加される電界の割合が大きくなって駆動電圧
が増大してしまうためである。
【０２３５】
　また、本実施の形態では、重合性化合物（配向補助材）として高分子鎖（鎖状高分子）
１１を形成したがが、これに限るものではない。電界（外場）印加によって分子が配向す
ることを補助（促進）できるものであればよく、例えば、網目状高分子（網目状高分子材
料）、環状高分子（環状高分子材料）などであってもよい。
【０２３６】
　また、配向補助材は、必ずしも重合性化合物から形成する必要はない。例えば、配向補
助材として多孔質無機材料を用いてもよい。この場合、例えば、チタン酸バリウムなどの
ゾルゲル材料（多孔質無機材料）を物質層３に封入する媒質（例えば誘電性液体）にあら
かじめ加えておけばよい。また、その他の例として、ポリスチレン微粒子とＳｉＯ２微粒
子を用いて多孔質無機層を作成してもよい。例えば、粒子径１００ｎｍのポリスチレン微
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粒子と粒子径５ｎｍのＳｉＯ２微粒子が混合分散された水溶液中に、スリットを有する透
明電極付きのガラス基板を浸け、引き上げ法にて混合微粒子の自己集合現象を利用して数
μｍの膜厚を作成した後、高温度下で焼成してポリスチレンを気化させることで１００ｎ
ｍの孔を有する逆オパール構造の孔質無機層を有する基板を得ることができる。そして、
この基板を張り合わせてセル化した後に媒質を注入して、孔に媒質を満たすことによりセ
ルを作成してもよい。これらの多孔質無機材料を用いる場合にも、高分子鎖１１（重合性
化合物）からなる配向補助材と用いる場合と同等の効果を得ることができる。
【０２３７】
　また、物質層３に形成する配向補助材として、水素結合ネットワーク（水素結合体、水
素結合性材料）を用いることもできる。ここで、水素結合ネットワークとは、化学結合で
はなく水素結合によって形成された結合体を意味する。
【０２３８】
　このような水素結合ネットワークは、例えば、ゲル化剤（水素結合性材料）を物質層３
に封入する媒質に混合することによって得られる。ゲル化剤としては、アミド基を含むゲ
ル化剤が好ましく、１つの分子内にアミド基を少なくとも２つ含むゲル化剤、尿素系、リ
シン系のゲル化剤がさらに好ましい。例えば、下記の構造式（７）および（８）からなる
ゲル化剤（ゲル化剤Ａまたはゲル化剤Ｂ）を用いることができる。
【０２３９】
【化９】

【０２４０】
【化１０】

【０２４１】
これらのゲル化剤は液晶性物質などの誘電性物質を少量のゲル化剤を混入することでゲル
化することができる。
【０２４２】
　また、例えば、非特許文献１０（p.314,Fig.2）に記載されているゲル化材（水素結合
性材料）、Ｌｙｓ１８（下記構造式（９）参照）を物質層３に封入する媒質に０．１５ｍ
ｏｌ％混合することによって得られる。
【０２４３】
【化１１】

【０２４４】
すなわち、Ｌｙｓ１８を媒質に０．１５ｍｏｌ％混合することによって実現される、非特
許文献１０（p.314,Fig.1）のようなＧｅｌ（ゲル）状態を示す水素結合ネットワークを
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、配向補助材として用いることができる。これらの水素結合ネットワークを配向補助材と
して用いる場合でも、重合性化合物を重合させて得られる配向補助材を用いる場合と同等
の効果を得られる。また、高分子ネットワークの場合、紫外線照射のプロセス増加、紫外
線照射による材料の劣化、未反応基による信頼性の低下といった懸念事項があるが、これ
らはゲル化剤の場合、発生しないという利点がある。
【０２４５】
　また、配向補助材として微粒子を用いてもよい。物質層３中に微粒子を分散させた系に
おいては、液晶分子などの誘電性物質が微粒子の界面の影響を受けて配向する。よって微
粒子が分散された系では、その分散状態に起因して誘電性物質の配向状態が安定化される
。
【０２４６】
　この場合、物質層３は、液晶性物質などの誘電性材料と微粒子とが封入されてなる。誘
電性物質および微粒子はそれぞれ、１種または２種以上のものにより構成される。また、
誘電性材料中に微粒子を分散させることにより、物質層中に微粒子が分散した形態となる
ようにすることが望ましい。
【０２４７】
　また、この場合、平均粒子径が０．２μｍ以下の微粒子を用いることが好ましい。平均
粒子径０．２μｍ以下の微小な大きさの微粒子を用いることにより、物質層３内における
分散性が安定し、長時間経っても微粒子が凝集したり相が分離しない。したがって、例え
ば、微粒子が沈殿して局所的な微粒子のムラが生じることより、表示素子としてムラが生
じることを充分に抑制できる。
【０２４８】
　また、各微粒子の粒子間距離は２００ｎｍ以下であることが好ましく、１９０ｎｍ以下
であることがさらに好ましい。
【０２４９】
　三次元的に分布した粒子に光を入射すると、ある波長において回折光が生じる。この回
折光の発生を抑制すれば、光学的等方性が向上し、表示素子のコントラストが上昇する。
【０２５０】
　三次元的に分布した粒子による回折光は入射する角度にも依存するが、回折される波長
λは概ねλ＝２ｄで与えられる。ここで、ｄは粒子間距離である。
【０２５１】
　ここで、回折光の波長が４００ｎｍ以下であれば、人間の目にほとんど認識されない。
このため、λ≦４００ｎｍとすることが好ましく、その場合、粒子間距離ｄを２００ｎｍ
以下とすればよい。
【０２５２】
　さらに、国際照明委員会ＣＩＥ（Commission Internationale de l'Eclairage）では、
人間の目で認識できない波長は３８０ｎｍ以下と定めている。このため、λ≦３８０ｎｍ
とすることがさらに好ましく、その場合、粒子間距離ｄを１９０ｎｍ以下とすればよい。
【０２５３】
　また、粒子間距離が長いと粒子間の相互作用が充分に働かず、ミセル相、スポンジ相、
キュービック相、逆ミセル相などの相が発現しにくくなるので、この観点からも、粒子間
距離は２００ｎｍ以下であることが好ましく、１９０ｎｍ以下であることがさらに好まし
い。
【０２５４】
　また、物質層３における微粒子の濃度（含有量）を、この微粒子と物質層３に封入され
る媒質の総重量に対して、０．０５ｗｔ％～２０ｗｔ％とすることが好ましい。物質層３
における微粒子の濃度が０．０５ｗｔ％～２０ｗｔ％となるように調製することにより、
微粒子の凝集を抑制することができる。
【０２５５】
　なお、物質層３に封入する微粒子は特に限定されるものではなく、透明なものでも不透
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微粒子や金属系微粒子などであってもよい。
【０２５６】
　有機質微粒子を用いる場合、例えば、ポリスチレンビーズ、ポリメチルメタクリレート
ビーズ、ポリヒドロキシアクリレートビーズ、ジビニルベンゼンビーズなどのポリマービ
ーズ形態の微粒子を用いることが好ましい。また、これらの微粒子は架橋されていてもよ
く、架橋されていなくてもよい。無機質微粒子を用いる場合、例えば、ガラスビーズやシ
リカビーズ等の微粒子を用いることが好ましい。
【０２５７】
　金属系微粒子を用いる場合、アルカリ金属、アルカリ土類金属、遷移金属、希土類金属
が好ましい。例えば、チタニア、アルミナ、パラジウム、銀、金、銅あるいはこれらの金
属元素の酸化物などからなる微粒子を用いることが好ましい。これら金属系微粒子は１種
類の金属のみで用いてもよいし、２種類以上の金属を合金化、複合化して形成しても良い
。例えば銀粒子の周りをチタニアやパラジウムで覆ってもよい。銀粒子だけで金属微粒子
を構成すると、銀の酸化により表示素子の特性が変化する恐れがあるが、パラジウムなど
の金属で表面を覆うことにより銀の酸化を防げる。また、ビーズの形態の金属系微粒子は
そのまま用いても良く、加熱処理したものや、ビーズ表面に有機物を付与したものを用い
てもよい。付与する有機物としては液晶性を示すものが好ましい。ビーズ表面に液晶性を
示す有機物を付与することにより、液晶性分子に沿って、周辺部の媒質（誘電性物質）が
配向しやすくなる。つまり、配向補助材としての機能がさらに向上する（配向規制力が強
くなる）。
例えば、下記の構造式（１０）からなる化合物が好ましい。
【０２５８】
【化１２】

【０２５９】
ここで、ｎは０～２の整数である。また、６員環Ａは、下記の官能基
【０２６０】

【化１３】

【０２６１】
のいずれかが好ましい。また、６員環Ｂ，Ｃは、１，４－フェニレン基、または、１，４
－トランスシクロヘキシル基（trans－１，４－シクロヘキシレン基）等の６員環構造を
有する置換基を示す。ただし、６員環Ｂ，Ｃは、上記例示の置換基にのみ限定されるもの
ではなく、下記構造
【０２６２】
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【化１４】

【０２６３】
を有する置換基のうち、何れか一種の置換基を有していればよい。なお、上記置換基にお
いて、ｍは１～４の整数を示す。また、６員環Ｂ，Ｃは、互いに同じであっても異なって
いても構わない。
【０２６４】
　また、上記構造式（１０）におけるＹ１、Ｙ２およびＹ３は、それぞれ、１０個までの
炭素原子を有する直鎖状または分枝鎖状のアルキル基またはアルケニル基であり、この基
中に存在する１個のＣＨ２基または隣接していない２個のＣＨ２基は、－Ｏ－、－Ｓ－、
－ＣＯ－Ｏ－および／または－Ｏ－ＣＯ－、により置き換えられていてもよく、単結合、
―ＣＨ２ＣＨ２―、―ＣＨ２Ｏ―、―ＯＣＨ２―、―ＯＣＯ―、―ＣＯＯ―、―ＣＨ＝Ｃ
Ｈ―、―Ｃ≡Ｃ―、―ＣＦ＝ＣＦ―、―（ＣＨ２）４―、―ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ―、―
ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２―、―ＣＨ＝ＣＨＣＨ２ＣＨ２Ｏ―、―ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ＝ＣＨ―
を含んでいてもよい。また、キラル炭素を含んでいてもよく、含まなくてもよい。また、
Ｙ１、Ｙ２およびＹ３は、上記したいずれかの構造を有していれば、同じものであっても
よく、異なるものであってもよい。
【０２６５】
　また、上記構造式（１０）におけるＲは、水素原子、ハロゲン原子、シアノ基、炭素数
１～２０のアルキル基、アルケニル基、アルコキシル基のいずれかを表す。
【０２６６】
　また、金属微粒子の表面に付与する有機物は、金属１モルに対して１モル以上５０モル
以下の割合であることが好ましい。
【０２６７】
　上記の有機物を付与した金属系微粒子は、例えば、金属イオンを溶媒に溶解または分散
してから、上記有機物と混合し、これを還元することによって得られる。上記溶媒として
は水、アルコール類、エーテル類を用いることができる。
【０２６８】
　また、分散させる微粒子としてフラーレン、および/または、カーボンナノチューブで
形成されたものを用いてもよい。フラーレンとしては、炭素原子を球殻状に配置したもの
であればよく、例えば炭素原子数ｎが２４から９６の安定した構造のものが好ましい。こ
のようなフラーレンとしては、例えば、炭素原子６０個からなるＣ６０の球状閉殻炭素分
子群などが上げられる。また、カーボンナノチューブとしては、例えば、厚さ数原子層の
グラファイト状炭素原子面を丸めた円筒形状のナノチューブなどが好ましい。
【０２６９】
　また、微粒子の形状は特に限定されるものではなく、例えば、球状、楕円体状、塊状、
柱状、錐状や、これらの形態に突起を持った形態、これらの形態に孔が開いている形態な
どであってもよい。また、微粒子の表面形態についても特に限定されるものではなく、例
えば、平滑でも良く、凹凸や孔、溝を有していてもよい。
【０２７０】
　また、微粒子の含有量は微粒子および誘電性物質の総重量に対して０．０５ｗｔ％～２
０ｗｔ％であることが好ましい。０．０５ｗｔ％未満であると微粒子の混合比が少ないた
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め、微粒子による配向補助材としての作用効果が充分に発揮されない恐れがあり、２０ｗ
ｔ％を超えると、微粒子の混合比率が多すぎて微粒子が凝集し、それに起因して配向補助
材としての効果が発揮されないばかりか、光が散乱してしまう恐れがある。
【０２７１】
　また、本実施の形態では、重合開始剤を添加しているが、重合開始剤は、配向補助材を
重合性化合物から形成する場合であっても、必ずしも添加する必要はない。ただし、重合
性化合物を、例えば光や熱により重合して高分子化するためには、重合開始剤を添加する
ことが好ましい。重合開始剤を添加することによって重合を迅速に行うことができる。
【０２７２】
　また、本実施の形態では、重合開始剤としてメチルエチルケトンパーオキサイドを用い
たが、これに限るものではない。重合開始剤としては、メチルエチルケトンパーオキサイ
ドのほかに、例えば、ベンゾイルパーオキサイド、キュメンハイドロイドパーオキサイド
、ターシャリブチルパーオクトエート、ジクミルパーオキサイドや、ベンゾイルアルキル
エーテル系、アセトフェノン系、ベンゾフェノン系、キサントン系ベンゾインエーテル系
、ベンジルケタール系の重合開始材などを用いることができる。なお、市販品では、例え
ば、メルク社製のダロキュア１１７３、１１１６、チバケミカル社製のイルガキュア１８
４、３６９、６５１、９０７、日本化薬社製のカヤキュアＤＥＴＸ、ＥＰＡ、ＩＴＡ、ア
ルドリッチ社製のＤＭＰＡＰなど（いずれも登録商標）をそのまま、あるいは適宜混合し
て用いることができる。
【０２７３】
　また、重合開始剤の添加量は、重合性化合物に対して１０ｗｔ％以下であることが好ま
しい。１０ｗｔ％より多く添加すると重合開始剤が不純物として作用し、表示素子の比抵
抗が低下するためである。
【０２７４】
　また、本実施の形態にかかる表示素子は、基板面法線方向に電界を印加する構成（縦電
界）、物質層３に封入する媒質としてネガ型液晶を用いる構成（ネガ型液晶）、両基板に
備えられる配向膜のラビング方向を平行とする構成（パラレルラビング）、物質層３に配
向補助材を形成して分子の配向を補助する構成（ポリマー固定）を基本構成とするもので
ある、と表現することもできる。
【０２７５】
　また、本発明を、カー効果を利用した表示装置に適用することにより、高速応答特性を
示すカー効果を利用した表示装置を実現できる。また、この場合、駆動電圧を大幅に低減
することが可能であり、その実用的価値は極めて高い。なお、本発明の目的は、駆動電圧
が実用レベルまで低減されたカー効果による表示素子を提供することにある、と表現する
こともできる。
【０２７６】
　また、本表示素子を用いて表示装置を形成することにより、実用レベルの駆動電圧（外
場の強度）で動作可能であり、高速応答特性および広視野角特性を備えた表示装置を提供
することができる。
【０２７７】
　また、上記した製造方法では、基板１および２の対向面に、電極４および５、配向膜８
および９を形成し、基板１および２における電極４および５を形成した面とは反対側の面
に偏光板６および７を貼り合わせ、両基板間に光重合性モノマーおよび重合開始剤を添加
した媒質を封入した後、紫外線を照射して光重合性モノマーを重合させているが、これに
限るものではない。
【０２７８】
　例えば、基板２にカラーフィルターを貼り付け、基板１にＴＦＴ（薄膜トランジスタ）
を形成した状態で、紫外線の照射を行うようにしてもよい。ただし、この場合、パネルの
表側（カラーフィルターを貼り付けた基板２側）からの露光（紫外線照射）だと、カラー
フィルターでかなりの割合の紫外光が吸収されてしまうので、効果的に光重合を行うこと
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ができない。このため、カラーフィルターを通さない場合に比べてはるかに強い紫外線が
必要になり、大きな問題になる。また、カラーフィルターは画素により赤色、緑色、青色
の領域があるが、赤色、緑色、青色それぞれの領域において紫外光の透過率が大きく異な
るので、カラーフィルターを通して紫外光を照射して光重合を行うと画素ごとに大きなム
ラが生じてしまう。
【０２７９】
　そこで、パネルの裏側（ＴＦＴを形成した基板１側）から露光するようにしてもよい。
ところが、パネル裏側から露光する場合には、信号線、走査線、ＴＦＴ（薄膜トランジス
タ）などの遮光部がある。これらの部分は、透明電極（透明材料）で形成することが難し
い。ＩＴＯなどの透明電極はアルミや銅、タンタル等の金属に比べて抵抗が高いので、信
号線や走査線に用いることは適さないからである。特に、液晶テレビなどの大型、大画面
の表示素子の場合には、信号線や走査線が莫大になるので、これらを透明化することは不
適である。したがって、パネル裏側からの露光する場合には、信号線上、走査線上、ＴＦ
Ｔ上の領域は遮光部になってしまい、それらの領域の媒質は光重合を行うことができない
。このため、信号線、走査線、ＴＦＴの縁取り部分は遮光膜で覆う必要があり、開口率低
下の原因となる。さらに、遮光部の領域にある未反応の光重合性のモノマーや開始剤は電
圧保持率低下など信頼性悪化の原因ともなりうるので、未反応部分があることは好ましく
はない。
【０２８０】
　これらの問題点を解決するために、カラーフィルター、遮光膜をＴＦＴ基板（ＴＦＴを
形成した基板１）側に形成するとともに、反対側の基板（基板２）側から露光してもよい
。これにより、ＴＦＴ（スイッチング素子）、カラーフィルター、遮光膜などを介して光
を照射する必要がないので、物質層３のより広い領域を露光することができる。したがっ
て、遮光部分が無くなるので、物質層３を全面的に露光することができる。したがって、
上記のような縁取り部分を遮光膜で覆う必要が無くなるので、開口率が向上する。さらに
、未反応の重合性モノマー、重合開始剤などが残ることもなくなるので、信頼性悪化を防
止できる。
【０２８１】
　また、この場合、反対側の基板（従来、カラーフィルターを貼り付けていた基板２）お
よび反対側の基板に形成される電極５を透明材料で形成することが好ましい。これにより
、紫外線の照射量を削減できる。
【０２８２】
　〔実施の形態２〕
　本発明の他の実施の形態について図に基づいて説明する。なお、説明の便宜上、実施の
形態１にかかる表示素子と同様の構成および機能を有する部材については、同じ符号を付
し、その説明を省略する。
【０２８３】
　本実施の形態にかかる表示素子は、実施の形態１にかかる表示素子において、配向膜８
および９に施すラビングの方向を、互いに異ならせたものである。すなわち、本実施の形
態にかかる表示素子は、配向膜８および９におけるラビング方向が異なる以外は、実施の
形態１にかかる表示素子と同様の構成を備えている。なお、本実施の形態にかかる表示素
子は、物質層３に封入する媒質として、実施の形態１中に記載した各媒質のうち、誘電異
方性が負のものを用いることができる。また、本実施の形態にかかる表示素子は、例えば
、実施の形態１にかかる表示素子に代えて、表示装置１００に備えられる。
【０２８４】
　図１２は、本実施の形態にかかる表示素子における、配向膜８および９のラビング方向
、および、偏光板６および７の吸収軸方向を示す説明図である。この図に示すように、配
向膜８および配向膜９のラビング方向は、互いに直交している。また、基板１側の配向膜
８に施したラビング方向は、偏光板６の吸収軸方向と平行となっている。また、基板２側
に備えられる配向膜９に施したラビング方向は、偏光板７の吸収軸方向と平行になってい
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る。なお、偏光板６の吸収軸方向と偏光板７の吸収軸方向とは直交している。
【０２８５】
　なお、各配向膜におけるラビング方向は、これに限るものではない。例えば、配向膜８
のラビング方向を偏光板６の吸収軸方向と直交させ、配向膜９のラビング方向を偏光板７
の吸収軸方向と直交させるようにしてもよい。また、配向膜８および９のラビング方向は
、必ずしも直交している必要はなく、互いの方向が異なっていればよい。
【０２８６】
　また、本実施の形態にかかる表示素子の製造方法は、配向膜８および９のラビング方向
を上記のように互いに直交とする以外は、実施の形態１にかかる表示素子の製造方法と同
様である。
【０２８７】
　このように、両基板１・２にそれぞれ備えられる配向膜８および９のラビング方向を異
ならせた場合、物質層３に封入した媒質が液晶相を示す温度に保つと、物質層３における
分子の配向をツイスト構造（捩れ構造）とすることができる。すなわち、電界（外場）印
加時には、分子の長軸方向が、基板面に平行な方向を向くとともに、一方の基板側から他
方の基板側にかけて、順次捩れるように配向する。
【０２８８】
　そして、このようなツイスト構造を維持した状態で、光重合性モノマーを重合（硬化）
させると、高分子鎖１１は、分子の配向方向に沿う部分の割合が大きくなる。すなわち、
高分子鎖１１は、長手方向が分子の配向方向に沿う部分の割合が大きくなるように、構造
的異方性を有している。
【０２８９】
　このようにして得られた表示素子は、実施の形態１にかかる表示素子と同様、外部加温
装置により液晶相－等方相の相転移点直上近傍の等方相を示す温度に保ち、両電極４・５
間に電界を印加することにより、透過率を変化させることができる。なお、この場合、ツ
イスト構造を維持した状態における分子の配向方向に沿う部分の割合が大きくなるように
形成した高分子鎖１１が、分子の配向を促す役目を担う。このため、本実施の形態にかか
る表示素子では、電界印加による分子の配向方向をツイスト構造とすることができる。
【０２９０】
　したがって、本実施の形態にかかる表示素子は、実施の形態１にかかる表示素子と同様
、低電圧で最大透過率を得られる。
【０２９１】
　ところで、実施の形態１にかかる表示素子は、分子が一方向に配向するホモジニアス構
造である。この場合、媒質（例えば誘電性液体）の波長分散による色付きが起こる可能性
がある。これに対して、本実施の形態にかかる表示素子は、上記したように、分子がツイ
スト構造をなすように配向する。このため、波長分散による色付き現象を緩和する効果を
発揮する。
【０２９２】
　なお、上記のツイスト構造は、左捩れと右捩れの両者が存在し、マルチドメインを形成
している。このため、ドメインの境界では透過率が下がってしまう可能性がある。
【０２９３】
　そこで、物質層３に封入する媒質に、あらかじめカイラル剤を添加しておいてもよい。
このように媒質にカイラル剤を添加しておくことにより、左捩れまたは右捩れのいずれか
の捩れのみとすることができるので、透過率を向上させることができる。
【０２９４】
　また、物質層３に封入する媒質（例えば誘電性液体）として、その媒質自身がカイラル
性を有するもの（カイラル物質）を用いてもよい。この場合、配向補助材（例えば、重合
性化合物、あるいは水素結合体）自体のみ、あるいは配向補助材（例えば、重合性化合物
、あるいは水素結合体）以外のみ、あるいは配向補助材（例えば、重合性化合物、あるい
は水素結合体）とそれ以外の両方がカイラル性を有してもよい。重合性化合物自体がカイ



(39) JP 4260752 B2 2009.4.30

10

20

30

40

ラル性を示す物質としては下記の化合物（５）が挙げられる。
【０２９５】
【化１５】

【０２９６】
　カイラル性の光重合性モノマーは、それ自体がカイラルなため、自発的にねじれ構造を
とる。このため、その状態を光重合により固定化することにより、右捩れまたは左捩れを
持つ配向補助材を形成することができる。
【０２９７】
　また、バナナ型（屈曲型）液晶のように不斉炭素原子を持たないが（分子自体はカイラ
ル性を持たないが）、分子形状の異方性とパッキング構造により系としてカイラル性が発
生する分子を含む媒質でも良い。バナナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、Ｐ８ＰＩＭ
Ｂを挙げられる（下記構造式（１１）参照）。
【０２９８】
【化１６】

【０２９９】
　また、バナナ型（屈曲型）液晶としては、Ｐ８ＰＩＭＢに限定されるものではない。例
えば、化学構造式における屈曲部が、フェニレン基などのベンゼン環であってもよく、あ
るいは、ナフタレン環やメチレン鎖などで結合されてなるものであってもよい。このよう
なバナナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１２）～（１５）に示す化合
物などが挙げられる。
【０３００】
【化１７】

【０３０１】
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【０３０２】
【化１９】

【０３０３】
【化２０】

【０３０４】
　また、アゾ基が含まれているバナナ型（屈曲型）液晶を用いてもよい。このようなバナ
ナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１６）に示す化合物などが挙げられ
る。
【０３０５】

【化２１】

【０３０６】
　また、上記したバナナ型（屈曲型）液晶は結合部の左右で対称的な化学構造を持ってい
るが、結合部（屈曲部）の左右で非対称な化学構造を持っていても良い。このようなバナ
ナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１７）の化合物などが挙げられる。
【０３０７】
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【化２２】

【０３０８】
　また、上記したバナナ型（屈曲型）液晶分子はカイラル炭素を含んでいないが、必ずし
もこれに限定されるものではなく、カイラル炭素を１つ、あるいは複数含んでいても良い
。このようなバナナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１８）の化合物な
どが挙げられる。
【０３０９】

【化２３】

【０３１０】
　また、これらのバナナ型（屈曲型）液晶分子を用いる場合にも、左捩れまたは右捩れの
いずれかの捩れ構造を誘起させることができ、透過率を向上させることができる。
【０３１１】
　このように、物質層３に含まれる媒質における分子の配向方向が、一方向の掌性、すな
わち、右捩れあるいは左捩れのいずれか一方の捩れ構造となる場合、各捩れ構造は互いの
方位に相関がなくても一定の旋光性を有する。このため、物質層全体として大きな旋光性
を発現することができる。これにより、低い電圧で最大透過率を得ることができ、駆動電
圧を実用可能なレベルにまで低減することができる。また、物質層３には電界印加時に光
学的異方性発現を促進するための配向補助材が形成されていて、電界印加による上記媒質
中の分子の配向がアシストされるので、より効率的に光学的異方性を発現せしめることが
可能となる。
【０３１２】
　なお、本実施の形態に係る表示素子は、基板面法線方向に電界を印加する構成（縦電界
）、物質層３に封入する媒質としてネガ型液晶を用いる構成（ネガ型液晶）、両基板に備
えられる配向膜のラビング方向を異ならせる構成（ツイストラビング）、物質層３に配向
補助材を形成して分子の配向を補助するとともに、物質層３にカイラル剤を添加しておく
ことにより、分子の配向方向の捩れを左右どちらかのみとする構成（ポリマー固定（＋カ
イラル））を基本構成とするものである、と表現することもできる。
【０３１３】
　また、本実施の形態にかかる表示素子を用いて表示装置を形成することにより、実用レ
ベルの駆動電圧（外場）で動作可能であり、高速応答特性および広視野角特性を備え、さ
らに、色付き現象の発生が緩和された表示装置を提供することができる。
【０３１４】
　また、本実施の形態にかかる表示素子は、実施の形態１と同様、カラーフィルター、遮
光膜をＴＦＴ基板（ＴＦＴを形成した基板１）側に形成するとともに、反対側の基板（従
来、カラーフィルターを貼り付けていた基板２）を透明化して、この反対側の基板（基板



(42) JP 4260752 B2 2009.4.30

10

20

30

40

50

２）側から露光してもよい。
【０３１５】
　〔実施の形態３〕
　本発明のさらに他の実施の形態について図に基づいて説明する。なお、説明の便宜上、
実施の形態１にかかる表示素子と同様の構成および機能を有する部材については、同じ符
号を付し、その説明を省略する。
【０３１６】
　図１３は、本実施の形態にかかる表示素子（表示素子３０）の概略構成を示す断面模式
図である。なお、表示素子３０は、例えば、実施の形態１にかかる表示素子に代えて、表
示装置１００に備えられる。この図に示すように、表示素子３０は、対向する２枚の基板
（基板１および２）間に、光学変調層である物質層３が挟持されてなる。また、基板１に
おける基板２との対向面には、物質層３に電界を印加するための電界印加手段である櫛歯
電極（櫛歯状の電極）４ａおよび電極５ａが、電界印加方向が基板面内方向（基板面に平
行な方向）となるように、互いに対向配置されている。また、基板１および２の対向面に
は、配向膜８および９が備えられている。なお、基板１側の配向膜８は、基板１上に形成
された電極４ａおよび５ａを覆うように形成されている。さらに、基板１および２におけ
る、両基板の対向面とは反対側の面には、それぞれ偏光板６および７が備えられている。
【０３１７】
　基板１および２は、ガラス基板から構成されている。ただし、これに限らず、少なくと
も一方が透明な基板であればよい。また、両基板間の間隔は１０μｍであるが、これに限
らず、任意に設定すればよい。
【０３１８】
　電極４ａおよび電極５ａは、基板１における基板面２との対向面上に、互いに対向する
ように配置されている。なお、電極４ａおよび５ａの材料としては、ＩＴＯ（インジウム
錫酸化物）を用いているが、これに限らず、電極材料として従来公知の各種材料を用いる
ことができる。
【０３１９】
　図１４は、表示素子３０における偏光板６および７の吸収軸方向、配向膜８および９に
施したラビング方向、電界印加方向を示す説明図である。この図に示すように、表示素子
３０では、偏光板６および７における吸収軸の方向が、互いに直交している。また、配向
膜８および９におけるラビング方向は、互いに逆平行であるとともに、偏光板６および７
の吸収軸方向と４５度の角度をなしている。また、電極４ａおよび５ａによる電界印加方
向は、配向膜６および７のラビング方向と平行であり、偏光板８および９の吸収軸方向と
４５度の角度をなす。なお、配向膜８および９の材料としては、実施の形態１にかかる表
示素子と同様のものを用いることができる。
【０３２０】
　物質層３には、下記の構造式（１９）からなるポジ型液晶性化合物（媒質）が封入され
ている。なお、このポジ型液晶性化合物は、３３．３℃未満でネマチック相を示す。
【０３２１】
【化２４】

【０３２２】
　また、表示素子３０における物質層３には、実施の形態１における物質層３と同様、高
分子鎖からなる配向補助材（図示せず）が形成されている。また、物質層３に封入されて
いる上記のポジ型液晶性化合物には、重合を迅速に行わせるための重合開始剤である、メ
チルエチルケトンパーオキサイドが添加されている。
【０３２３】
　次に、表示素子３０の製造方法について説明する。
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まず、基板１の表面に、電極４ａおよび５ａを形成する。形成方法は、従来の液晶表示素
子の製造方法と同様の方法を用いることができる。
【０３２４】
　次に、配向膜８を、基板１上に、電極４ａおよび電極５ａを覆うように形成する。また
、配向膜９を、基板２上に形成する。なお、配向膜８および９には、あらかじめラビング
処理を施しておく。また、配向膜８および９のラビング方向は、互いに逆平行となるよう
にする。
【０３２５】
　また、基板１および２の対向面とは反対側の面に、偏光板６および７を貼り合わせる。
ここで、図１４に示したように、偏光板６および７の吸収軸が互いに直交するとともに、
偏光板６および７の吸収軸方向が配向膜８および９のラビング方向と４５度の角度をなす
ように貼り合わせる。
【０３２６】
　次に、基板１および２を、プラスチックビーズ等のスペーサ（図示せず）を介して、両
者の間隔（物質層３の厚さ）が５μｍとなるように調整し、シール材（図示せず）で周囲
を封じて固定する。この際、後に注入する媒質（例えば誘電性液体）の注入口（図示せず
）となる部分は封止せずに開口させておく。なお、スペーサおよびシール材の材質は特に
限定されるものではなく、従来の液晶表示素子に用いられているものを用いることができ
る。
【０３２７】
　次に、両基板間に、上記したポジ型液晶性化合物からなる媒質に、光重合性モノマーで
ある液晶（メタ）アクリレート、重合開始剤であるメチルエチルケトンパーオキサイドを
添加したものを注入する。ここで、光重合性モノマーの添加量は０．０５ｗｔ％（重量％
）～１５ｗｔ％とする。また、重合開始剤の添加量は１０ｗｔ％以下とする。
【０３２８】
　次に、外部加温装置（図示せず）によって両基板の温度を２５℃に保った状態で、この
セル（表示素子３０）に紫外線を照射する。これによって、物質層３に注入された光重合
性モノマーを重合させ、高分子鎖（図示せず）を形成する。なお、上記のポジ型液晶性混
合物は、３３．３℃未満でネマチック相を示し、それ以上の温度では等方相を示す。すな
わち、物質層３に封入した媒質が液晶相を示している状態で、光重合性モノマーを重合さ
せて、高分子鎖を形成する。
【０３２９】
　このように、物質層３に封入した媒質が液晶相を示している状態では、この媒質におけ
る分子は、配向膜８および９に施したラビングの影響を受け、ラビング方向に沿って配向
している。したがって、この状態で光重合性モノマーを重合させることにより、重合によ
って得られる高分子鎖は、分子の配向方向に沿う部分の割合が大きくなる。つまり、高分
子鎖は、長手方向がラビングの影響によって配向している分子の配向方向に向いている割
合が大きくなるように、構造的異方性を有している。
【０３３０】
　このようにして得られた表示素子３０は、外部加温装置によりネマチック－等方相の相
転移直上近傍の等方相を示す温度に保ち、電界を印加することにより、透過率を変化させ
ることができる。すなわち、物質層３に封入した媒質を、当該媒質の液晶相－等方相の相
転移点よりわずかに高い温度に保つことによって等方相状態とし、両電極４ａ・５ａ間に
電界を印加することにより、物質層３の透過率を変化させることができる。なお、表示素
子３０では、両電極間に６０Ｖの電圧を印加した場合に最大透過率を得ることができた。
【０３３１】
　一方、表示素子３０と比較するために、光重合性モノマーおよび開始剤を添加せず、ま
た紫外線照射工程を施さない以外は表示素子３０と同様の条件で作成した、比較用セルを
用意した。この比較用セルを、表示素子３０の場合と同様に、ネマチック－等方相の相転
移直上近傍の温度に保ち、両電極間に電界を印加した。この場合、両電極間の電圧が９０
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Ｖのときに最大透過率を得ることができた。
【０３３２】
　このように、表示素子３０が比較用表示素子よりも低電圧で最大透過率を得られた理由
は、実施の形態１と同様である。すなわち、比較用表示素子では、基板界面の配向処理が
分子配向を促進しているだけであり、低電圧で分子が配向するのは、基板近傍のみである
。一方、表示素子３０では、基板界面の配向処理による分子の配向促進に加えて、高分子
鎖によりセル内全領域の分子配向が促進される。すなわち、高分子鎖と分子との相互作用
によって低電圧で分子を配向させる効果が、セル内全領域に効果的に作用している。この
ため、表示素子３０は、比較用表示素子よりも低電圧で最大透過率を得ることができる。
【０３３３】
　なお、上記した製造方法では、基板１の表面に、電極４ａおよび５ａ、配向膜８を形成
し、基板２の表面に配向膜９を形成し、基板１および２における配向膜８および９を形成
した面とは反対側の面に偏光板６および７をそれぞれ貼り合わせ、両基板間に光重合性モ
ノマーおよび重合開始剤を添加した媒質を封入した後、紫外線を照射して光重合性モノマ
ーを重合させているが、これに限るものではない。
【０３３４】
　例えば、基板１にＴＦＴを形成し、基板２にカラーフィルターを貼り付けた状態で、紫
外線の照射を行うようにしてもよい。ただし、この場合、パネルの表側（カラーフィルタ
ーを貼り付けた基板２側）からの露光（紫外線照射）だと、カラーフィルターでかなりの
割合の紫外光が吸収されてしまうので、効果的に光重合を行うことができない。このため
、カラーフィルターを通さない場合に比べてはるかに強い紫外線が必要になり、大きな問
題になる。また、カラーフィルターは画素により赤色、緑色、青色の領域があるが、赤色
、緑色、青色それぞれの領域において紫外光の透過率が大きく異なるので、カラーフィル
ターを通して紫外光を照射して光重合を行うと画素ごとに大きなムラが生じてしまう。し
たがって、パネルの表側からの露光は適切ではない。
【０３３５】
　そこで、パネルの裏側（ＴＦＴを形成した基板１側）から露光するようにしてもよい。
ただし、パネルの裏側からの露光だと、電極４ａおよび５ａ（画素電極および対向電極）
により紫外光が遮光されてしまい電極４ａ上および電極５ａ上を露光することができない
。このため、電極４ａ上および電極５ａ上の光感応性モノマーは重合することができない
。そして、重合できない領域はコレステリックブルー相を安定化できないので、コレステ
リックブルー相は狭い温度範囲でしか発現しない。この結果、電極４ａや５ａを介さずに
光照射された領域の媒質は広い温度範囲でコレステリックブルー相を示すものの、光照射
が行えない電極４ａ上および５ａ上の媒質はコレステリックブルー相ではないコレステリ
ック相などの液晶相を示す。また、コレステリックブルー相とコレステリック相との境の
配向状態は欠陥となり光漏れの原因となる。つまり、領域によって異なる配向状態の表示
素子となってしまう。このため、上記のように形成した表示素子において、コレステリッ
クブルー相の領域を表示素子として用いる場合、電極４ａ上や電極５ａ上のみならず、そ
の縁取り部分も遮光膜で隠す必要があり開口率が低下してしまう。
【０３３６】
　そこで、電極４ａおよび電極５ａを透明化してもよい。つまり、ＩＴＯ（インジウム錫
酸化物）などの透明電極で電極４ａおよび電極５ａを形成すれば、これらの電極上の領域
にも紫外光を照射することができる。
【０３３７】
　ところが、パネル裏側から露光する場合には、電極４ａおよび電極５ａの他にも信号線
、走査線、ＴＦＴ（薄膜トランジスタ）などの遮光部がある。これらの部分は電極４ａや
電極５ａなどと異なり透明電極で形成することが難しい。ＩＴＯなどの透明電極はアルミ
や銅、タンタル等の金属に比べて抵抗が高いので、信号線や走査線に用いることは適さな
いからである。特に、液晶テレビなどの大型、大画面の表示素子の場合には、信号線や走
査線が莫大になるので、これらを透明化することは不適である。したがって、パネル裏側
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からの露光する場合には、信号線上、走査線上、ＴＦＴ上の領域は遮光部になってしまい
、それらの領域の媒質は光重合を行うことができない。このため、電極４ａおよび電極５
ａの場合と同様に、信号線、走査線、ＴＦＴの縁取り部分は遮光膜で覆う必要があり、開
口率低下の原因となる。さらに、遮光部の領域にある未反応の光重合性のモノマーや開始
剤は電圧保持率低下など信頼性悪化の原因ともなりうるので、未反応部分があることは好
ましくはない。
【０３３８】
　これらの問題点を解決するために、カラーフィルター、遮光膜をＴＦＴ基板（ＴＦＴを
形成した基板１）側に形成するとともに、反対側の基板（従来、カラーフィルターを貼り
付けていた基板２）を透明化して、この反対側の基板（基板２）側から露光してもよい。
この場合、遮光部分が無くなるので、物質層３を全面的に露光することができる。したが
って、上記のような縁取り部分を遮光膜で覆う必要が無くなるので、開口率が向上する。
さらに、未反応の重合性モノマー、重合開始剤などが残ることもなくなるので、信頼性悪
化を防止できる。
【０３３９】
　また、物質層３に形成される重合性化合物（配向補助材）としては、液晶（メタ）アク
リレートに限らず、実施の形態１に記載したものと同様のものを用いることができる。ま
た、実施の形態１と同様、光重合性モノマーの添加量は０．０５ｗｔ％（重量％）～１５
ｗｔ％であることが好ましい。
【０３４０】
　また、重合性化合物（配向補助材）を光重合性モノマーから形成する場合に用いる重合
開始剤は、メチルエチルケトンパーオキサイドに限らず、実施の形態１に記載したものと
同様ものを用いることができる。また、重合開始剤は、実施の形態１と同様、必ずしも用
いる必要はなく、用いる場合には添加量を１０ｗｔ％以下とすることが好ましい。
【０３４１】
　また、本実施形態において物質層３に封入する媒質は、上記した化合物に限るものでは
なく、誘電異方性が正の媒質であればよい。
【０３４２】
　また、物質層３に封入する媒質は、典型的には、電界無印加時には光学的に概ね等方で
あり、電界印加により光学変調を誘起される媒質であってもよい。すなわち、典型的には
、電界印加に伴い分子、または分子集合体（クラスタ）の配向秩序度が上昇する物質であ
ってもよい。
【０３４３】
　また、本実施形態において物質層３に封入する媒質として、例えば、光学波長未満の秩
序構造（配向秩序）を有し、光学的には等方的に見える液晶相であって、誘電異方性が正
のものを適用することができる。あるいは、液晶分子が光の波長未満のサイズで放射状に
配向している集合体で充填された、光学的に等方的に見えるような系を用いることもでき
る。これらに電界を印加することにより、分子あるいは集合体の微細構造にひずみを与え
、光学変調を誘起させることができる。また、これらの媒質を用いる場合にも、配向補助
材を形成しておくことによって分子の配向を促進できるので、低電圧で駆動することが可
能となる。
【０３４４】
　以下に、このような媒質の例を、媒質例として記載する。ただし、以下に示す媒質例は
、利用可能な媒質の一例を示すものであり、本表示素子に利用可能な媒質を限定するもの
ではない。
【０３４５】
　　〔媒質例１〕
　物質層３に封入される媒質として、例えば、光学波長未満（可視光の波長未満）のスケ
ールの、キュービック対称性（立方晶の対称性）を有する秩序構造からなる、キュービッ
ク相（cubic phase,立方晶相）を示す媒質を用いることができる。
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【０３４６】
　このような媒質としては、例えば、非特許文献５および６に記載されているＢＡＢＨ８
がある。このＢＡＢＨ８は、下記構造式（２０）
【０３４７】
【化２５】

【０３４８】
で表される。
【０３４９】
　また、このＢＡＢＨ８は１３６．７℃以上１６１℃以下では、光学波長未満（可視光の
波長未満）のスケールの秩序構造からなるキュービック相を示す。なお、非特許文献５に
は、図５～図７に示すような、キュービック相の構造モデルが示されている。
【０３５０】
　上記したように、ＢＡＢＨ８は、格子定数が約６ｎｍと光学波長より１桁以上も小さく
、秩序構造（配向秩序）が光学波長未満であるため透明である。すなわち、上記温度範囲
において、電界無印加の場合には光学的に等方性を示す。したがって、ＢＡＢＨ８を本表
示素子に適用する場合、直交ニコル下において良好な黒表示を行うことができる。
【０３５１】
　一方、物質層３の温度を１３６．７℃以上１６１℃以下に制御しながら、電極４・５間
に電界を印加すると、キュービック対称性を有する構造に歪が生じ、光学的異方性が発現
する。すなわち、ＢＡＢＨ８は、上記の温度範囲において、電界無印加状態では光学的に
等方性であり、電界印加により光学的異方性が発現する。
【０３５２】
　このように、上記の構成の本表示装置では、電界を印加することによってキュービック
対称性を有する構造に歪が生じ、複屈折が発生するので、良好な白表示を行うことができ
る。なお、複屈折が発生する方向は一定であり、その大きさが電界印加によって変化する
。また、電極４・５間に印加する電圧と透過率との関係を示す電圧透過率曲線は、上記の
ような広い温度範囲において、安定した曲線となる。すなわち、上記構成の本表示装置で
は、１３６．７℃以上１６１℃以下の約２０Ｋの温度範囲において安定した電圧透過率曲
線を得ることができ、温度制御が極めて容易となる。
【０３５３】
　また、ＢＡＢＨ８を用いた本表示素子では、キュービック対称性を有する構造に生じる
歪、すなわち、媒質における光学的異方性の程度の変化を用いて表示を行うので、液晶分
子の配向方向を変化させて表示を行う従来の表示方式の液晶表示装置よりも、広視野角特
性を実現できる。さらに、ＢＡＢＨ８を用いた本表示装置では、複屈折が発生する方向が
一定であり、光軸方向が変化しないため、より広い視野角特性を実現できる。
【０３５４】
　また、ＢＡＢＨ８を用いた本表示装置では、微小領域の構造（結晶のような格子）の歪
によって発現する異方性を用いて表示を行っている。このため、従来方式の表示原理のよ
うに、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響するといった問題がなく、１ｍｓ程度の高
速応答を実現することができる。すなわち、従来方式の表示原理では液晶分子の配向方向
の変化を利用していたため、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響していたが、ＢＡＢ
Ｈ８を用いた本表示装置では、微小領域の構造の歪を利用するため、液晶固有の粘度の影
響が小さく、高速応答を実現することができる。また、本表示素子は高速応答性を備えて
いるので、例えばフィールドシーケンシャルカラー方式の表示装置に適用することもでき
る。
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【０３５５】
　　〔媒質例２〕
　物質層３に封入する媒質として、液晶相の一つであるスメクチックＤ相（ＳｍＤ）を示
す分子からなる媒質を適用できる。
【０３５６】
　スメクチックＤ相を示す液晶性物質としては、例えば、ＡＮＢＣ１６がある。なお、Ａ
ＮＢＣ１６については、非特許文献１（ｐ.２１,図１構造１（ｎ＝１６））や、非特許文
献６（ｐ.８８８,Ｔａｂｌｅ１,化合物(compound no.)１,化合物１ａ,化合物１ａ－１）
に記載されている。これらの分子構造を、以下に示す。
【０３５７】
【化２６】

【０３５８】
4’n-alkoxy-3’-nitro-biphenyl-4-carboxylic acids
n-15　 Cr 127 SmC 187 Cub 198 SmA 204 I
　この液晶性物質（ＡＮＢＣ１６、上記化学構造式（２１）においてｎ＝１６）は、１７
１．０℃～１９７．２℃の温度範囲において、スメクチックＤ相を示す。スメクチックＤ
相は、複数の分子がジャングルジム（登録商標）のような三次元的格子を形成しており、
その格子定数が数十ｎｍ以下であり、光学波長未満である。すなわち、スメクチックＤ相
は、分子の配列がキュービック対称性を示す秩序構造（配向秩序）を有する。なお、上記
ＡＮＢＣ１６の格子定数は約６ｎｍである。このため、スメクチックＤ相は、光学的には
等方性を示す。
【０３５９】
　また、ＡＮＢＣ１６がスメクチックＤ相を示す上記の温度領域において、ＡＮＢＣ１６
からなる物質層３に電界を印加すれば、分子自身に誘電異方性が存在するため、分子が電
界方向に向こうとして格子構造に歪が生じる。すなわち、物質層３に光学的異方性が発現
する。
【０３６０】
　したがって、ＡＮＢＣ１６を本表示素子の物質層３に封入する媒質として適用できる。
なお、ＡＮＢＣ１６に限らず、スメクチックＤ相を示す物質であれば、電界印加時と電界
無印加時とで光学的異方性の程度が変化するので、本表示素子の物質層３に封入する媒質
として適用できる。
【０３６１】
　　〔媒質例３〕
　物質層３に封入する媒質として、液晶マイクロエマルションを適用できる。ここで、液
晶マイクロエマルションとは、山本らによって名づけられた、Ｏ／Ｗ型マイクロエマルシ
ョン（油の中に水を界面活性剤で水滴の形で溶解させた系で、油が連続相となる）の油分
子をサーモトロピック液晶分子で置換したシステム（混合系）の総称である（非特許文献
２参照）。
【０３６２】
　液晶マイクロエマルションの具体例として、例えば、非特許文献２に記載されている、
ネマチック液晶相を示すサーモトロピック液晶（温度転移形液晶）であるPentylcyanobip
henyl（５ＣＢ）と、逆ミセル相を示すリオトロピック液晶（lyotropic liquid crystal,
濃度転移形液晶、ライオトロピック液晶）であるDidodecyl ammonium bromide（ＤＤＡＢ
）の水溶液との混合系がある。この混合系は、図９および図１０のような模式図で表され
る構造を有している。
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【０３６３】
　また、この混合系は、典型的には逆ミセルの直径が５０Å程度、逆ミセル間の距離が２
００Å程度である。これらのスケールは光学波長より一桁程度小さい。すなわち、上記の
混合系（液晶マイクロエマルション）は、光学波長未満の秩序構造（配向秩序）を有する
。また、逆ミセルが三次元空間的にランダムに存在しており、各逆ミセルを中心に５ＣＢ
が放射状に配向している。したがって、上記の混合系は、光学的には等方性を示す。
【０３６４】
　そして、上記の混合系からなる媒質に電界を印加すれば、５ＣＢに誘電異方性が存在す
るため、分子自身が電界方向に向こうとする。すなわち、逆ミセルを中心に放射状に配向
していたため光学的に等方であった系に、配向異方性が発現し、光学的異方性が発現する
。したがって、上記の混合系を本表示素子の物質層３に封入する媒質として適用できる。
なお、上記の混合系に限らず、電界無印加と電界印加時とで光学的異方性の程度が変化す
る液晶マイクロエマルションであれば、本表示素子の物質層３に封入する媒質として適用
できる。
【０３６５】
　　〔媒質例４〕
　物質層３に封入する媒質として、特定の相を有するリオトロピック液晶（ライオトロピ
ック液晶）を適用できる。ここで、リオトロピック液晶とは、一般に液晶を形成する主た
る分子が、他の性質を持つ溶媒（水や有機溶剤など）に溶けているような他成分系の液晶
を意味するものとする。また、上記の特定の相とは、電界印加時と電界無印加時とで、光
学的異方性の程度が変化する相である。このような特定の相としては、例えば、非特許文
献７に記載されているミセル相、スポンジ相、キュービック相、逆ミセル相がある。図１
１に、リオトロピック液晶相の分類図を示す。
【０３６６】
　両親媒性物質である界面活性剤には、ミセル相を発現する物質がある。例えば、イオン
性界面活性剤である硫酸ドデシルナトリウムの水溶液やパルチミン酸カリウムの水溶液な
どは球状ミセルを形成する。また、非イオン性界面活性剤であるポリオキシエチレンノニ
ルフェニルエーテルと水との混合液では、ノニルフェニル基が疎水基として働き、オキシ
エチレン鎖が親水基として働くことにより、ミセルを形成する。他にも、スチレン－エチ
レンオキシドブロック共重合体の水溶液でもミセルを形成する。
【０３６７】
　例えば、球状ミセルは、分子が空間的全方位にパッキングして（分子集合体を形成して
）球状を示す。また、球状ミセルのサイズは、光学波長未満であるため、光学波長領域で
は異方性を示さず等方的に見える。すなわち、球状ミセルは、光学波長未満の秩序構造（
配向秩序）を有する。しかしながら、このような球状ミセルに電界を印加すれば、球状ミ
セルが歪むため異方性を発現する。よって、球状ミセル相を示すリオトロピック液晶を、
本表示装置の物質層３に封入する媒質として適用できる。なお、球状ミセル相に限らず、
他の形状のミセル相、すなわち、紐状ミセル相、楕円状ミセル相、棒状ミセル相などを示
すリオトロピック液晶を物質層３に封入しても、略同様の効果を得ることができる。
【０３６８】
　また、濃度、温度、界面活性剤の条件によっては、親水基と疎水基が入れ替わった逆ミ
セルが形成されることが一般に知られている。このような逆ミセルは、光学的にはミセル
と同様の効果を示す。したがって、逆ミセル相を示すリオトロピック液晶を、物質層３に
封入する媒質として適用することにより、ミセル相を示すリオトロピック液晶を用いた場
合と同等の効果を奏する。なお、媒質例２で説明した液晶マイクロエマルションは、逆ミ
セル相（逆ミセル構造）を示すリオトロピック液晶の一例である。
【０３６９】
　また、非イオン性界面活性剤ペンタエチレングリコール－ドデシルエーテル（Pentaeth
ylenglychol-dodecylether、Ｃ１２Ｅ５）の水溶液には、図１１に示したような、スポン
ジ相やキュービック相を示す濃度および温度領域が存在する。このようなスポンジ相やキ
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ュービック相は、光学波長未満の秩序（秩序構造、配向秩序）を有しているので、光学波
長領域では透明な物質である。すなわち、これらの相からなる媒質は、光学的には等方性
を示す。そして、これらの相からなる媒質に電界を印加すると、秩序構造（配向秩序）に
歪が生じて光学的異方性が発現する。したがって、スポンジ相やキュービック相を示すリ
オトロピック液晶も、本表示素子の物質層３に封入する媒質として適用できる。
【０３７０】
　　〔媒質例５〕
　物質層３に封入する媒質として、ミセル相、スポンジ相、キュービック相、逆ミセル相
などの、電界印加時と電界無印加時とで光学的異方性の程度が変化する相を示す液晶微粒
子分散系を適用できる。ここで、液晶微粒子分散系とは、溶媒（液晶）中に微粒子を混在
させた混合系である。
【０３７１】
　このような液晶微粒子分散系としては、例えば、非イオン性界面活性剤ペンタエチレン
グリコール－ドデシルエーテル（Pentaethylenglychol-dodecylether、Ｃ１２Ｅ５）の水
溶液に、表面を硫酸基で修飾した直径１００Å程度のラテックス粒子を混在させた、液晶
微粒子分散系がある。この液晶微粒子分散系では、スポンジ相が発現する。また、このス
ポンジ相の秩序構造（配向秩序）は光学波長未満である。したがって、上記媒質例３の場
合と同様、上記の液晶微粒子分散系を、本表示装置の物質層３に封入する媒質として適用
できる。
【０３７２】
　なお、上記のラッテックス粒子を媒質例２の液晶マイクロエマルションにおけるＤＤＡ
Ｂと置き換えることによって、媒質例２の液晶マイクロエマルションと同様な配向構造を
得ることもできる。
【０３７３】
　　〔媒質例６〕
　物質層３に封入する媒質として、デンドリマー（デンドリマー分子）を適用できる。こ
こで、デンドリマーとは、モノマー単位ごとに枝分かれのある三次元状の高分岐ポリマー
である。
【０３７４】
　デンドリマーは、枝分かれが多いために、ある程度以上の分子量になると球状構造とな
る。この球状構造は、光学波長未満の秩序（秩序構造、配向秩序）を有しているので、光
学波長領域では透明な物質であり、電界印加によって配向秩序の程度が変化して光学的異
方性が発現する（光学的異方性の程度が変化する）。したがって、デンドリマーを、本表
示素子の物質層３に封入する媒質として適用できる。
【０３７５】
　また、上記媒質例２の液晶マイクロエマルションにおけるＤＤＡＢを、デンドリマー物
質に置き換えることにより、上記媒質例２の液晶マイクロエマルションと同様な配向構造
を得ることができ、本表示素子の物質層３に封入する媒質として適用できる。
【０３７６】
　　〔媒質例７〕
　物質層３に封入する媒質として、コレステリックブルー相を示す分子からなる媒質を適
用できる。なお、図５、図１５には、コレステリックブルー相の概略構造が示されている
。
【０３７７】
　図５、図１５に示したように、コレステリックブルー相は、高い対称性の構造を有して
いる。また、コレステリックブルー相は、光学波長未満の秩序（秩序構造、配向秩序）を
有しているので、光学波長領域では概ね透明な物質であり、電界印加によって配向秩序の
程度が変化して光学的異方性が発現する（光学的異方性の程度が変化する）。すなわち、
コレステリックブルー相は、おおむね光学的に等方性を示し、電界印加によって液晶分子
が電界方向に向こうとするために格子が歪み、異方性を発現する。よって、コレステリッ
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クブルー相を示す分子からなる媒質を、本表示装置の物質層３に封入する媒質として適用
できる。
【０３７８】
　なお、コレステリックブルー相を示す物質としては、例えば、ＪＣ１０４１ｘｘ（ネマ
チック液晶混合体、チッソ社製）を４８．２ｍｏｌ％、５ＣＢ（4-cyano-4’-pentyl bip
henyl、ネマチック液晶、アルドリッチ（Aldrich）社製）を４７．４ｍｏｌ％、ＺＬＩ－
４５７２（カイラル剤、メルク（Merck）社製）を４．４ｍｏｌ％混合した物質がある。
この物質は、３３０．７Ｋから３３１．８Ｋの温度範囲で、コレステリックブルー相を示
す。
【０３７９】
　また、この混合物質に、重合性モノマー、あるいは、重合性モノマーおよび重合開始剤
を加えてもよい。すなわち、上記の混合物質からなる媒質を構成する分子の配向秩序構造
を、配向補助材（重合性化合物）によって物質層内に多数の小領域（微細ドメイン）を形
成することにより固定化してもよい。しかし、重合性化合物などにより媒質をマイクロカ
プセルのように小区域（小領域）に分割するのは好ましくない。つまり、重合性化合物な
どで各小領域における液晶分子を独立的に覆うような構造をつくると、コレステリックブ
ルー相の構造を乱すようになり、固定化できない。また、この場合、この媒質が本表示装
置の物質層３に封入された後、物質層３に電界が印加されていないときにも分子の配向秩
序構造を固定化する構成としてもよい。つまり、電界無印加時における光学的等方性の秩
序構造（電界無印加時における物質層３に封入した媒質の秩序構造（配向秩序））を、配
向補助材（重合性化合物）により安定化してもよい。
【０３８０】
　上記構成によれば、配向補助材（重合性化合物）によって、電界無印加時における光学
的等方性の秩序構造を安定化することができる。これにより、駆動電圧が大きな温度依存
性を示すために実用的な温度範囲において実質的に低電圧で駆動することができない媒質
（低電圧で駆動できる温度範囲が狭く、配向補助材（重合性化合物）がない場合には実用
的でない媒質）を用いる場合でも、配向補助材（重合性化合物）を設けることにより広い
温度範囲で駆動電圧を低電圧化することができる。したがって、低電圧で光学的異方性を
発現させる（光学的異方性の程度を変化させる）ことが可能となるので、実用レベルの駆
動電圧で動作可能であり、高速応答特性および広視野角特性を備えた表示素子を実現する
ことができる。
【０３８１】
　例えば、光重合性モノマーとしてＥＨＡ（2-ethylhexyl acrylate、モノアクリレート
、アルドリッチ（Aldrich）社製）およびＲＭ２５７（ジアクリレートモノマー（diacryl
ate monomer）、メルク社製）、光重合開始剤としてＤＭＰＡＰ（2,2-dimethoxy-2-pheny
l acetophenon、アルドリッチ社製）を、以下に示す分量比で加えてもよい。
【０３８２】
　　ＥＨＡ　　　　　　　４．０ｍｏｌ％（２．４ｗｔ％）
　　ＲＭ２５７　　　　　２．６ｍｏｌ％（５．０ｗｔ％）
　　ＤＭＰＡＰ　　　　　０．３３ｍｏｌ％（０．２８ｗｔ％）
　　ＪＣ－１０４１ｘｘ　４４．７ｍｏｌ％（４７．１ｗｔ％）
　　５ＣＢ　　　　　　　４３．４ｍｏｌ％（３５．２ｗｔ％）
　　ＺＬＩ－４５７２　　４．９ｍｏｌ％（１０．１ｗｔ％）
　なお、上記の分量比で混合した後、混合物質が常にコレステリックブルー相になるよう
に温度調節しながら、電界を印加せず紫外線照射を行って得られた媒質は、３２６．４Ｋ
から２６０Ｋ以下まで安定してコレステリックブルー相を示した。すなわち、温度範囲を
従来の１．１Ｋから大幅に拡大することができた。これにより、液体相よりも低い駆動電
圧を有するものの、実用的な温度範囲を有していなかった相の温度範囲を飛躍的に拡大す
ることができた。このようなコレステリックブルー相は、たとえば図１３のような電極構
造にて駆動することが可能であり、表示素子として広い温度範囲において低電圧で駆動す
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ることが可能になる。図１５にコレステリックブルー相および固定化のメカニズムを示す
。
【０３８３】
　また、各物質の分量比は、上記した分量比に限るものではない。ただし、光重合性モノ
マー（モノマー）の含有率が小さいと、コステリックブルー相を示す温度範囲があまり広
がらない。例えば、ＪＣ１０４１ｘｘを４５．１ｍｏｌ％、５ＣＢを４５．８ｍｏｌ％、
ＺＬＩ－４５７２を５．１ｍｏｌ％、ＥＨＡを２．４ｍｏｌ％（１．４ｗｔ％）、ＲＭ２
５７を１．５ｍｏｌ％（２．９ｗｔ％）、ＤＭＰＡＰを０．２ｍｏｌ％の分量比（組成）
で混合した場合（この場合、光反応性モノマー含有率は３．９ｍｏｌ％（４．３ｗｔ％）
）、コレステリックブルー相は３２６．３Ｋから３１９．５Ｋの範囲となり、上記の分量
比で混合した例と比べて狭い温度になった。また、モノマー含有率が大きいと表示素子と
して使用した場合、電界無印加時と比較して電界を印加した時に光学的異方性の変化に寄
与する部分が少なくなり、また駆動電圧が高くなる。このため、光重合性モノマー（光反
応性モノマー）含有率は０．０５重量％以上１５重量％以下であることが好ましい。また
、２ｍｏｌ％から２０ｍｏｌ％の範囲であることが好ましく、３ｍｏｌ％から１５ｍｏｌ
％の範囲であることがさらに好ましく、５ｍｏｌ％から１１ｍｏｌ％であることがさらに
好ましい。
【０３８４】
　また、モノマー添加および紫外光（ＵＶ）照射により等方相‐液晶相の相転移温度は低
下する。このため、表示素子として使用する際に使用温度範囲が狭くなりすぎないように
、モノマー含有前の液晶混合物の等方相‐液晶相の相転移温度が、５５℃以上であること
が好ましい。すなわち、モノマー含有前の液晶混合物の等方相‐液晶相の相転移温度が５
５℃以上となるように、上記混合物質の分量比を決定することが好ましい。表示素子をテ
レビなどの商品に応用して実際に使用する場合、モノマー含有前の液晶混合物の等方相‐
液晶相の相転移温度が、５５℃以上あれば概ね問題はない。例えば、ＪＣ１０４１ｘｘを
４８．２ｍｏｌ％、５ＣＢを４７．４ｍｏｌ％、ＺＬＩ－４５７２を４．４ｍｏｌ％の組
成で調製した後、紫外光照射した場合、等方相‐液晶相の相転移温度は、上記したように
３３１．８Ｋだが、ＪＣ１０４１ｘｘを４４．７ｍｏｌ％、５ＣＢを４３．４ｍｏｌ％、
ＺＬＩ－４５７２を４．９ｍｏｌ％、ＥＨＡを４ｍｏｌ％、ＲＭ２５７を２．６ｍｏｌ％
、ＤＭＰＡＰを０．３３ｍｏｌ％の組成で調製後、紫外光照射した場合、等方相‐液晶相
の相転移温度は３２６．４Ｋに低下した。
【０３８５】
　また、液晶相‐固体相の相転移温度が－１０℃以下であることが好ましく、－３０℃以
下であることがより好ましい。すなわち、液晶相‐固体相の相転移温度が－１０℃以下、
より好ましくは－３０℃以下となるように、上記混合物質の分量比を決定することが好ま
しい。
【０３８６】
　また、光重合性モノマー（光反応性モノマー）として、アクリレート系モノマーを用い
ることが好ましい。特に、液晶性ジアクリレートモノマーと非液晶性アクリレートモノマ
ーとの混合系が好ましい。これは、液晶性ジアクリレートモノマーと液晶性アクリレート
モノマーとの混合系の場合、コレステリックブルー相を示す温度範囲の拡大幅が小さくな
るからである。例えば、ＪＣ１０４１ｘｘを４６．２ｍｏｌ％、５ＣＢを４４．７ｍｏｌ
％、ＺＬＩ－４５７２を５．０ｍｏｌ％、６ＣＢＡ（液晶性アクリレートモノマー；６－
（4’-cyanobiphenyl-4-yloxy)hexyl acrylate）を２．８ｍｏｌ％、ＲＭ２５７を１．１
ｍｏｌ％、ＤＭＰＡＰを０．２ｍｏｌ％の組成で調製した場合、コレステリックブルー相
を示す温度範囲は３２９．８Ｋから３２７．７Ｋの範囲となった。
【０３８７】
　液晶性モノマーとしては、主骨格に２つあるいは３つの６員環を有するジアクリレート
化合物が望ましい。このような化合物は液晶性を示し、配向規制力を付与する能力が高い
。このような液晶性モノマーとしては、例えば、下記のような化合物（２２）があげられ
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る。
【０３８８】
【化２７】

【０３８９】
なお、上記化合物（２２）において、Ｒ３はキラル炭素を含まない炭素数１～２０のアル
キル基をあらわす。
【０３９０】
　また、非液晶性モノマーとしては分子構造中にアクリロイル基またはメタクリロイル基
を含むアクリレート系モノマーが好ましく、特に側鎖としてアルキル基を有する枝分かれ
構造のアクリレート系モノマーが好ましい。アルキル基としては炭素数１～４が好ましく
、このようなアルキル基からなる側鎖をモノマー単位あたり少なくとも１つ以上有するこ
とが好ましい。このようなモノマーとしては上記したＥＨＡの他、例えば、ＴＭＨＡ（3,
5,5-trimetthylhexyl acrylate、アルドリッチ（Aldrich）社製）などが挙げられる。
【０３９１】
　なお、枝分かれ構造をもたないアクリレート系モノマーで光重合を行うとコレステリッ
クブルー相の温度範囲の拡大幅が小さくなる。例えば、ＪＣ１０４１ｘｘを４４．１ｍｏ
ｌ％、５ＣＢを４４．３ｍｏｌ％、ＺＬＩ－４５７２を５．２ｍｏｌ％、ＨＡ（枝分かれ
の構造を持たないアクリレート系モノマー；n-hexyl acrylate、アルドリッチ社製）を４
．０ｍｏｌ％、ＲＭ２５７を２．０ｍｏｌ％、ＤＭＰＡＰを０．３ｍｏｌ％の組成で調製
した場合、コレステリックブルー相を示す温度範囲は３２６．２Ｋから３１８．０Ｋの範
囲となった。ただし、枝分かれの構造を持たないアクリレート系モノマー（例えばＨＡ）
を用いた場合でも、そのアクリレート系モノマーの割合を増やせばコレステリックブルー
相の温度範囲の拡大幅を広げることはできる。また、枝分かれ構造を持たないアクリレー
ト系モノマーを用いる場合には、アルキル鎖の長いモノマーを用いるのが好ましい。この
ようなアクリレートモノマーを用いれば、枝分かれ構造を持つアクリレートとほぼ同様の
効果を奏する。枝分かれ構造を持たないアクリレート系モノマーであって、アルキル鎖の
長いモノマーとしては、例えば、n-ＯＡ（n-octyl acrylate、アルドリッチ（Aldrich）
社製）などが挙げられる。
【０３９２】
　また、光反応性モノマーとしては、上述のようなアキラルな物質のみに限らず、カイラ
ルな光反応性モノマーを用いてもよい。カイラル性を示す光反応性モノマーとしては、例
えば、下記の化合物（５）が挙げられる。
【０３９３】
【化２８】

【０３９４】
カイラル性の光重合性モノマーは、それ自体がカイラルなために自発的にねじれ構造をと
るので、コレステリックブルー相の捩れ構造との相溶性が良く、安定性が高い。
【０３９５】
　また、上記の説明では、光重合性の重合性化合物（配向補助材）によって媒質を構成す
る分子の配向秩序構造を固定化する場合について説明したが、本発明はこのような重合性
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化合物（配向補助材）の形成による配向秩序構造の安定化に限るものではない。
【０３９６】
　例えば、加熱によって重合する熱反応性モノマー、光照射と加熱とによって重合するモ
ノマーを用いてもよい。また、鎖状高分子であってもよく、網目状高分子（網目状高分子
材料）や環状高分子（環状高分子材料）などであってもよい。また、配向補助材は、必ず
しも重合性化合物から形成する必要はなく、例えば上記したような水素結合ネットワーク
（水素結合体）、微粒子、多孔質構造体（例えば、多孔質無機材料）などを用いてもよい
。
【０３９７】
　また、多孔質構造体としては、メンブレンフィルターなどの微小細孔フィルムを用いて
もよい。微小細孔フィルムとしては、例えば、ニュークリポアー（野村マイクロ・サイエ
ンス社製）、Ｉｓｏｐｏｒｅ（日本ミリポア社製）、Ｈｉｐｏｒｅ（旭化成社製）、Ｍｉ
ｌｌｉｐｏｒｅ（日本ミリポア社製）、ユーポア（宇部興産製）などを用いることができ
る。
【０３９８】
　なお、微小細孔フィルムの材質としては、ポリカーボネート、ポリオレフィン、セルロ
ース混合エステル、セルロースアセテート、ポリフッ化ビニリデン、アセチレセルロース
、酢酸セルロースと硝酸セルロースの混合物など、微小細孔フィルムに封入する媒質（例
えば液晶性物質などの誘電性物質）と反応を起こさない材質でできたものが好ましい。微
小細孔の大きさ（直径）は、媒質を封入した際に光学的に等方的に見えるとともに、媒質
を固定化できる系を実現するために、可視光の波長の１/４以下であることが好ましく、
さらには５０ｎｍ以下であることが好ましい。これにより、物質層が可視光に対して充分
な透明状態を発現することが可能となる。また、微小細孔フィルムの厚さは５０μｍ以下
であることが好ましく、１０μｍ以下であることがより好ましい。
【０３９９】
　なお、上記の説明では、コステリックブルー相を示す媒質における分子の配向秩序構造
を固定化する構成について説明したが、固定化する媒質はこれに限るものではない。本明
細書中に記載した他の媒質（他の秩序構造を有する相を示す媒質）を用いる場合にも、分
子の配向秩序構造を固定化してもよい。これにより、表示素子として私用する場合の使用
温度範囲を飛躍的に拡大できる。また、それらの媒質を用いる場合、それらの媒質が本表
示装置の物質層３に封入された後、物質層３に電界が印加されていないときにも分子の配
向秩序構造を固定化する構成としてもよい。
【０４００】
　また、微小細孔フィルムの構造としては、らせん状結晶など、捩れ構造を持つものでも
よい。例えば、ポリオレフィン系のフィルムやポリペプチド系のフィルム等が挙げられる
。捩れ構造を持つポリペプチド系のフィルムとしては、螺旋構造、すなわち、α－ヘリッ
クス形成能のある合成ポリペプチドが好ましい。α－ヘリックス形成能のある合成ポリペ
プチドとしては、ポリ－γ－ベンジル－Ｌ－グルタメート、ポリ－γ－メチル－Ｌ－グル
タメート、ポリ－γ－エチル－Ｌ－グルタメート等のポリグルタミン酸誘導体、ポリ－β
－ベンジル－Ｌ－アスパルテート等のポリアスパラギン酸誘導体、ポリ－Ｌ－ロイシン、
ポリ－Ｌ－アラニン等が挙げられる。これらの合成ポリペプチドは、市販のものあるいは
文献等に記載の方法に準じて製造したものを、そのままあるいは難水溶性のヘリックス溶
媒等、例えば１，２－ジクロロエタン、ジクロロメタンで希釈して用いることができる。
市販のα－ヘリックス形成能のある合成ポリペプチドとしては、例えばアジコートＡ－２
０００，ＸＢ－９００［味の素（株）社製］、ＰＬＧ－１０，－２０，－３０［協和発酵
工業（株）社製］等のポリ－γ－メチル－Ｌ－グルタメートがあげられる。
【０４０１】
　ねじれ構造をもつフィルムを用いた場合、媒質がカイラル性を示すときに、その媒質の
ねじれ構造とフィルムの捩れ構造が近い場合に大きな歪が生じないので、媒質の安定性が
高まる。また、媒質がカイラル性を示さない場合でもフィルムの捩れ構造に従い媒質が配
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向するので、媒質がカイラル性を示す場合に近い性質を示す。
【０４０２】
　また、コレステリックブルー相を示す他の物質として、例えば、ＺＬＩ－２２９３（混
合液晶、メルク社製）を６７．１ｍｏｌ％、Ｐ８ＰＩＭＢ（1,3-phenylene bis[4-(4-8-a
lkylphenyliminomethyl-benzoate,バナナ型（屈曲型）液晶、下記構造式（１１）参照）
を１５ｗｔ％、ＭＬＣ－６２４８（カイラル剤、メルク社製）を１７．９ｗｔ％混合した
物質を用いてもよい。この物質は、７７．２℃から８２．１℃の温度範囲でコレステリッ
クブルー相を示す。また、上記の各物質の混合比を適宜変更して用いてもよい。例えば、
ＺＬＩ－２２９３を６９.７ｗｔ％、Ｐ８ＰＩＭＢを１５ｗｔ％、ＭＬＣ－６２４８（カ
イラル剤）を１５.３ｗｔ％混合した物質は８０．８℃から８１．６℃の温度範囲でコレ
ステリックブルー相を示す。
【０４０３】
【化２９】

【０４０４】
　また、コレステリックブルー相を示すさらに他の物質として、例えば、ＺＬＩ－２２９
３（混合液晶、メルク社製）を６７．１ｗｔ％、ＭＨＰＯＢＣ（4-(1-methylheptyloxyca
rbonyl)phenyl-4’-octylcarboxybiphenyl-4-carboxylate、直線状液晶、下記構造式（２
３）参照）を１５ｗｔ％、ＭＬＣ－６２４８（カイラル剤、メルク社製）を１７．９ｗｔ
％混合した物質を用いてもよい。この物質は、８３．６℃から８７．９℃の温度範囲でコ
レステリックブルー相を示す。また、上記の各物質の混合比を適宜変更して用いてもよい
。例えば、ＺＬＩ－２２９３を６９.７ｗｔ％、ＭＨＰＯＢＣを１５ｗｔ％、ＭＬＣ－６
２４８（カイラル剤）を１５.３ｗｔ％混合した物質は８７．８℃から８８．４℃の温度
範囲でコレステリックブルー相を示す。
【０４０５】
【化３０】

【０４０６】
　なお、ＺＬＩ－２２９３とＭＬＣ－６２４８とを混合するだけではコレステリックブル
ー相を発現させることはできなかったが、バナナ型（屈曲型）をした液晶Ｐ８ＰＩＭＢや
直線状液晶ＭＨＰＯＢＣを添加することによりコレステリックブルー相を示した。
【０４０７】
　また、上記の例では、直線状液晶としてラセミ体を用いたが、必ずしもラセミ体に限定
されるものではなく、カイラル体を用いてもよい。また、直線状液晶を用いる場合、直線
状液晶ＭＨＰＯＢＣのように反傾構造（一層ごとに異なる方向を向いている）を持つもの
を用いることが好ましい。
【０４０８】
　また、直線状液晶とは、化学構造式においてほぼ横長の直線に近い液晶分子を表すため



(55) JP 4260752 B2 2009.4.30

10

20

30

40

50

に用いた総称であり、実際の立体配置は化学構造式のように一平面内にあるとは限らず、
折れ曲がっていることがあることはいうまでもない。
【０４０９】
　また、バナナ型（屈曲型）液晶とは、化学構造式において屈曲部を有する液晶分子を表
わすために用いた総称であり、Ｐ８ＰＩＭＢに限定されるものではない。例えば、化学構
造式における屈曲部が、フェニレン基などのベンゼン環であってもよく、あるいは、ナフ
タレン環やメチレン鎖などで結合されてなるものであってもよい。このようなバナナ型（
屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１２）～（１５）に示す化合物が挙げられ
る。
【０４１０】
【化３１】

【０４１１】
【化３２】

【０４１２】
【化３３】

【０４１３】
【化３４】

【０４１４】
　また、アゾ基が含まれているバナナ型（屈曲型）液晶を用いてもよい。このようなバナ
ナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１６）に示す化合物などが挙げられ
る。
【０４１５】
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【化３５】

【０４１６】
　また、上記バナナ型（屈曲型）液晶は結合部の左右で対称的な化学構造を持っているが
、結合部（屈曲部）の左右で非対称な化学構造を持っていても良い。このようなバナナ型
（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１７）に示す化合物などが挙げられる。
【０４１７】

【化３６】

【０４１８】
　また、上記バナナ型（屈曲型）液晶分子はカイラル炭素を含んでいないが、必ずしもこ
れに限定されるものではなく、カイラル炭素を１つ、あるいは複数含んでいても良い。こ
のようなバナナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（１８）に示す化合物な
どが挙げられる。
【０４１９】

【化３７】

【０４２０】
　また、上記したように、本発明に適したコレステリックブルー相は光学波長未満の欠陥
秩序を有しているので、光学波長領域では概ね透明であり、概ね光学的に等方性を示す。
ここで、概ね光学的に等方性を示すというのは、コレステリックブルー相は液晶の螺旋ピ
ッチを反映した色を呈するが、この螺旋ピッチによる呈色を除いて、光学的に等方性を示
すことを意味する。なお、螺旋ピッチを反映した波長の光を選択的に反射にする現象は、
選択反射と呼ばれる。この選択反射の波長域が可視域に無い場合には呈色しない（呈色が
人間の目に認識されない）が、可視域にある場合にはその波長に対応した色を示す。
【０４２１】
　ここで、４００ｎｍ以上の選択反射波長域または螺旋ピッチを持つ場合、コレステリッ
クブルー相（ブルー相）では、その螺旋ピッチを反映した色に呈色する。すなわち、可視
光が反射されるので、それによって呈する色が人間の目に認識されてしまう。したがって
、例えば、本発明の表示素子でフルカラー表示を実現してテレビなどに応用する場合、そ
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の反射ピークが可視域にあるのは好ましくない。
【０４２２】
　なお、選択反射波長は、上記媒質の持つ螺旋軸への入射角度にも依存する。このため、
上記媒質の構造が一次元的ではないとき、つまりコレステリックブルー相のように三次元
的な構造を持つ場合には、光の螺旋軸への入射角度は分布を持ってしまう。したがって、
選択反射波長の幅にも分布ができる。
【０４２３】
　このため、ブルー相の選択反射波長域または螺旋ピッチは可視域以下、つまり４００ｎ
ｍ以下であることが好ましい。ブルー相の選択反射波長域または螺旋ピッチが４００ｎｍ
以下であれば、上記のような呈色が人間の目にほとんど認識されない。
【０４２４】
　また、国際照明委員会ＣＩＥ（Commission Internationale de l’Eclairage）では、
人間の目の認識できない波長は３８０ｎｍ以下であると定められている。したがって、ブ
ルー相の選択反射波長域または螺旋ピッチが３８０ｎｍ以下であることがより好ましい。
この場合、上記のような呈色が人間の目に認識されることを確実に防止できる。
【０４２５】
　また、上記のような呈色は、螺旋ピッチ、入射角度だけでなく、媒質の平均屈折率とも
関係する。このとき、呈色する色の光は波長λ＝ｎＰを中心とした波長幅Δλ＝ＰΔｎの
光である。ここで、ｎは平均屈折率、Ｐは螺旋ピッチである。また、Δｎは屈折率の異方
性である。
【０４２６】
　Δｎは、物質によりそれぞれ異なるが、例えば液晶性物質を上記物質層３に封入する物
質として用いた場合、液晶性物質の平均屈折率は１．５程度、Δｎは０．１程度なので、
この場合、呈色する色が可視域にないためには、螺旋ピッチＰは、λ＝４００とすると、
Ｐ＝４００/１．５＝２６７ｎｍになる。また、ΔλはΔλ＝０．１×２６７＝２６．７
になる。したがって、上記のような呈色が人間の目にほとんど認識されないようにするた
めには、上記媒質の螺旋ピッチを、２６７ｎｍから２６．７ｎｍの約半分である１３．４
ｎｍを引いた２５３ｎｍ以下にすればよい。すなわち、上記のような呈色を防止するため
には、上記媒質の螺旋ピッチが２５３ｎｍ以下であることが好ましい。
【０４２７】
　また、上記の説明では、λ＝ｎＰの関係において、λを４００ｎｍとしたが、λを国際
照明委員会ＣＩＥが人間の目の認識できない波長として定めている３８０ｎｍとした場合
には、呈色する色が可視域外とするための螺旋ピッチは２４０ｎｍ以下となる。すなわち
、上記媒質の螺旋ピッチを２４０ｎｍ以下とすることにより、上記ような呈色を確実に防
止することができる。
【０４２８】
　例えば、ＪＣ１０４１（混合液晶、チッソ社製）を５０．０ｗｔ％、５ＣＢ（4-cyano-
4’-pentyl biphenyl、ネマチック液晶）を３８．５ｗｔ％、ＺＬＩ－４５７２（カイラ
ルドーパント、メルク社製）を１１．５ｗｔ％の組成で混合（調製）した試料は、約５３
℃以下で液体的な等方相から光学的な等方相に相転移するが、螺旋ピッチが約２２０ｎｍ
であり、可視域以下にあるために呈色しなかった。
【０４２９】
　また、上記混合試料を８７．１ｗｔ％、ＴＭＰＴＡ（trimethylolpropane triacrylate
、アルドリッチ（Aldrich）社製）を５．４ｗｔ％、ＲＭ２５７を７．１ｗｔ％、ＤＭＰ
Ａ（2,2-dimethoxy-2-phenyl-acetophenone）を０．４ｗｔ％を混合し、コレステリック
－コレステリックブルー相転移温度近傍においてコレステリックブルー相に保ちながら紫
外線を照射して、光反応性モノマーを重合した試料を作成した。この試料がコレステリッ
クブルー相を示す温度範囲は、上記混合試料よりも広がった。
【０４３０】
　その他の例としては、下記の構造式（２４）～（２８）からなる各化合物を、各構造式
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の右に示した割合（すなわち、構造式（２４）～（２８）で示した化合物を、それぞれ１
７．５ｗｔ％，１７．５ｗｔ％，１７．５ｗｔ％，１７．５ｗｔ％，３０ｗｔ％）で混合
した試料は、約２０℃以下で等方相からブルー相に相転移するが、螺旋ピッチが可視域以
下にあるために呈色しなかった。なお、この混合系では、下記構造式（２８）に示すよう
に、カイラル剤を３０ｗｔ％混合した。
【０４３１】
【化３８】

【０４３２】
【化３９】

【０４３３】
【化４０】

【０４３４】
【化４１】

【０４３５】
【化４２】

【０４３６】
　上述のように、本発明に適したコレステリックブルー相は光学波長未満の欠陥秩序を有
している。欠陥構造は隣り合う分子が大きく捩れていることに起因していているので、コ
レステリックブルー相を示す媒質は大きなねじれ構造を発現させるためにカイラル性を示
す必要がある。大きな捩れ構造を発現させるためには、例えば上記媒質例のように媒質に
カイラル剤を加えることが好ましい。カイラル剤の濃度としてはカイラル剤の持つ捩れ力
にもよるが８ｗｔ％または４ｍｏｌ％以上であることが好ましい。高分子ネットワーク（
光反応性モノマーを光重合）によりコレステリックブルー相を示す温度範囲の拡大を図る
場合、媒質に占しめるカイラル剤の割合が８ｗｔ％または４ｍｏｌ％以上であれば、コレ
ステリックブルー相の温度範囲が約１℃以上になった。カイラル剤の割合が８ｗｔ％また
は４ｍｏｌ％未満の場合は、コレステリックブルー相の温度範囲が狭くなり光重合の際の
温度調節が困難だった。
【０４３７】
　また、カイラル剤の濃度が１１．５ｗｔ％以上であることが、さらに好ましい。カイラ
ル剤の濃度が１１．５ｗｔ％加えた場合、螺旋ピッチが約２２０ｎｍになり呈色しなかっ
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た。
【０４３８】
　また、カイラル剤の濃度は、１５ｗｔ％以上であることがより好ましい。バナナ型（屈
曲型）液晶や反傾構造をもつ直線状液晶を添加することによりコレステリックブルー相を
発現させる場合、カイラル剤の濃度が１５ｗｔ％以上であれば、コレステリックブルー相
の温度範囲が約１℃になった。また、カイラル剤の濃度を１７．９ｗｔ％に増やすことに
より、コレステリックブルー相の温度範囲はさらに広がった。
【０４３９】
　また、カイラル剤の濃度は、３０ｗｔ％以上であることがより好ましい。上記構造式（
２４）～（２８）で示される各化合物を、各構造式の右に示した割合で混合した場合（構
造式（２８）で示したカイラル剤の濃度が３０ｗｔ％のとき）、コレステリックブルー相
は螺旋ピッチが可視域以下にあるために呈色しなかった。これは、カイラル剤を多く含む
ことにより、螺旋ピッチが短くなったためであると考えられる。
【０４４０】
　コレステリックブルー相では、その螺旋ピッチを反映した色に呈色するため、フルカラ
ー表示を実現してテレビなどに応用する場合、その反射ピークが可視域にあるのは好まし
くない。また、カイラル剤の濃度を３０ｗｔ％から減少させたところ、コレステリックブ
ルー相の温度範囲は狭くなった。
【０４４１】
　ただし、カイラル剤の添加量が多くなり過ぎると、物質層３全体の液晶性が低下すると
いう問題が生じる。液晶性の欠如は、電界印加時における光学的異方性の発生度合いの低
下に繋がり、表示素子としての機能の低下を招く。また、液晶性が低下することにより、
コレステリックブルー相の安定性の低下に繋がり、コレステリックブルー相の温度範囲の
拡大が見込めなくなる。以上の理由から、カイラル剤の添加濃度の上限値が決まり、本願
本発明者等の解析によれば、その上限濃度は８０ｗｔ％であることがわかった。すなわち
、カイラル剤の濃度は８０ｗｔ％以下であることが好ましい。
【０４４２】
　また、本実施の形態では、カイラル剤としてはＺＬＩ－４５７２やＭＬＣ－６２４８を
用いたが、これに限るものではない。一例として、Ｓ８１１（Ｅ．Ｍｅｒｃｋ社製）など
市販品を用いてもよい。また、軸不斉のカイラル剤を用いても良い。軸不斉のカイラル剤
としては、例えば、軸不斉ビナフチル誘導体（下記化合物（２９）参照）を用いることが
できる。
【０４４３】
【化４３】

【０４４４】
ここで、ｎは４～１４の整数である。
【０４４５】
　なお、この化合物（２９）はｎが奇数の時に単独でブルー相を示すことがある。例えば
、ｎ＝７の場合には約１０３℃から約９４℃の範囲でブルー相を示す。また、ｎ＝９及び
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ｎ＝１１でもブルー相を示す（ただし、ｎ＝９及びｎ＝１１の場合、ｎ＝７の時に比べて
ブルー相の温度範囲は狭くなった）。したがって、この化合物（２９）が単独でブルー相
を示す（液晶性がある）場合には、物質層３に封入する媒質として、この化合物（２９）
を単独で用いても良い。また、化合物（２９）をカイラル剤として用いても良い。
【０４４６】
　このように、カイラル剤の濃度が高いとコレステリックブルー相を発現しやすくなり、
さらにコレステリックブルー相が持つ螺旋ピッチも短くなるので好ましい。
【０４４７】
　なお、上記の説明では、コレステリックブルー相におけるカイラル剤添加による効果を
述べてきたが、カイラル剤添加による効果はコレステリックブルー相に限定されるもので
はなく、スメクチックブルー相やネマチック相等の液晶相等の媒質においても、略同様の
効果を得ることができる。
【０４４８】
　カイラル剤を添加することにより、カイラル剤の持つ捩れ力（Helical twist power)を
効果的に作用させて、分子間に近接距離の相互作用(short-range-order)を及ぼすことが
できる。つまり、電界無印加時には光学的等方性を有する媒質に、電界印加によって媒質
中の分子を小集団(クラスター)として応答させることができる。これにより、本来、非常
に狭い温度範囲でしか光学的異方性が発現できない媒質でも、カイラル剤を添加すること
により、光学的異方性が発現する温度範囲を拡大させることができる。
【０４４９】
　また、カイラル剤が添加された媒質では、カイラル剤の自発的捩れ方向に起因した一方
向の捩れによって、入射した光に旋光性が生じるので、効率よく光を取り出すことが可能
となる。
【０４５０】
　　〔媒質例８〕
　物質層３に封入する媒質として、スメクチックブルー（ＢＰＳｍ）相を示す分子からな
る媒質を適用できる。
【０４５１】
　スメクチックブルー相は、コレステリックブルー相と同様、高い対称性の構造を有して
いる。また、光学波長未満の秩序（秩序構造、配向秩序）を有しているので、光学波長領
域では概ね透明な物質であり、電界印加によって配向秩序の程度が変化して光学的異方性
が発現する（光学的異方性の程度が変化する）。すなわち、スメクチックブルー相は、お
おむね光学的に等方性を示し、電界印加によって液晶分子が電界方向に向こうとするため
に格子が歪み、異方性を発現する。よって、スメクチックブルー相を示す分子からなる媒
質を、本表示素子の物質層３に封入する媒質として適用できる。
【０４５２】
　なお、スメクチックブルー相を示す物質としては、例えば、非特許文献８に記載されて
いるＦＨ／ＦＨ／ＨＨ－１４ＢＴＭＨＣがある。この物質は、７４．４℃～７３．２℃で
ＢＰＳｍ３相、７３．２℃～７２．３℃でＢＰＳｍ２相、７２．３℃～７２．１℃でＢＰ

Ｓｍ１相を示す。
【０４５３】
　また、スメクチックブルー相を示す媒質を用いる場合には、コレステリックブルー相を
示す媒質を用いる場合と同様、ブルー相の選択反射波長域または螺旋ピッチは４００ｎｍ
以下であることが好ましく、３８０ｎｍ以下であることがより好ましい。さらに、螺旋ピ
ッチは２５３ｎｍ以下であることが好ましく、２４０ｎｍ以下であることがより好ましい
。
【０４５４】
　また、本表示素子の物質層３に用いる媒質としては、光学波長未満の秩序構造（配向秩
序）を有していて、電界印加により光学的異方性の程度が変化する媒質であればよく、ス
メクチックブルー相やコレステリックブルー相に類似した相を持つ物質でもよい。
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【０４５５】
　スメクチックブルー相やコレステリックブルー相に類似した相を示す物質としては、例
えば下記の化合物（３０）および（３１）の混合物があげられる。
【０４５６】
【化４４】

【０４５７】
【化４５】

【０４５８】
ここで、Ｌは２～１０のいずれかの整数を表し、ｍは２～１４のいずれかの整数を表し、
ｎは０～６のいずれかの整数を表す。
【０４５９】
　なお、化合物（３０）と化合物（３１）とを混合する場合には、２×（ｎ+１）＝ｍの
関係を満たすように混合することが好ましい。また、化合物（３０）と化合物（３１）と
の混合割合は、適宜設定すればよい。例えばＬ＝６、ｍ＝６、ｎ＝２の場合、化合物（３
０）と化合物（３１）とを等量混合すると、スメクチックブルー相に類似した相（光学波
長未満の秩序構造（配向秩序）を有する相）を約１４３℃から約１３０℃の範囲で示す。
また、Ｌ＝６、ｍ＝６、ｎ＝２の場合に、化合物（３０）を３０％、化合物（３１）を７
０％の割合で混合したときには、約１３２℃から約１２０℃の範囲で光学波長未満の秩序
構造（配向秩序）を有する相を示す。
【０４６０】
　また、誘電性物質（物質層３に封入する媒質）のネマティック相状態における、５５０
ｎｍでの屈折率異方性をΔｎとし、１ｋＨｚでの誘電率異方性をΔεとすると、Δｎ×Δ
εが２．６以上であることが好ましい。
【０４６１】
　ここで、屈折率異方性（Δｎ）は、電界印加時の楕円（屈折率楕円体）の主軸方向（す
なわち、光波の偏光の成分方向）の屈折率（異常光屈折率）をｎｅ、上記楕円の主軸方向
に垂直な方向の屈折率（常光屈折率）をｎｏとすると、Δｎ＝ｎｅ－ｎｏで表される。す
なわち、本発明において、上記屈折率異方性（Δｎ）は、Δｎ＝ｎｅ－ｎｏ（ｎｅ：異常
光屈折率、ｎｏ：常光屈折率）で示される複屈折変化を示す。
【０４６２】
　また、誘電率異方性（誘電率変化）（Δε）は、誘電率の異方性を示し、液晶分子の長
軸方向における誘電率をεｅ、液晶分子の短軸方向における誘電率をεｏとすると、Δε
＝εｅ－εｏで表される値である。
【０４６３】
　次に、物質層３に上記媒質例５の液晶微粒子分散系を封入した本表示素子について行っ
た、駆動電圧の測定結果について説明する。
【０４６４】
　溶媒としては上記化合物（２）を用いた。この誘電性物質（液晶微粒子分散系）のΔｎ
×Δεは約２．２であった。また、物質層３の厚みを１０μｍ、櫛型電極４・５の電極間
距離を３．３μｍで形成した。なお、上記屈折率異方性Δｎは、アッベ屈折計（アタゴ製
「４Ｔ（商品名）」）を使用し、波長５５０ｎｍにて測定した。また、上記誘電率異方性
Δεは、インピーダンスアナライザー（東陽テクニカ社製「ＳＩ１２６０（商品名）」）
を使用し、周波数１ｋＨｚにて測定した。
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【０４６５】
　このように形成した本表示素子について、駆動電圧を変化させながら透過率を測定した
ところ、透過率が最大となる駆動電圧は約２６Ｖであった（図１６参照）。
【０４６６】
　ところで、非特許文献４によると、電界印加により発生する複屈折△ｎ（Ｅ）は、
△ｎ（Ｅ）＝λＢＥ２

で記述できる。ここで、λは光の波長、Ｂはカー定数、Ｅは印加電界強度である。
【０４６７】
　また、複屈折が変化することにより透過率Ｔは下式のように変化する。
Ｔ＝ｓｉｎ２（π×Δｎ（Ｅ）×ｄ/λ）＝ｓｉｎ２（πＢＥ２ｄ）
ここで、ｄは物質層３の厚さである。
【０４６８】
　したがって、上式より、透過率が最大になるのは、πＢＥ２ｄ＝π/２
の場合である。
【０４６９】
　また、上式よりΔＢ＝Δｎ（Ｅ）/λＥ２＝ΔｎＱ（Ｅ）/λＥ２

である。ここで、Ｑ（Ｅ）は配向秩序パラメータである。
【０４７０】
　また、非特許文献４によると、Ｑ∝Δε×Ｅ２である。
【０４７１】
　よって、透過率が最大となる駆動電圧Ｖは、櫛型電極４・５の電極間距離をＳとすると
、
Ｖ＝ＥＳ＝Ｓ×ｓｑｒｔ（１/（２×Ｂ×ｄ））∝Ｓ×ｓｑｒｔ（１/（Δｎ×Δε）×ｄ
）
になる。
【０４７２】
　以上の結果をもとに、上記誘電性物質を本表示素子に封入して測定した電圧－透過率特
性、及び、上記駆動電圧とΔｎ×Δεの関係式から見積もった、透過率が最大となる電圧
値（Ｖ（Ｖ））と、Δｎ×Δεとの関係を図１６に示す。
【０４７３】
　図１６に示すように、屈折率異方性Δｎと誘電率異方性Δεとの積（Δｎ×Δε）が２
．６以上の誘電率物質を使用し、物質層３の厚みを１０μｍ、櫛型電極４・５の電極間距
離を３．３μｍとした場合、透過率が最大となる駆動電圧は２４Ｖになる。
【０４７４】
　本表示素子をアクティブマトリクス駆動の表示装置に適用する場合には、櫛歯電極４・
５に印加する電界のＯＮ／ＯＦＦを切り替えるスイッチング素子（ＴＦＴ素子）を用いる
。スイッチング素子（ＴＦＴ素子）のゲート電極の膜厚と膜質とを最適化した場合に、ゲ
ート電極に印加することが可能な耐圧（電圧）を測定したところ、最大で６３Ｖであった
。したがって、この耐圧からゲート電極の電位がＨｉｇｈ（すなわち、ゲート電極ＯＮ）
のときの電圧１０Ｖおよびゲート電極の電位がＬｏｗ（すなわち、ゲート電極ＯＦＦ）の
ときの電圧－５Ｖ分を差し引いた４８Ｖｐｐ（６３－１０－５＝４８Ｖｐｐ（peak-to-pe
ak））が、物質層３に印加することができる最大限の電圧値である。この電圧値は、実効
値（ｒｍｓ：root-mean-square）で言えば±２４Ｖになる。
【０４７５】
　したがって、物質層３の厚みを１０μｍ、櫛型電極４・５の電極間距離を３．３μｍと
する場合には、屈折率異方性Δｎと誘電率異方性Δεとの積（Δｎ×Δε）が２．６以上
の誘電率物質を使用することにより、スイッチング素子の耐圧範囲内で、透過率を最大と
することができる。
【０４７６】
　なお、Δｎ×Δεが２．６以上の誘電率物質としては、例えば、化合物（３２）があげ
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られる。
【０４７７】
【化４６】

【０４７８】
ここで、Ｒはアルキル基を表す。化合物（３２）は、Δεが約２５、Δｎが約０．１５で
あり、Δｎ×Δε＝３．７５になる。
【０４７９】
　また、櫛歯電極構造の本表示素子において、さらに透過率が最大となる駆動電圧を下げ
るためには、櫛歯電極間隔を狭くすることが考えられるが、製造上の精度やプロセスマー
ジン、プロセスコスト等の制限から、櫛歯電極間隔を狭くすることには限界がある。
【０４８０】
　また、櫛歯電極構造の本表示素子において、さらに駆動電圧を下げるためには、物質層
３の厚さをさらに厚くすることも考えられる。しかしながら、物質層の厚さを単純に厚く
しても、電界が印加される厚みは、必ずしも物質層の厚さの増加分だけ増えるわけではな
い。このため、物質層３の厚みを１０μｍから、さらに厚くしても駆動電圧の低減には効
果的ではない。
【０４８１】
　また、本実施の形態に記載した媒質例１～８のうち、負の誘電異方性を有する媒質につ
いては、実施の形態１および２、後述する実施の形態４の表示素子に適用することができ
る。
【０４８２】
　また、本実施の形態に係る表示素子は、基板面平行方向に電界を印加する構成（横電界
）、物質層３に封入する媒質としてポジ型液晶を用いる構成（ポジ型液晶）、両基板に備
えられる配向膜のラビング方向を平行とする構成（パラレルラビング）、物質層３に配向
補助材を形成して分子の配向を補助する構成（ポリマー固定）を基本構成とするものであ
る、と表現することもできる。
【０４８３】
　また、上記した各媒質例に限らず、秩序構造のサイズが大きく、本願発明に適用しにく
そうな媒質であっても、配向補助材によって微細ドメインに強制的に固定化することによ
り、本願表示素子に適用できる。例えば、上記したような高分子ネットワーク、ゲル化剤
、微小細孔フィルムなどからなる配向補助材（微細構造）を媒質中に形成しておけば、ネ
マチック相やコレステリック相であっても、ほぼ光学的に等方的な状態を作り出すことが
できる。
【０４８４】
　高分子ネットワークとしては、例えば、５ＣＢにアクリレートモノマーを混入させてお
き、等方相において紫外線を照射することによって等方相中に形成される、微細な高分子
ネットワークを用いることができる。このように高分子ネットワークを形成した後、温度
を低下させてネマチック相を析出させると、微細な高分子ネットワークにより配向欠陥だ
らけとなる。すなわち、高分子ネットワークが光学波長未満のスケールで形成されていれ
ば、通常の一軸配向したネマチック配向とはならず、光学的に等方なネマチック相を得る
ことができる。また、完全な光学的等方相が得られず、わずかに光が散乱する場合には、
あらかじめカイラル剤を混入させておいてもよい。これにより、上記高分子ネットワーク
内に形成される微細ドメイン内にねじれ構造を誘起することができるため、微細ドメイン
の光学的異方性を低減することができる。その結果、光の散乱を抑制できる。
【０４８５】
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　〔実施の形態４〕
　本発明の他の実施の形態について図に基づいて説明する。なお、説明の便宜上、実施の
形態１にかかる表示素子と同様の構成および機能を有する部材については、同じ符号を付
し、その説明を省略する。
【０４８６】
　本実施の形態にかかる表示素子は、実施の形態１にかかる表示素子において、物質層３
に封入する媒質を変更するとともに、この媒質にカイラル剤を添加したものである。図１
７は、本実施形態にかかる表示素子１０の断面図である。なお、この図では、配向補助材
１１を省略している。
【０４８７】
　なお、本実施の形態では、配向膜８および９として、ＪＳＲ(株)製の水平配向膜である
ＪＡＬＳ-１０４８(ポリイミド)を用いた。また、本実施の形態にかかる表示素子におけ
る両基板間の間隔、すなわち、物質層３の厚さは１．３μｍとした。
【０４８８】
　物質層３は、ネガ型液晶混合物からなる媒質を含んでいる。なお、このネガ型液晶混合
物を構成する１液晶分子１２の配向状態を図１７に模式的に示している。このネガ型液晶
混合物は、例えば下記の液晶材料（３３）および（３４）の混合化合物等で実現すること
ができる。
【０４８９】
【化４７】

【０４９０】
【化４８】

【０４９１】
　このネガ型液晶材料のネマチック相状態での屈折率異方性Δｎは０．１４、誘電率異方
性Δεは－１４、ネマチック－アイソトロピック相転移温度(Ｔｎｉ)は６２℃である。
【０４９２】
　また、本実施の形態では、上記液晶材料にカイラル剤が添加されている。なお、カイラ
ル剤は、捩れ力（ヘリカルツイストパワー）により液晶性物質を構成する液晶分子同士を
結び付けて、液晶分子が配列している平面毎に分子長軸の角度がずれるツイスト（らせん
）構造を有する、コレステリック相を形成するものである。本実施の形態では、カイラル
剤として、以下の構造式（３５）に示すカイラル剤Ｓ８１１（E.Merck社）を用いた。
【０４９３】

【化４９】

【０４９４】
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　なお、カイラル剤Ｓ８１１と上記ネガ型液晶材料との混合物（カイラル剤添加液晶材料
）は、カイラル剤Ｓ８１１の重量％濃度ｃが３０ｗｔ％となるように調整した。ここで、
このカイラル剤Ｓ８１１と上記ネガ型液晶材料との混合物における、ネマチック－アイソ
トロピック相転移温度(Ｔｎｉ)を測定したところ、３８℃であった。上記ネガ型液晶材料
のみでは６２℃であったので、カイラル剤を添加することで凝固点降下のような現象が起
こって相転移温度が低下したと考えられる。この場合、物質層３内において、Ｔｎｉ温度
(３８℃)以下ではコレステリック液晶相（カイラルネマチック液晶相）となっている。ま
た、上記のカイラル剤添加液晶材料の自発的捩れ量(ナチュラルカイラルピッチ)ｐを、カ
イラル剤添加液晶材料を楔型セルに注入して外挿によって見積もったところ、ｐ＝０．５
９μｍであり、可視光波長程度であることが確認された。ここで、カイラル（螺旋）ピッ
チｐとカイラル濃度ｃとは下記の式１で関係づけられていることが一般的に知られている
。
【０４９５】
　　　ｐ＝１／Ａｃ　　　　　　　　（式１）
Ａは比例定数であり、ＨＴＰ(Helical twist power)というカイラル剤の捩れ力を示す指
標である。つまり、カイラル添加濃度が増える程、カイラル（螺旋）ピッチは短くなるこ
とが分かる。また、Ａの値はカイラル剤によって異なる材料固有のものであるとともに、
混合する相手の液晶材料（ホスト液晶材料）によっても異なる。
【０４９６】
　そして、本実施の形態にかかる表示素子１０を外部加温装置(図示せず)によりＴｎｉ直
上の温度、ここでは、Ｔ＝Ｔｎｉ＋０．１Ｋに保って基板法線方向の電界(縦方向電界)を
印加した。上記のように物質層３にはネガ型液晶材料とカイラル剤が添加されていること
と、上記基板界面に水平配向膜が備えられていることにより、表示素子１０における液晶
分子は、電界印加時には、図１７に示すように、右捩れあるいは左捩れの一方向の掌性を
有するツイスト構造をなすクラスター（分子の小集団）が比較的低い電圧で発生した。ま
た、クラスターのサイズはカイラル（螺旋）ピッチ程度であることが分かった。
【０４９７】
　上記のように本実施の形態にかかる表示素子１０において、比較的低い電圧で一方向の
掌性を有するツイスト構造が発現した原因として、表示素子１０では基板界面に水平配向
膜を予め設けていたことが考えられる。図１８に模式的に示すように、電界無印加時には
物質層３はバルクとしては光学的等方性を呈しているが、基板界面の分子は水平配向膜８
，９の配向規制力に従って基板面内方向に配向、あるいは、吸着している。この界面の分
子層はセル厚と比べると非常に薄い層であって、セルの光学特性には全く影響を与えない
。そして、電界を印加すると、同図に示したように、界面に配向・吸着していた分子層が
きっかけとなってより効果的にセル内部の分子も基板面内方向に配向すると同時に、カイ
ラル剤の掌性の影響を受けてツイスト構造が発現する。この結果、比較的低い電圧で本表
示素子では光学的異方性が発現する。
【０４９８】
　本実施形態の表示素子では縦方向電界(基板法線方向電界)を印加する平板透明電極を用
いた構成が前提であるが、横方向電界を印加する櫛歯状電極構成(Inter-digital electro
de structure)でも、カイラル剤を添加しない場合に比べて低駆動電圧が可能である。な
お、この場合、本実施の形態にかかる表示素子１０のように基板法線方向電界を印加した
セルとは駆動電圧、光学的異方性が発現する閾値電圧は同一にはならないが、カイラル剤
を添加しない場合との大小関係や定性的な関係は維持されていることが本発明者らの検討
によって明らかになった。
【０４９９】
　また、カイラル剤を添加しない以外は、本実施形態にかかる表示素子１０と同様に形成
した比較用表示素子では、表示素子の温度と閾値(最大透過率の５％に到達する電圧)とを
測定したところ、閾値が温度変化に対してフラットになる温度領域は全く存在しなかった
。一方、本実施の形態にかかる表示素子１０では相転移点から上、０．５Ｋ程度の温度領
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域では閾値がほぼフラットであった。つまり、本実施の形態にかかる表示素子１０では、
カイラル剤を３０ｗｔ％と大量に添加することで温度領域の拡大が実現できており、カイ
ラル剤の多量添加で、電界無印加時に光学的等方性を示している媒質中に電界印加で効果
的に光学的異方性を発現させることができている。
【０５００】
　このことは、カイラル剤の添加は光学的等方性媒質中に電界印加でカイラル剤の捩れ力
が及ぶことのできる領域(クラスター)が形成されていることを暗に示しており、このクラ
スターは温度上昇に対して比較的安定に存在していて、より広い温度範囲で光学的異方性
を発現できることに繋がっていると考えられる。
【０５０１】
　また、この閾値のフラットな温度範囲は、カイラル剤の添加量を増やすとさらに広がる
ことも確認された。温度範囲を広げるためのカイラル添加濃度の下限が３０ｗｔ％である
ことが分かった。また、例えば、非特許文献１３よると、カイラル剤を多量に添加した液
晶材料ではコレステリックブルー相を呈することがあることが記載されている。
【０５０２】
　図１９（ａ）および図１９（ｂ）は、コレステリックブルー相を説明するための説明図
であり、図１９（ａ）はカイラルピッチｐおよび温度に対する相状態の変化を示すグラフ
であり、図１９（ｂ）はコレステリックブルー相において形成されるDouble Twist Cylin
der(ＤＴＣ)構造を示す説明図である。
【０５０３】
　図１９（ａ）に示すように、コレステリックブルー相はアイソトロピック相（等方相）
とコレステリック相との間の相として発現する。この発現にはカイラル剤が大きく関与し
ており、アイソトロピック相を示す状態から、カイラルピッチｐが小さくなって、ある臨
界ピッチ以下になるとコレステリックブルー相が発現する。
【０５０４】
　ブルー相に関しては学術的にも盛んに解析されてはいるが、依然として未知の部分も多
い。また、コレステリックブルー相の中にもさらにいくつかの相が存在すると言われてい
る。それらは低温側からＢＰＩ、ＢＰＩＩ、ＢＰＩＩＩと呼ばれている。コレステリック
ブルー相においてはカイラル剤の近接的な捩れ力によって、その捩れ力が及ぶ領域内では
Double Twist Cylinder(ＤＴＣ)構造という、筒のような構造を有している（図１９（ｂ
）参照）。この筒状構造はカイラル剤の捩れ力と、液晶分子の連続的に配向を繋げようと
する連続弾性的性質との拮抗によって生じるものである。この筒状構造の外側は、カイラ
ル剤の捩れ力が及ばない領域であり、その中には配向欠陥(ディスクリネーション、Discl
ination)が存在する。また、この筒状構造はブルー相において体心立方構造（図１５中央
のディスクリネーションの位置を示す図を参照）や面心立方構造等の３次元周期構造を有
していることもＸ線解析等によって明らかにされている。
【０５０５】
　本実施の形態の表示素子１０では相構造の詳しい解析までは実施していないが、上記文
献中に記述されているようなコレステリックブルー相を呈していることも考えられる。こ
のブルー相はある温度範囲において示す相であって、その温度範囲内においては一定の光
学特性(例えば閾値が一定であることや最大透過率に到達する電圧が一定であること等)を
示すことが予想される。本発明の表示素子は、上記したような光学特性が広い温度範囲で
得られればよく、そのような光学特性の起源がコレステリックブルー相であっても全く構
わない。つまり、物質層３に封入されている媒質はコレステリックブルー相でも、上述の
スメクチック相で示すスメクチックブルー相であってもよい。また、上記の光学特性は、
先に述べたようなカイラル剤多量添加がもたらすクラスター形成に起因するものであって
もよい。
【０５０６】
　上記の結果から、本実施の形態にかかる表示素子１０では、低電圧で駆動可能であると
ともに、光の利用効率も高くて明るい表示が実現できる。また、本実施の形態にかかる表
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示素子１０、すなわち、カイラル剤Ｓ８１１と上記ネガ型液晶材料との組み合わせからな
る媒質を用いる場合、カイラル剤の添加濃度は少なくとも３０ｗｔ％以上であれば、低電
圧駆動が可能であり、光の利用効率が高く、明るい表示を実現できる。これは、本実施の
形態にかかる表示素子１０の場合、カイラル剤の添加濃度を３０ｗｔ％以上とすることで
、カイラルピッチが少なくとも可視光波長か、それ以下となるためである。したがって、
本実施の形態で用いたカイラル剤Ｓ８１１と上記ネガ型液晶材料との組み合わせでは、カ
イラル剤の添加濃度は３０ｗｔ％以上が好ましいという結果が得られたが、より重要なこ
とは、最終的なカイラル剤添加液晶としてのカイラル（螺旋）ピッチが可視光波長領域か
、もしくはそれ以下の範囲であることである。このような構成にすることで、カイラル剤
Ｓ８１１と上記ネガ型液晶材料との組み合わせ以外の媒質を用いる場合でも、本実施の形
態のように、駆動電圧が低く、かつ、光の利用効率に優れた表示素子が実現できる。
【０５０７】
　次に、本実施の形態にかかる表示素子１０で光が取り出せている理由について本発明者
らは考察を行った。本実施の形態にかかる表示素子１０における媒質として用いているよ
うな、カイラル剤を多量に添加した液晶材料等は一般的に光学活性物質と呼ばれている（
例えば、非特許文献１４参照）。
【０５０８】
　図２０は、光学活性のメカニズムを模式的に示した説明図である。この図に示すように
、直線偏光を入射させる場合を考える。直線偏光は位相、振幅の揃った左右円偏光に分解
することができる。これが光学活性物質に入射すると、光学活性物質はそれ自体が固有に
持つ結晶構造や捩れ(へリックス)構造のために、左右円偏光に対する屈折率が異なる。な
お、図２０では、簡単のために、右回り円偏光の屈折率をｎ＋、左回り円偏光の屈折率を
ｎ－で示した。すると、光学活性物質から出射する時には、ｎ＋とｎ－の屈折率の差、光
学活性物質の厚みｄ等で決まる量だけ、左右円偏光の位相が互いにずれることとなる。そ
して、この出射時の左右円偏光を合成すると、ちょうど、入射時の直線偏光の偏光方位と
比べて、ある角度分だけ偏光方位が回転した直線偏光となる。その結果、本実施の形態に
かかる表示素子１０のように上下偏光板６，７を直交配置(クロスニコル配置)にしておく
と、光が透過してくることとなる。本実施の形態にかかる表示素子１０では、上記のよう
なメカニズムにより、光を取り出せることが本発明者らによって分かった。なお、光学活
性物質としては、例えば、ショ糖やショウノウの溶液、光軸に垂直に切った水晶の平行平
面板、キレート型金属錯化合物、不整炭素を持つ有機化合物、へリックス構造を持つ生体
高分子、コレステリック液晶、ロッシェル塩、セレンやテルル等の螺旋構造を持つ結晶、
酒石酸、ブドウ糖溶液等がある。
【０５０９】
　また、本実施の形態にかかる表示素子１０の物質層３では、上記のネガ型液晶性混合物
に加えて、光重合性モノマー(重合性化合物)と重合開始材を適量、予め添加しておき、液
晶性混合物がネマチック相状態において紫外線(ＵＶ)を照射してセル内に高分子鎖（配向
補助材）１１を形成している。
【０５１０】
　この場合、液晶性混合物はネマチック相を呈している状態で照射を行うため、配向膜８
，９界面の配向方向に沿って液晶分子がセル内部までカイラル剤の捩れ方向に従って、一
様捩れ配向した状態のまま、固定化されることになる。つまり、高分子鎖１１は、捩れ配
向している液晶分子をあるサイズで囲い込むような形で３次元的壁状に形成される。ここ
で、高分子鎖１１に囲まれる領域(カプセル)のサイズは光重合性モノマーの添加量やＵＶ
光の照射エネルギー等で決まるものであるが、高分子の屈折率と液晶分子の屈折率とのミ
スマッチから生じる光散乱によるコントラスト低下を防ぐためには、カプセルのサイズは
可視光波長以下であることが好ましい。
【０５１１】
　このように、例えば、ネマチック相によって物質層３に封入する媒質の配向状態の固定
化を施したものを、本実施の形態にかかる表示素子１０の駆動温度領域である、ネマチッ
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ク－アイソトロピック相転移温度（Ｔｎｉ点）の上の等方相に加温すると、おのおののカ
プセル中の液晶は光学的等方相へと相転移する。このような固定化を施していない表示素
子では等方相液晶に電界を印加した際に光学的異方性が発現する温度範囲は非常に狭い（
例えば１Ｋ程度）。しかし、本実施形態にかかる表示素子１０のように高分子でカプセル
化やネットワーク化を施したものは高分子の壁の効果（高分子壁のアンカリング効果）を
液晶分子が等方相を示す状態でも有効に作用させることができるので、温度範囲の拡大が
可能となる。したがって、広い温度範囲で駆動可能な表示素子を実現できる。
【０５１２】
　なお、上記のように、物質層３に封入する媒質の配向状態の固定化する配向補助材（固
定化補助材）としては、実施の形態１～３に記載した各配向補助材を用いることができる
。また、本実施の形態にかかる表示素子１０の製造方法は、実施の形態１に記載した方法
と略同様の方法を適用できる。
【０５１３】
　また、本実施の形態にかかる表示素子１０に封入する媒質は、上記した例に限るもので
はない。
【０５１４】
　また、カイラル剤の添加濃度が３０ｗｔ％以上の他の例として、下記構造式（３６）に
示すＢＤＨ社のネマチック液晶Ｅ８
【０５１５】
【化５０】

【０５１６】
に、下記構造式（３７）に示すカイラル剤ＣＢ１５
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【０５１７】
【化５１】

【０５１８】
を４２．５ｗｔ％の濃度で添加した材料系を用いてもよい。この材料系のカイラルピッチ
は０．５３μｍ、すなわち可視光波長範囲内であり、また、コレステリックブルー相を示
す。
【０５１９】
　また、上記の説明では主に、一方向の掌性を示す媒質を用意するにあたり、ホストとな
る液晶材料にカイラル性物質（カイラル剤）を添加する系について述べてきたが、これに
限定されるものではない。例えば、その媒質自身がカイラル性を有するもの（カイラル物
質）を用いてもよい。また、バナナ型（屈曲型）液晶のように不斉炭素原子を持たないが
（分子自体はカイラル性を持たないが）、分子形状の異方性とパッキング構造により系と
してカイラル性が発生する分子を含む媒質を用いてもよい。このようなバナナ型（屈曲型
）液晶としては例えば、下記の構造式（３８）に示すＰ８ＰＩＭＢが挙げられる。
【０５２０】

【化５２】

【０５２１】
また、上記Ｐ８ＰＩＭＢ以外のバナナ型（屈曲型）液晶を用いてもよい。例えば、屈曲部
はフェニレン基などのベンゼン環だけではなく、ナフタレン環やメチレン鎖で結合しても
よい。例えば、下記構造式（３９）～（４２）に示す化合物などを用いてもよい。
【０５２２】

【化５３】

【０５２３】
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【化５４】

【０５２４】
【化５５】

【０５２５】
【化５６】

【０５２６】
　また、アゾ基が含まれているバナナ型（屈曲型）液晶を用いてもよい。このようなバナ
ナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（４３）の化合物などが挙げられる。
【０５２７】

【化５７】

【０５２８】
　また、上記した各バナナ型（屈曲型）液晶は結合部（屈曲部）の左右で対称的な化学構
造を持っているが、結合部の左右で非対称な化学構造を持っていても良い。そのようなバ
ナナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（４４）の化合物などが挙げられる
。
【０５２９】
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【化５８】

【０５３０】
　また、上記バナナ型（屈曲型）液晶分子はカイラル炭素を含んでいないが、必ずしもこ
れに限定されるものではなく、カイラル炭素を１つ、あるいは複数含んでいても良い。そ
のようなバナナ型（屈曲型）液晶としては、例えば、下記構造式（４５）の化合物などが
挙げられる。
【０５３１】

【化５９】

【０５３２】
　また、本実施形態にかかる表示素子は、基板面法線方向に電界を印加する構成(縦電界
印加構成)、物質層３に封入する媒質としてカイラル剤を添加したネガ型液晶を用いる構
成、両基板面には配向膜を配置しておく構成、物質層３に配向補助材を形成して電界印加
時の分子配向を補助する構成、もしくは、物質層３を小領域に閉じ込めておく構成を基本
構成とするものである、と表現することもできる。
【０５３３】
　あるいは、本実施形態にかかる表示素子は、基板面法線方向に電界を印加する構成(縦
電界印加構成)、物質層３に封入する媒質として、カイラル性物質を添加したネガ型液晶
を用いる構成と表現することもできる。
【０５３４】
　〔実施の形態５〕
　本発明の他の実施の形態について図に基づいて説明する。なお、説明の便宜上、上記各
実施の形態にかかる表示素子と同様の構成および機能を有する部材については、同じ符号
を付し、その説明を省略する。
【０５３５】
　本実施の形態にかかる表示素子は、実施の形態３にかかる表示素子３０において、物質
層３に封入する媒質、および、基板１と基板２との間隔を変更したものである。
【０５３６】
　すなわち、本実施の形態にかかる表示素子では、物質層３に封入する媒質を、透明な誘
電性物質である4’-n-alkoxy-3’-nitrobiphenyl-4-carboxylic acids (ＡＮＢＣ－２２)
に有機系微粒子を０．０５ｗｔ％以上０．１ｗｔ％以下の濃度で加えた物質とした。ＡＮ
ＢＣ－２２の化学構造式（４６）を下記に示す。なお、化学構造式（４６）においてｎ＝
２２である。
【０５３７】
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【化６０】

【０５３８】
　また、基板１および２にはガラス基板を用い、両基板間の間隔は、ビーズをあらかじめ
散布しておくことにより、４μｍになるように調整した。すなわち、物質層３の厚さを４
μｍとした。
【０５３９】
　櫛形電極４ａ・５ａは、ＩＴＯからなる透明電極とした。また、両基板の内側（対向面
）には、ラビング処理を施したポリイミドからなる配向膜を形成した。ラビング方向は、
実施の形態３において図１４に示したラビング方向と同様である。なお、ラビング方向は
これに限るものではないが、物質層３に封入した媒質がスメクチックＣ相を示していると
きに、明状態となる方向が望ましく、典型的には偏光板軸方向と４５度の角度をなしてい
ることが望ましい。なお、基板１側の配向膜については、櫛形電極４ａ・５ａを覆うよう
に形成した。
【０５４０】
　偏光板６・７は、図１４に示したように、互いの吸収軸が直交するとともに、各偏光板
における吸収軸と櫛形電極４ａ・５ａにおける櫛歯部分の電極伸長方向とが約４５度の角
度をなすように、それぞれ基板１および２の外側（対向面の反対側）に設けた。
【０５４１】
　このようにして得られた表示素子は、スメクチックＣ相―キュービック相相転移温度よ
りも低温側の温度では、スメクチックＣ相となる。なお、スメクチックＣ相は、電界無印
加状態において光学的異方性を示す。
【０５４２】
　そして、この表示素子を、外部加温装置によりスメクチックＣ相－キュービック相の相
転移近傍の温度（上記相転移温度から、その低温側１０Ｋ程度までの温度）に保ち、櫛形
電極４ａ・５ａ間に電界印加（電圧５０Ｖ程度の交流電場（周波数は０より大きく数百ｋ
Ｈｚまで））を行ったところ、透過率を変化させることができた。すなわち、電界無印加
時に光学的異方性を示すスメクチックＣ相（明状態）に、電界を印加することにより、等
方的なキュービック相（暗状態）に変化させることができた。すなわち、この表示素子は
、電界無印加時に光学的異方性を示し、電界を印加することによって光学的等方性を示す
。なお、このとき、屈折率楕円体は楕円から球状に変化する。
【０５４３】
　また、各偏光板の吸収軸と櫛形電極がなす角度は４５度に限らず、０～９０度のあらゆ
る角度で表示を行うことができた。これは、明状態を電界無印加時に実現しているため、
すなわち、明状態を、両配向膜に施したラビング方向と両偏向板の偏光板吸収軸方向の関
係だけで達成しているためである。
【０５４４】
　また、この表示素子では、暗状態は電界印加による媒質の光学的等方相への電界誘起相
転移で実現している。そのため、各偏光板吸収軸は、互いに直交してさえいればよく、各
偏光板吸収軸と各櫛形電極の方向との関係は表示に寄与しない。
【０５４５】
　したがって、配向処理（ラビング処理）は必ずしも必要ではなく、アモルファス配向状
態（ランダム配向状態）でも表示を行うことができる。
【０５４６】
　また、基板１および２に、それぞれ電極を設け、基板面法線方向の電界を発生させても
、基板１上に櫛形電極４ａ・５ａを設ける場合と、ほぼ同様の結果が得られた。すなわち
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、電界方向を基板面水平方向ではなく、基板面法線方向とした場合にも、ほぼ同様な結果
が得られた。
【０５４７】
　このように、物質層３に封入する媒質として、電界無印加時に光学的異方性を有し、電
界印加により光学的異方性が消失して光学的等方性を示す媒質を用いてもよい。
【０５４８】
　また、配向補助材によって物質層３内に多数の小領域（微細ドメイン）を形成すること
により、物質層３に封入する媒質（上記混合物質からなる媒質）を構成する分子の、電界
印加時における配向秩序構造を固定化してもよい。また、物質層３に封入する媒質に、例
えば重合性モノマー（例えばアクリレート系モノマー等の光重合性モノマー）、あるいは
、重合性モノマー及び重合開始剤を加えて、重合してもよい。つまり、電界印加時におけ
る光学的等方性の秩序構造を、重合性化合物（配向補助材）により安定化してもよい。ま
た、電界印加時における光学的等方性の秩序構造を、微粒子、水素結合体、多孔質構造体
などによって安定化してもよい。
【０５４９】
　また、本実施の形態では、物質層３に封入する媒質として、ＡＮＢＣ－２２と有機系微
粒子との混合物質を用いたが、これに限られるものではない。電界無印加時に光学的異方
性を有し、電界印加により光学的異方性が消失して光学的等方性を示す媒質であれば、上
記の混合物質を用いる場合と略同様の効果が得られる。また、物質層３に封入する媒質は
、電界無印加時に光学的異方性を有し、電界印加により光学的異方性が消失して光学的等
方性を示す媒質であれば、混合物質である必要はない。
【０５５０】
　また、本実施の形態にかかる表示素子において物質層３に用いられる媒質は、正の誘電
異方性を有するものであっても、負の誘電異方性を有するものであってもよい。例えば、
上記各実施の形態に記載した媒質のいずれかを用いてもよい。正の誘電率異方性を有する
媒質を用いた場合には、基板に概ね平行な電界にて駆動する必要があるが、負の誘電異方
性を有する媒質を適用した場合にはその限りではない。例えば、基板に斜めの電界によっ
ても駆動可能であり、垂直な電界によっても駆動可能である。この場合には、対向する一
対の基板（基板１および２）の双方に電極を備え、両基板に備えられた電極間に電界を印
加することによって、物質層３に電界を印加することになる。
【０５５１】
　また、電界を基板面平行方向に印加する場合であっても、あるいは、基板面垂直方向ま
たは基板面に対して斜め方向に印加する場合であっても、電極の形状、材質、電極の数、
および配置位置等は適宜変更すればよい。例えば、透明電極を用いて基板面に対して垂直
に電界を印加すれば、開口率の点で有利である。
【０５５２】
　本発明の表示装置は、上記のいずれかに記載の表示素子を備えていることを特徴として
いる。したがって、表示のために必要な駆動電圧を低電圧化した表示装置を実現でき、か
つ、温度範囲の広い表示装置を実現することが可能となる。
【０５５３】
　また、上記各実施の形態においては、上記媒質の光学的異方性の程度を変化させる手段
として、主に、電界の印加を例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定されるものでは
なく、電界以外の外場を印加することにより、外場印加時と無印加時とで、光学的異方性
の程度を変化させてもよい。すなわち、少なくとも一方が透明な一対の基板と、上記両基
板間に挟持された物質層とを備え、上記物質層に外場（電界）を印加することによって表
示を行う表示素子であって、上記物質層は、外場（電界）印加によって光学的異方性の程
度が変化する媒質からなり、かつ、上記物質層には、配向補助材が形成されている構成で
あってもよい。これにより、駆動に必要な外場の強度が小さい表示素子を実現できる。
【０５５４】
　例えば、電界を印加する代わりに、磁場を印加するようにしてもよい。この場合、媒質
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を変化させることになる。このため、媒質としては、磁化率の異方性の大きいものが好ま
しい。
【０５５５】
　有機分子の場合、磁化率への寄与のほとんどは反磁性磁化率によるものなので、磁界の
変化によってπ電子が分子内で環状に運動できる場合に、その絶対値が大きくなる。した
がって、例えば分子内に芳香環がある場合に、磁界の方向に対して芳香環が垂直に向くよ
うな場合に磁化率の絶対値が大きくなる。この場合、芳香環の水平面方向の磁化率の絶対
値は垂直方向に比べて小さいので、磁化率の異方性が大きくなる。よって、媒質は分子内
に６員環などの環状構造があるものが好ましい。
【０５５６】
　また、磁化率の異方性を上げるには媒質内の電子スピンを配列させることも好ましい。
分子内にＮやＯやＮＯのラジカルの電子スピンを導入することにより、分子が安定なスピ
ンを持つことができる。スピンを平行に配列させるためには、例えば平面上の共役系分子
を積み重ねることにより実現できる。例えば、中心のコア部分が積み重なりカラムを形成
しているディスコチック液晶が好適である。
【０５５７】
　また、上記媒質の光学的異方性の程度を変化させるための外場として、光を用いること
もできる。この場合、外場として用いる光の波長は特に限定されるものではないが、例え
ばＮｄ：ＹＡＧレーザーで５３２ｎｍの光を発振させて媒質に照射することにより、媒質
の光学的異方性の程度を変化させることができる。
【０５５８】
　この場合に用いる媒質は、特に限定されるものではなく、光照射により光学的異方性の
程度が変化する媒質であればよい。例えば、上記した電界を用いる場合の各媒質例と同様
のものを用いることができる。一例として、上記したペンチルシアノビフェニル（５ＣＢ
）を用いてもよい。
【０５５９】
　また、外場として光を用いる場合、媒質中に色素が少量含まれていることが好ましい。
色素を少量添加することにより、色素を添加しない場合に比べて、光学的異方性の程度の
変化が大きくなる。なお、媒質中における色素の含有量は０．０１ｗｔ％以上、５％未満
であることが好ましい。０．０１％未満だと、色素の量が少ないために光学的異方性の程
度の変化にほとんど寄与せず、５％以上だと励起光が色素に吸収されてしまうからである
。
【０５６０】
　例えば、ペンチルシアノビフェニル（５ＣＢ）をそのまま媒質として用いてもよいが、
この物質に色素を加えたものを媒質として用いてもよい。加える色素としては特に限定さ
れるものではないが、色素の吸収帯が励起光の波長を含むものが好ましい。例えば、１Ａ
ＡＱ（1-amino-anthroquinone、アルドリッチ（Aldrich）社製、下記化学構造式参照）を
加えてもよい。
【０５６１】
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【化６１】

【０５６２】
　ペンチルシアノビフェニル（５ＣＢ）に、１ＡＡＱを０．０３％加えることにより、光
励起による光学的異方性の程度の変化は、１ＡＡＱを加える前に比べて１０倍程度大きく
なった。
【０５６３】
　また、上記表示素子において、上記光学的異方性を発生させる手段としては、上記した
ように、例えば電界、磁場、光等が挙げられるが、そのなかでも、電界が、上記表示素子
の設計および駆動制御が容易であることから好ましい。
【０５６４】
　したがって、上記表示素子は、外場印加手段として、例えば、電極等の電界印加手段や
、電磁石等の磁場印加手段等を備えていてもよく、上記外場印加手段としては、上記表示
素子の設計および駆動制御の点から、電界印加手段であることが好ましい。
【０５６５】
　なお、本発明において、上記外場印加手段としては、外場の印加前後で上記媒質の光学
的異方性の程度を変化させることができるものであれば特に限定されるものではなく、上
記外場印加手段としては、電極等の電界印加手段や、電磁石等の磁場印加手段の他に、レ
ーザ装置、例えば上記Ｎｄ：ＹＡＧレーザ等の光照射手段（励起光生成手段）等を用いる
ことができる。
【０５６６】
　よって、本発明において、上記外場印加手段は、上記表示素子自身が備えていてもよく
、上記表示素子とは別に設けられていてもよい。
【０５６７】
　つまり、本発明にかかる表示装置は、上記外場印加手段が設けられた表示素子を備える
ものであってもよく、上記表示素子とは別に上記外場印加手段を備えているものであって
もよい。言い換えれば、上記表示装置は、本発明にかかる上記表示素子と、該表示素子に
おける媒質に外場を印加する外場印加手段とを備えている構成を有していてもよい。
【０５６８】
　また、上記各実施の形態において、物質層３に封入する媒質は、外場を印加することに
よって光学的異方性の程度が変化するものであればよい。したがって、本発明の表示素子
では、光学的異方性の程度が変化する媒質として、例えば、外場を印加することによって
秩序構造（配向秩序）が変化し、光学的異方性の程度が変化するものを用いることができ
る。
【０５６９】
　例えば、外場無印加時に光学的等方性を示し、外場を印加することによって光学的異方
性を示す媒質を用いてもよい。つまり、外場無印加時に光学波長未満の秩序構造を有し、
外場印加によって秩序構造が変化して光学的異方性の程度が変化する媒質を用いてもよい
。この場合、屈折率楕円体の形状は、外場無印加時には球状であり、外場を印加すること
によって楕円に変化する。
【０５７０】
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　また、外場無印加時に光学的異方性を示し、外場を印加することによって光学的等方性
を示すものであってもよい。つまり、外場無印加時に光学的異方性を示す秩序構造を有し
、外場印加によって秩序構造が変化して光学的等方性を示す媒質を用いてもよい。この場
合、屈折率楕円体の形状は、外場無印加時には楕円であり、外場を印加することによって
球状に変化する。
【０５７１】
　また、外場無印加時に光学的異方性を示し、外場を印加することによって、光学的異方
性が発現している状態において、その光学的異方性の程度が変化する媒質を用いてもよい
。つまり、外場無印加時に光学的異方性を示す秩序構造を有し、外場印加によって秩序構
造が変化して光学的異方性の程度が変化する媒質を用いてもよい。この場合、屈折率楕円
体の形状は、外場界印加前後で長軸および短軸の割合が変化する（なお、上記楕円として
は、ほぼ球状であってもよい）。
【０５７２】
　このように、本発明の表示素子は、少なくとも一方が透明な一対の基板間に挟持された
媒質に外場を印加することによって表示を行う表示素子であって、上記媒質は、外場を印
加することによって秩序構造が変化して光学的異方性の程度が変化するものであってもよ
い。
【０５７３】
　なお、本発明において、外場の印加により媒質の光学異方性の程度が変化するとは、前
記したように、外場の印加に伴って屈折率楕円体の形状が変化することを示す。例えば、
上記したように外場無印加時に光学的等方性を示し、外場を印加することによって光学的
異方性の程度が変化する場合、つまり、外場を印加することによって光学的異方性が発現
する場合、屈折率楕円体の形状は、外場の印加により、球状から楕円に変化する。また、
上記媒質が外場無印加時に光学的異方性を示し、外場印加時に光学的等方性を示す場合、
屈折率楕円体の形状は、外場の印加により、楕円から球状に変化する。また、上記媒質が
、外場無印加時に光学的異方性を示し、外場を印加することによって、外場印加前と比較
して光学的異方性の程度が大きくなるか、あるいは、小さくなる場合、屈折率楕円体の長
軸方向あるいは短軸方向の長さが外場の印加により伸縮し、外場印加前後で長軸および短
軸の割合が変化する（この結果、例えば曲率が変化する）。これにより、例えば、外場印
加後に光学的異方性の程度がより大きくなる場合、外場印加により、外場印加前（外場無
印加時）よりも短軸方向の長さに対する長軸方向の長さの比率がより大きな楕円となる。
また、外場印加後に光学的異方性の程度がより小さくなる場合、外場印加により、外場印
加前（外場無印加時）よりも短軸方向の長さに対する長軸方向の長さの比率がより小さな
楕円（つまり、上記比率が１に近づく（ほぼ球状も含む））となる。
【０５７４】
　この場合、液晶分子の配向方向の変化を利用する従来の液晶表示素子のように液晶固有
の粘度が応答速度に大きく影響することがないので、従来の液晶表示素子よりも高速応答
を実現できる。
【０５７５】
　また、この場合、上記媒質を、外場印加時または外場無印加時に所定の秩序構造を示す
状態（外場を印加することによって秩序構造に歪みが生じ、光学的異方性の程度が変化す
る状態）となる温度に保つだけでよいので、温度制御を容易にすることができる。つまり
、例えば上記した特許文献１に記載されているような、電界印加による有極性分子におけ
る電子の偏りを利用する従来の電気光学効果を利用した表示装置では、駆動温度範囲が液
晶相の相転移点近傍の温度に制限され、極めて高精度な温度制御が必要であるという問題
があった。これに対して、上記の構成によれば、上記媒質を、外場印加時または外場無印
加時に所定の秩序構造を示す状態となる温度に保つだけでよいので、温度制御を容易にす
ることができる。
【０５７６】
　また、本発明の表示素子に用いられる媒質は、外場を印加することによって光学的異方
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性の程度が変化するものであればよく、必ずしもカー効果を示す媒質、すなわち電界の２
乗に比例して屈折率が変化する媒質である必要はない。
【０５７７】
　本発明は上述した各実施の形態に限定されるものではなく、特許請求の範囲に示した範
囲で種々の変更が可能であり、異なる実施の形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜
組み合わせて得られる実施の形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０５７８】
　本発明の表示装置は、テレビやモニター等の画像表示装置や、ワープロやパーソナルコ
ンピュータ等のＯＡ機器、あるいは、ビデオカメラ、デジタルカメラ、携帯電話等の情報
端末等に備えられる画像表示装置に、広く適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０５７９】
【図１】本発明の一実施の形態にかかる表示素子の概略構成を示す断面模式図である。
【図２】本発明の一実施の形態にかかる表示素子における、配向膜のラビング方向および
偏光板の吸収軸方向を示す説明図である。
【図３】比較用表示素子における、印加電圧と透過率との関係を説明するための説明図で
あり、（ａ）は電圧無印加の状態、（ｂ）は両電極間に電圧Ｖ１を印加した状態、（ｃ）
は両電極間に電圧Ｖ２（＞Ｖ１）を印加した状態を示している。
【図４】比較用表示素子において、両基板間に電圧Ｖ２を印加した場合の、分子の配向方
向を説明するための説明図である。
【図５】各種液晶相の構造モデルである。
【図６】キュービック相の構造モデル（ロッドネットワークモデル）である。
【図７】キュービック相の構造モデルである。
【図８】本発明の一実施の形態にかかる表示素子において、物質層にＢＡＢＨ８を封入し
た場合と、従来の液晶表示素子とにおける、表示原理の違いを説明するための説明図であ
る。
【図９】液晶マイクロエマルションの構造を示す模式図である。
【図１０】液晶マイクロエマルションの構造を示す模式図である。
【図１１】リオトロピック液晶相の分類図である。
【図１２】本発明の他の実施の形態にかかる表示素子における、配向膜のラビング方向お
よび偏光板の吸収軸方向を示す説明図である。
【図１３】本発明のさらに他の実施の形態にかかる表示素子の概略構成を示す断面模式図
である。
【図１４】本発明のさらに他の実施の形態にかかる表示素子における、偏光板の吸収軸方
向、配向膜のラビング方向、電界印加方向を示す説明図である。
【図１５】コレステリックブルー相、および、本発明の一実施形態における固定化のメカ
ニズムを示す説明図である。
【図１６】本発明の実施の一形態にかかる表示素子について測定した電圧－透過率特性か
ら見積もった、透過率が最大となる電圧値と、屈折率異方性Δｎと誘電率異方性Δεとの
積（Δｎ×Δε）との関係を示すグラフである。
【図１７】本発明のさらに他の実施形態にかかる表示素子の概略構成を示す断面模式図で
ある。
【図１８】（ａ）は、図１７に示した表示素子における電界無印加時の分子の配向状態を
示す断面模式図であり、（ｂ）は、図１７に示した表示素子における電界印加時の分子の
配向状態を示す断面模式図である。
【図１９】コレステリックブルー相を説明するための説明図であり、（ａ）はカイラルピ
ッチｐおよび温度に対する相状態の変化を示すグラフ、（ｂ）はコレステリックブルー相
において形成されるDouble Twist Cylinder（ＤＴＣ）構造を示す説明図である。
【図２０】光学活性のメカニズムを模式的に示した説明図である。
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【図２１】本発明の一実施の形態にかかる表示素子を用いる表示装置の要部の概略構成を
示すブロック図である。
【図２２】図２１に示す表示装置に用いられる表示素子の周辺の概略構成を示す模式図で
ある。
【符号の説明】
【０５８０】
　１、２　　基板
　３　物質層
　４、５、４ａ、５ａ　　電極
　６、７　　偏光板
　８、９　　配向膜
　１０，３０　表示素子
　１１　　　高分子鎖（配向補助材）
　１２　　　分子
１００　　表示装置

【図１】 【図２】
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